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この報告書は,日 本 自転車振興会から競輪収益の一部であ

る機械工業振興資金の補助を受けて,昭 和53年 度に実施 した

「情報化の推進に関する調査研究」の一環としてとりまとめ

たものであります。
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当財団 では か ね て よ り 「オ ン ライ ン推進委 員会 」 を 設置 して,オ ンライ ン

シ ステ ム に関 す る調査 研 究 を行 な って い る。

昭和53年 の後半 に,各 界 か ら通信 回線 利 用 制 度や 料 金 をめ ぐる要 望 や 提

言 が発表 された。 オンライ ン推進委員会 はこれ らの意 見をひ とつ にまとめ問

題 を抽 出 して お くこ とが,現 在 お よび 将来 の オ ン ラ イ ン事情 研 究 のた め必 要

で あ る として資 料 の収 集検 討 に努 めた 。

本 書 は そ の結 果 を と りま とめ た もの で あ り,年 ご とに複雑 さを増 す オ ンラ

イ ン問題 の一 局面 を記 録 に残 す もの とし て意 義 あ る もの・と信 じてい る。

今 回 本 調査 討 議 に ご協 力 頂い たユ ー ザ,委 員 会委 員 の方 々な らび に 資料 掲

載 を許 され た各 方 面 に厚 ぐお 礼 申し上 げた い。
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オ ン ラ イ ン 化 調 査

企業,産 業 ・社会NW

斉合性ある制度へ
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1.本 報告 書 作 成 に至 る経 緯

概観

昭和46年,公 衆 電気 通信 法 の 改正 に よるい わ ゆ る回線 開 放 の 実現 後,わ

が 国オ ンラ イ ンシ ス テ ムの展 開 と,当 オ ン ライ ン推進 委 員 会 の活動 状 況 を模

式的 に示 せ ば,前 頁 の図 の とお りで あ る。

昭和53年3月 現 在 で 国 内 自営 オ ンライ ンは

(汎 用 コン ピ ュー タ推 定 実 動 台 数

オ ンラ イ ン シス テ ム数

ホス トコ ン ピ ュー タ推 定 実 動 台数

特定 通 信 回 線数

公 衆通 信 回 線 数

端 末 機推 定 実動 台 数

な お この他 に電 電 公社 の 直営 シ ス テムで

端 末機 実 動 台 数

また,国 際 オ ンラ イ ン シス テ ム として

自営 シス テ ム数

国際 電信 電 話 ㈱(KDD)シ ス テム数

とな ってい る。

45,000)

2,689

4,000

58,997

12,117

175,000

11,240

ウ
●

9
一

6

この 間制 度 的 には,昭 和50年 に主 と して遠 近 距 離 格差 を修 正 した特 定通

信 回線(専 用 線)料 金 の改 訂 が あ った。 次 い で昭 和53年,大 幅 な料 金体 系

の変 更 と料 金 値 上 げが あ った が,こ の点 は後 述 に譲 る。

回線 利用 条 件 と して は,46年 の 開放 後,昭 和51年 に他 人 使用 制 限 が若

干 緩 和 された 。 た だ し,こ の51年 の部 分緩 和 は 国 内回 線 につ い ての み適 用

され る もの で,KDDは 他 人 使 用 条件 の緩 和 申請 を 国 際回 線 につ い て行 って

い ない か ら,結 果 と して 国 際 回線 に関 し他 人 使 用制 限 部 分 緩 和 は現 在 も行 わ
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れ て い な い 。

当 委員 会 は,昭 和44年 以 来 回線 開放 を 提 唱 し て,昭 和46年 の法 改 正 の

実 施 を 見,そ の後 電電 公社 の協 力 の下 にオ ンラ イ ン相 談室 を開 き新 制 度 の啓

蒙 普及 に努 め た 。 ひ きつ づ きオ ンラ イ ンシ ス テ ムの推 進,向 上 を主 目標 とし

てい る。

なお昭 和46年 以 来 継続 してわ が 国 に お け るオ ンライ ン化 の実 態 調 査,動

向 調査 を行 い,各 方面 にオ ンライ ンシ ス テ ム基礎 資料 とし て提供 してい る。

一11一



最 近 の オ ン ラ イ ン 関 連 動 向 と 本 報 告 書

広 汎 な回 線 利 用制 限 撤 廃 論 ・要 請
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本報 告 書 作 成 をめ ぐ る最 近の 諸 動 向

当委 員会 は昭 和52年 度 に,オ ン ライ ンシ ステ ム振 興 に関 す る基本 問 題 の

見直 しを,広 い範 囲 の ユ ーザ ーの 協 力 を得 て行 い,報 告 書 を公 け に した(左

頁図 参 照,報 告 書 は 「52-ROO6・ オ ンライ ンシ ス テ ムに 関す る基本 意 見調

査 報告 書 」 日本 情 報処 理 開発 協 会 ・昭和53年3月 刊 一 以 下 「基 本 意 見調

査」 とい う)。

上 記 報 告 書 で あ らか じめ 明 らか に し予 報 した よ うに,こ の52年 度調 査 に

よ るオ ンラ イ ンシ ス テ ム振 興 に必 要 な問 題 点 の全 面 的 な洗 い 直 しを受 け ,昭

和53年 度 には オ ンライ ンシス テ ム振 興 の た め の具 体 的 提言 を行 う計 画 であ

った 。

その 予報 の実 際 化 が次 章 今 回 の提 言 と説 明書 であ る。

した が って,今 回 の提 言 は,伝 え られ る 「デ ータ通 信 振 興法 案 」 を契機 と

して作 成 した もの では な く,従 前 か らの継続 的 な振 興問題 の見 直 しと長 期 の

検 討 の結果 結実 した もの で あ る。

しか し,昭 和53年 度 には,オ ンライ ン問題 に関 係 す る さ ま ざ まの事 象 が

相 次 い で生 起 した 。 これ らの 出来 事 の多 くが直 接 間 接 に今 回 の 委員 会 提 言 に

影 響 を与 え てい る こ とは事 実 で あ る。

左 頁 の図 は オ ン ライ ン関 連 の重 要 な動 きを示 して い る。 そ の詳 細は 本 章 第

4節 に譲 り,さ ら に デ ータ通 信振 興法 案 につ い ては 本 報告 書V章 で注 釈 を加

え て い る。

い ず れ にせ よ,当 委 員 会 提 言 は既 定 計画 を踏 まえ て起 草 され た が ,わ が 国

には 回 線 利用 制 限 と料 金 水 準 に対 す る強 い不 満 の底 流 があ った。 そ こへ 昨年

料 金 値上 げが 強行 され,不 服 申立 を呼 んだ 。別 に デ ータ通 信 振 興 法案 が公 表

され ぬ まま大 きな話 題 と関心 の まと とな っ てい る。 一－fi,同 法 案 とKDD・

ICAS・(InternationalComputerAccessService－ 国 際 デー

タベ ース ・サ ー ビス受 入 れ サ ー ビス),の 認 可 予定,VENUS(Valuable

&EfficientNetworkUtilityService,一 デ ィ ジタル 国 際加 入

一13一



デ ー タサ ー ビス)の 認可 予 定,公 社DDX(DigitalDataExchange,

デ ィジタル 交換 網 シ ス テ ム)の 認 可 予 定 が全 部 か らみ あい,さ ら にはICA

Sに 触 発 され た 米 国情 報 処 理 業者 の 日本 側 回線 使 用 制限 ・料 金水 準等 へ の攻

撃牽 制 な ど,53年 か ら54年 にか け 問題 が 錯綜 を極 め てい る。

この 間,主 としてデ ータ通 信 振 興法 案 を契機 に,各 界 の回 線 制度,料 金体

系 水 準 の改 訂 を要請 す る提 言,要 望 が53年 末 相 次 い だ。

それ ら の提言,要 望 はい ず れ も貴 重,重 要 な もので あ るの で,本 報告 書 に

す べ て収 録 し記 録 す る こ と とし,な お,各 界 主脳 者 の意 見 交 換記 録 も収 め る

こ と とした。
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2.当 委 員 会 の 提言

昭和52年 度 の報 告 「基 本 意 見調 査 」 は オ ン ライ ンシ ステ ム運用 の主 要 企

業174社 か ら現 行 オ ン ライ ン制 度,問 題 点 に対 す る詳 細 な 意 見,要 望 を頂

い て整 理 した。

最 も問 題 あ りと され た のは 次 の3点 で あ る。

オ ン ライ ンシ ス テ ム振 興 に関 し

端 末 機 に問 題 あ り

価格,互 換 性

回線 料 金 水準 に問 題 あ り'

値 上 げ 理 由 な し,設 備 費過 高

回線 提供 条件 に 問題 あ り

利 用 制 限不 用 また は 無意 味,個 別 認 可理 由不 明

細 目項 目 と項 目別 代 表 的 問 題,意 見 は 次 の とお りで あ った。

① ハ ー ドウ エア

内部 メモ リ容 量 不 足,電 源 空調 等 設 備条 件 高価,互 換 性

② ソフ トウ ェア

OSメ モ リ量 過 大,フ ァー ム ウ ェア化促 進,オ ン ライ ン ・ノミッチ 同一 仕

様 言 語

③ 通信 関係

ロー カル 回 線 品質,切 り分 け問 題,夜 間 土 日祝 日保守,保 守 応接 態度,

料 金 水準

④ 回線 提供 条 件

共 同使 用 業 種 関 係拡 大,他 人使 用条 件 再緩 和,メ ッセ ージ通 信排 除 理 由

な し
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⑤ 情報 化 基盤

標 準 化 ・互 換 性 切 望,要 員 人 事 困難,公 的 統 一 デ ー タベ ース

⑥ コ ン ピ ュー タ メ ーカ ー

マ ニ ュアル難 解,ハ ー ド先 行 ・ソフ ト不備,互 換性

⑦ 情報 処理 サ ー ビス業

公社 兼 営反 対,国 際 サ ー ビス拡 大

⑧ ソ フ トウ ェア業

料 金体 系 不 明確,情 報 不足

⑨ 情 報処 理 関 連施 策

ユ ーザ ー に も助 成 策,端 末機 流 通 にJECC的 機 関

⑩ そ の他

共 同 オ ンライ ン化 の必 要,民 間VAN認 め よ。

今 回 のオ ンラ イ ンシ ス テ ム振 興 に関す る提言 は,上 の意 見 要望 を受 け て,

次の11項 目に及 ぶ具 体的 対 策 を と りあげ てい る。 その 内容 につ い ては 第ll

章 を参 照 され た い。

オ ン ライ ンシ ス テ ム振 興 に関 す る提 言項 目

① 基本 提言

② 基盤 整 備

③ 端 末機 設備 推進 対 策

④ ソ フ トウ ェア対 策

⑤ 現 行通 信 回 線 利用 制度 の転換

⑥デ ィジ タル 網 利用 の根 本 理 念

⑦回 線料 金

⑧ サ ー ビス体 制

⑨準 公 衆通 信 事 業 者 制導 入 の検 討

⑩苦 情処 理 機 構

ハ ー ドウ ェア ・メ ーカ ー へ の要望
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3.回 線利 用 制 度!
t料 金 に関す る各 界 の提言

第1節 で紹 介 した よ うに,12頁 の図 の よ うな各種 の底 流 の上 に立 って,

また直 接 には デ ー タ通 信振 興法 案 の動 きを契 機 に,昭 和53年 末,各 界 か ら

回線 制 度,料 金 に対 す る提言 ・要 望 が 相 次い だ。

それ らの意 見等 を対 照 す れ ば 次表 の とお りで あ る。
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通信回線 をめ ぐる各界の提言,
一印は単に直接的言及がない場合であることを指 し,
包括的な示唆等はなされている場合を含む

項 目 オ ン ラ イ ン推 進 委 員 会 データ通信会議

(代 表 者)(稲 葉 秀 三)(斉 藤 忠 夫)

(設 置 者)((財)日 本 情 報 処 理 開(郵 政 省 電気 通 信 監理

発協 会)宮 室)

提 言,要 望 時

1オ ン ラ イ ン シス テ

ムの 概 念

5312

(発 表 は541)

コ ン ピ ュ ー タ ー 出 現 前

の 「電 気 通 信 」 概 念 の

らち 外

情 報 処 理 設 備,ソ フ ト

ウ ェ ア,通 信 設 備 と,

そ れ らの 機 能 が 統 合 さ

れ た,シ ス テ ム

539

距離的 に離れた コン ピ

ューター本体,回 線,

入 出力装 置 な どの伝 送

媒 体 を使 用 したデータ

の送信,伝 送,受 信 及

びそ の 過程 で 行 われ る

処 理 を一体 と して とら

えた概念

通 信 と処理の融合 した

もの

2オ ン ラ イ ン シ ス テ

ム振 興 の た め の 基

盤 整 備

(技 術 面及 び 社 会 的影

響 の側 面)
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要望などの主要項 目別比較表

(社)日 本 情 報

セ ン タ ー 協 会
電気通信ユーザー協議会

EDPユ ー ザ ー

団 体 連 合 会
備 考

(桑 江 和 夫)(志 場 喜 徳 郎)(下 佐 喬)

5311 53.12

電信電話 と全 く異 質次

元

5312

「電信電話 と同様 の通

信」 とい う概念 か ら切

り離 し,処 理 と通 信 と

は一 体 とい う考 え 方…

強力な振興政策を
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項 目 オ ン ラ イ ン 推 進 委 員 会

技 術 開 発

標 準 化 促進体制強化提言

要 員 育 成

デ ー タ保 護,シ

ス テ ム 監 査 等

データ通信会議

ネ ッ トワ ー ク 技 術,デ

ー タ ー ベ ー ス 技 術
,日

本 語 処 理 技 術 の 開 発 を

促進体制整備提言

データ通 信技術 士資格

制提言

制度体制検討提言

3法 制 有線電気通信法を中心

とする通信法全体の整

備が必要

公衆電気通信法 とは別

法制の下で体制の整備

を

4電 気 通 信 行 政

5端 末 機 設備 推 進 開発,製 造,流 通 に積

極施 策 を
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(社)日 本 情 報

セ ン タ ー 協 会
電 気通 信 ユーザ ー協 議会

EDPユ ー ザ ー

団 体 連 合 会

民間デ ータ通 信業者の

発展 を支持 し得 る よう

慎重 な配 慮を

備 考

(同 上)

(同 上)

(同 上)

電気通信監理官制を局

か独立官庁に

デ ータ通 信に関す る行

政(郵 政,通 商 産業 両

省)の 一 元 化措 置 を
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項 目

6ソ フ ト ウ ェ ア 対 策

7回 線 利 用 制 度

(現 行)

オ ン ラ イン推進 委 員会

オ ン ラ イ ン関 連 ソ フ ト

ウ ェア 開 発,流 通 に さ

らに 積 極 施 策 を

基 本:メ ッセ ー ジ通 信

を 主 とす る もの を 除 き

制 限 全 廃

早急必要措置:制 限廃

止緩和の具体案 を提言

デ ー タ 通 信 会ii義

見直 し必要

システム全体 を把握 し

専 ら電信電話的利用 を

目的 とす る もの以外可

能 な限 り自由に

& デ ィ ジ タ ル 網(制

度)

交換網の本質に則 り,

新 ネ ッ トワ ークの使 命

のた め利 用制限全廃を

既存 サ ービス と調整が

必要

独 占事業者だけでニ ー

アクセスの方法,条 件 ヅを充 足 で きるか

料 金 等 に十 分な配慮を
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(社)日 本 情 報

セ ン タ ー 協 会
電 気通 信 ユ ーザ ー協 議 会

EDPユ ー ザ ー

団 体 連 合 会
備 考

民間情報通信事業発展

は,回 線 利 用 制 度 の 欠

陥 に よ り大 きな障 害に

直面

高度 なデ ータ通信が行

える よう改善 を強 く要

望

共同使用,他 人使 用 制(第 一 項,オ ン ライ ン

約 の全 面 排 除 概 念 参照

メ ッ セ ー ジ ・ス イ ッチ

ン グ に つ い て も… 欧 米

の 水 準 に ま で 自 由化 の

必 要

自由に した場合,外 資

蚕食 の懸 念 には 新 制 度

以外 の防禦手段 を……

ユーザーの選択 に不 自

由を与え る とか制限条

項に より発展阻害 な き

よう
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項 目

9.(現 行)料 金

オ ンライン推進委員会

体 系 ・ 水 準 電話料体 系か らの脱却

原価主義

各国平均水準同等また

は同等以下に

データ通 信会議

電信電話料 金 とは別

個 にコス ト主義 に基 づ

き,技 術 革新 成果 を と

りい れ た料 金 を

国の援助 の必要

割 引 制 夜間,休 祝 日料 金,バ

ル ク料 金 制 提 言

新 設,改 廃手 続

laデ ィ ジ タ ル 網 料 金

利用者の意見事前聴取

手続の明定化

体 系 水 準 当然に独立新体系を

原価主義

各国平均水準 と同等ま

たは同等以下に

デ ィジタル伝送のため

に電信電話料金 とは別

個に コス ト主義 に基 づ

き,技 術 革 新 成 果 を と

りいれ た料 金 を

国の援助の必要

割 引 制 現行の場合に同 じ

一24一



(社)日 本 情 報
セ ン タ ー 協 会 電 気通 信 ユーザ ー協議 会

EDPユ ー ザ ー

団 体 連 合 会
備 考

回線 原価は低 くな りつ

つあ る…回線料金の引

下 を

技術革新の成果 を正当

に反映する低廉料金を

遠距離格差の圧縮

諸外国に比 して も廉価

な料金を
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項 目

新 設,改 廃 手 続

11.サ ー ビ ス 体 制

12準 公 衆 通 信 事 業 者

13.世 論 反 映 機 構 な ど

14キ ャ リヤ と民 間 セ

ン タ ー の 競 合 問 題

15ハ ー ドウ ェ ア ・メ

ー カへ の 要 望

16振 興 機 関

オ ンライン推進委員会

現行 の場合に同 じ

夜間土 日祝日保守態勢

を

回線利用 申請手続の簡

素化,迅 速 化 を

民間VAN業 者許 容 検

討 を

苦情 処 理 機 構 提 言

ソ フ ト充 実,互 換 性 拡

大,マ ニ ュ ア ル 平 易 化

を
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デ ータ通信会議

〔(デ ィジタ ル網)独

占事 業 者 だ け で ニー ヅ

を充 足 で きるか〕

公正競争条件の確保 が

必要

技術 の開発普 及,情 報

通信 業 の基 盤整 備 の た

め第 三 セクターを提言



(社)日 本 情 報

セ ン タ ー 協 会
電 気通 信 ユーザー協議 会

EDIPユ ー ザ ー
夢団 体 連 合 会 備 考

デ ータ通 信につ き識見

を有す る委 員に より構

成 され る新審議会要望

ユーザ ーの意見 を反映

させる機関 を要望

競合の調整を 公正競争基盤の設定を 公社 と民間情報処理業

者 との適正な業務分野

の調整措置を
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4.最 近 の 回線 関連事 情

最 近 の回 線 関連 諸事 情 を,相 互 の 関連 の中 で概観 す るには,12頁 の図 を

参 照 され た い。

まず,広 汎 な回 線 料 金 不 当論 ・改 訂要 請 と広汎 な 回線 利 用 制 限撤 廃 論 ・要

請 の大 きなふ た つ の底 流 が あ る。

なお一 種 の底 流 として,昭 和51年 以来 の ア メ リカの 第二 次 コン ピ ュータ

イ ンク ワイ ア リにお け る通 信処 理 と情 報処 理 概 念論 争 お よび そ の民 主 的 な公

開論 議 手続 自体 と,同 じ く51年 に ア メ リカで 回線 の再 販 売 が完 全 に 自由 とな

な った事実 が,わ が 国 の 民間 にお け る オ ン ライ ン論 議 に も大 きな影 響 を与 え て

てい る。

昭和53年 初,CCITT(国 際 電信 電 話 諮 問委員 会)の 場 で,専 用 線料 金

に対 す る 日欧 キ ャ リヤサ イ ドの従量 制 思想主 張 に対 し,米 サ イ ドは 均一 料金

制維 持 を主張 してい る事 実 も,間 接 的 にわ が 国 の料 金 問題 論 争 に影 響 を与 え

てい る。

(KDDの 音 声 級 国際 専 用 線 につ き利 用 者 の 自営設 備 に よ る高 速利 用 に対 す

る値 上 案 一 効 用主 義,日 欧 キ ャ リヤ主張 につ な が る一 と利用 者 の反 対 一

設 備 は ひ とつ,原 価 主義 均 一 料 金 主張,米 主張 につ な が る)

一 方 ,電 電公 社 の 諮 問機 関,電 信 電話 諮 問委 員 会 は,電 信 電 話 料 金 に関 し

てで は あ るが,昭 和53年1月 料 金設 定原 則 は原 価 主 義 に よるべ き 旨を答 申

した 。

国 内 におい ては,53年 初,特 定 回線(専 用 線)に つ き,符 号 品 目 と帯域

品 目の分 離 とい う体 系改 訂 が 行 わ れ た。 また,利 用 者 の反 対 の 声 にかか わ ら

ず,昭 和52年 か ら53年 初 にか けKDD,電 電 公 社 の特 定 回 線(専 用 線)

料 金改 訂 申請 が認 可 され,大 幅 な料 金値 上 が強行 され53年4月 か ら実 施 さ

れた。 平 均 値 上率 は約32%と い わ れ る。

これ に対 し,52年 末 結成 され た電 気 通信 ユ ーザ ー協 議 会 は,53年1月

と2月 に郵 政 大 臣 を相 手 と し,行 政不 服 審査 法 に基 づ き,KDD,公 社 に対
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す る料 金 改 訂認 可 を不 当 とす る不服 申 し立 て を行 った(54年3月 現 在係 属

中)。

電 電公社 の行 ってい るデ ー タ通信 設 備 サ ー ビス(オ ンラ イ ン情報 処 理 サ ー

ビス)は,民 間 の情 報 処 理 サ ー ビス と競合 す る と して常 に問 題 とな って い る。

政 府 部 内 に設 置 された 公 共 企業 体等 基 本問 題 会 議は ダ その 電 信 電話 事 業 の経

営 形 態 に関 す る報 告(昭 和53年6月)の 中tでこの 問題 に も触 れ,次 の よ う

に述 べ てい る。

「デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス は,電 電 公 社 自ら電子 計算 機 を設 置 し,通 信 回

線 を使 用 して,情 報 の処理 と伝達 を一 体 と して行 うサ1-.ビ ス で あ るが 」,技

術 力 お よび 資 金 力 の活用,デ ータの秘 密保 持,電 話 等 の独 占 を実質 的 に確保

す るた め,な どの観 点 か ら検 討 がな され,「 以 上 の よ うな 観 点 に関す る限 り,

電電 公社 にデ ー タ通 信 設備 サ ー ビス を行 な わせ る積 極 的 理 由 に乏 しい」 とさ

れた 。

しか し,家 庭 情報 サ ー ビス の可 能性 や,デ ータ通 信 事業 の 技 術 の レベ ル ア

ップ,回 線 の有 効利 用 な どの 「諸 事情 を総 合 的 に考 慮 す れ ば,電 電 公 社 が デ

ータ通 信 設備 サ ー ビス を行 な うこ とは 適 当」 であ る とされ た 。

しか しこの場 合 「民 間 企 業 との公 正 な競争 関 係 を実 現 す る こ とが不 可欠 」

である と もされた 。

通 信 回 線 利用 制度 の 制 限 撤 廃 を求 め る声 に対 しプ従 来,ア メ リカは そ の 国

情 か ら回 線 利用 は 自由 で あ るカ㍉ ヨー 只 ッパは お お むね郵 電 蓄(PTT)が

直接,回 線使 用 を 管 理 し,.コ ン ビ≒rタ とi接続 す る場 合 の 制 限 も 日本 同様 ま

たは 日本 以 上 に厳 しい面 が あ るとの説 が な され て きた。

しか し,日 本 情 報 処 理 開 発協 会 が 昭和53年 秋派 遣 した 調 査 団 の報 告 に よ

れば, 。ヨ〒 ロ ッパ にお い て も,既 に,デ テ タ通信 関 連制 限 は 実 質上 緩 和 され

てい る事 実 が 明 らか とな った(当 協 会 「欧 州諸 国 の 回線 利 用 制 度 とデ 一 夕ベ
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一ス の現 状」54年1月 参 照)
。

この よ うな環 境下 で,53年9月,郵 政省電 気通 信 監 理宮 室 が設 置 したデ

ータ通 信 会議 の 調査 研 究 「デ ー タ通 信 発展 のた め に」 が報 告 され た(本 書第

IV章 資 料1参 照)。

この会 議 の報告 を下 敷 とし て,「 デ ー タ通信 振 興 法 案」 が準 備 され てい る

と伝 え られ る(本 書第v章 参 照)。

その 内容 は公 表 され てい な い が,

①一 定 の要 件 を充 た す オ ン ライ ンシ ス テム を 「指 定 シ ス テ ム」 として,

おおむ ね 回線 使 用 制 限 を除 く。

② 非指 定 シ ス テ ム につ い て は,お おむ ね現 行 回 線 使用 制 限 に近 い制限

を適用 す る。

③ ネ ッ トワー ク技 術 の 開発

④ デ ータ通 信 振 興 の た め 必要 な 財税 制措 置

を 骨子 とす る とい わ れ る。 また,デ ータ通 信技 術 士 制 度 や デ ー タ通 信 振 興機

関 の設 立構想 な ど も伝 え られ た。

本 法 案 は昭和54年3月 現在,国 会 へ の提 出時 期 は まだ不 明で あ る。

アメ リカ にお い ては,い わ ゆ る付 加 価値通 信 業 者VAN(ValueAdded

Network)が200を 超 す デ ー タベ ース を接続 して デ ー タベ ー ス ・ネ ッ トワ

ー クを形 成 し ,そ のサ ー ビス の地 域 を ヨー ロ ッパ に広 げ てい る。

ヨー ロ ッパ の対 応:ヨ ー ロ ッパは アメ リカ ・デ ー タベ ー ス ・ネ ッ トワー

クの進 出 に障壁 を設 け な い が,一 種 の広 域 ナシ ョナ リズ ムの立 場 か ら ヨー ロ

ッパ 独 自のデ ー タベ ー ス ・ネ ッ トワーク を形 成 して ア メ リカ勢 に対抗 しよ う

とした。 その現 わ れ がEURONETで あ り,昭 和54年 に始 動 す る と伝 え ら

れ る。 当初50の デ ー タベ ー ス を接続 し,56年 まで に100以 上 に接 続 デ

ー タベ ー スを増 や す と計 画 され てい る。
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日本 の対 応:日 本科 学 技 術情 報 セ ンタ ー を中 心 とす るNIST(Natio-

nalInformationSystemforScience&Technology)計 画 と国

立大 学 をDDXで 結 ぶ情 報 ネ ッ トワー ク の計 画 の み は あ るが,EURONET`

に匹 敵す る全 国 的 ・網羅 的 な デ ータベ ー ス網 の 計画 も政 策 もまだ存 在 し ない。

KDDは,ア メ リカ のVAN業 者,TELENETお よびTYMNETと 接続

して,わ が 国 に アメ リカの デ ータベ ー スサ ー ビス を導 入す る計画 を樹 てた。

これ がICASで あ る。 しか し,昭 和54年 に至 り,ア メ リカ国 内 の 情報 処

理 業 者(CDC)が,現 行 の 日本 回線 制 度 と料 金 水 準 は共 に不 合 理 で あ るこ

とを 理 由 に,ア メ リカ国 内 でのICAS,VENUSの 手 続進 行 を阻止 す る動 き

に 出 てい る。 し た が って,昭 和54年3月 現 在ICAS,VENUSが い つ現実

に商 用 化 され るか は不 明で あ る。

国 内 の新 デ ィ ジタ ル ・デ ー タ網(DDX)も 昭和54年 にサ ー ビス イ ンす

る予 定 と伝 え られ てい た が,昭 和54年3月 現 在,現 実 に個 月 か ら商用 化 さ

れ るか は不 明 で あ る。

いず れ に して も,回 線 利用 の制 度 につ い て も料 金 につい て も,す べ て の問

題 が 国 際的 に波 及 を み る時代 とな った。

デ ー タ通 信 振 興法 案 も昭和54年 中 に国会 に提 出 され るか ど うか判 然 とし

な い。 国会 の審 議 は審 議 と して,そ の内容 が早 期 に ユ ーザ ーの 前 に示 され,

十 分 な論 議 の対 象 とす るべ きだ とす る声 も多 い。
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オ ン ラ イ ン シ ス テ ム 振 興 に 関 す る 提 言

記

1.基 本 提 言

(イ)『 情報 処理 設備,ソ フ トウ ェア,通 信 設 備 と,そ れ らの 機 能が 統 合 さ

れた シ ス テ ム 』とし て,オ ン ライ ンシ ス テム を把握 す る こ と

(ロ)上 記理 解 に伴 な う関 連 諸法 制等 の 整備

2.基 盤 整 備

(イ)諸 標 準化,諸 互 換 性 等促 進 体制 の強 化

㈲ オ ンラ イ ン化 促 進 財 税 制 の強 化

3.端 末 機 設 備 推進対 策

ω 標 準化,互 換 性 向上 と,・中堅 ・中 小 企業へ の フトン ラィ ン化 浸 透 をは か

るため の 端末 機 の 開発,製 造,流 通 に関 し積極 的 な施 策 が 必 要

(ロ)メ ー カ ー の努 力 と共 に・ユ ーザ ー の協 力が 必要

4.ソ フ トウェ ア対 策

オ ン ライ ン関連 ソ フ トウ ェ アの 開発,流 通 等 につ き,さ ら に積極 的 な 施

策 が 必要

5.現 行 通信 回 線利 用 制度 の転 換

(d)基 本的 要 請 と して,第1項 の基本 提言 に基づ き,統 合 され た概 念 と し

て の オ ンライ ンシス テ ム に つい ては,メ ッセー ジ通 信 を 「主 」 た る 目的

とす る場 合 を除 き,一 切 の 回 線利用 制限 撤廃 が 妥当 な要 望 であ り,オ ン

ライ ン進展 の ため 必須 な転 換 で あ るこ とを強 く提言

(ロ)早 急 に必要 な 当面 の 措 置

(a)共 同使 用 にお け る業 務 関係 範 囲 拡大,メ ッセ ー ジ通 信 制限解 除

(b)他 人 使 用 にお け る端 末 の一 電 子計 算機 限 り接続 制限 解 除,メ ッセ ー

ジ 通信 制 限解 除
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(c)相 互 接続 に つ き,個 別 認 可 制か ら基 準認 可 制へ の変 更

6.デ ィ ジタ ル 網利 用 の根本 理念

(d)DDX,VENUSは,交 換 網 で あ るそ の本 質 に則 り・ また 新 ネ ッ ト

ワー ク と して の使 命 の ため,妥 当 な技 術 基 準以外,一 切 の利 用 制限 の な

い こ とを要 望

回 デ ィジ タル 網へ のア クセ ス につ い ては,方 法,条 件,料 金 等 につ き利

用 者 の便 宜 の ため 十 分 な配 慮 を要 請

7.回 線 料 金

ω 現行 特 定 回 線 料金 体 系 の,電 話料 金体 系 リンク 思想 か らの脱却 一 遠

距離料 金 軽減,料 金 水 準 の各 国平 均 水 準 に比 べ て同 等 または 同等以 下 へ

の 低廉化

回 デ ィジタ ル 網 につ い ての 新構 想 によ る料 金 体系 と,料 金 水準 の各 国平

均 水 準 に比 べ て同 等 また同 等以 下 へ の 低廉 化

←→ 夜 間休祝 日割 引 料 金 制,バ ル ク料 金 制等 の広 汎 な 導入

目 料 金 新 設改 訂手 続 の明 定化 一 実際 の利 用 者 の意 見事 前 聴取,取 り入

れ

8.サ ー ビス体 制

㈲ 夜 間,土 日祝 日保 守態 勢 の整 備

回 回 線利 用 申請手 続 の簡 素化,迅 速 化

9.準 公 衆通 信 事 業 者 制 導入 の検討

民間VAN業 者 許 容 検 討 の必 要

10.苦 情処 理 機 構

回 線 提供 不 認 可 また は付 条 件や,設 備 サ ー ビス と民 間 セ ンタ ー の競 合 問

題 等の 案 件 の 処理 を 目的 とす る苦 情処理 機 構 の 設 置

11.ハ ー ドウ ェ ア ・メ ー・一・カ ーへ の要 望

ω ハ ー ドウ ェ ア先 行,ソ フ トウ ェ ア不備 傾 向 の是 正

回 互換 性 の拡大 内 マ ニ ュ アル の平 易 化
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オ ン ラインシステ ム振興 に関す る提言
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わが 国 将来 の オ ン ライ ンシス テムを 考 え る場 合,情 報処 理 技 術 は どの方 向

に進 展 す るの か,産 業 ・社 会 のネ ッ トワー ク に対す る ニー ヅの 動 向 は どの よ

うに変 遷す るの か,現 行 通 信 回 線網 は なお どの よ うに位 置づ け られ るのか,

新 ら しい デ ィジ タル 網 の果 す 役 割 は どの範 囲 で あ るの か,そ れ らの条 件 の上

に構 築 され るべ き国内,国 際 情報 シス テ ム ない し情報 ネ ッ トワー クの 全体 像

理 想 像は どの よ うな もの であ り,ど の よ うな もの であ るべ きか につ い て総合

的 な論 議 が 必 要 な段 階 に立 ち 至 っ てい る と思わ れ ます。 オ ン ライ ンシ ス テム

推進 のた め の 施策 等 も本 来 そ の よ うな 将来 像 を踏 まえ た上 で考慮 せ られ るべ

きで あ る こ とは い うまで もあ りませ ん。

当委 員会 は こ の よ うな情報 ネ ッ トワー ク展 望 の た め の基礎 的な 検 討 を継続

して行 な って い ます。

しか し一 方 にお い て,昨 年 度 の 当委 員会報 告 「オ ンライ ンシス テ ム推 進 の

た め の基本 意 見調 査」(以 下 「基本 意 見調査 」 とい う)や,そ の後 の各方 面

の 見解 で明 らか な よ うに,と もか く目前の回 線利 用 制 度と 回線 料 金 を早 急 に

見直 す 必要 があ る とい う声 は,既 に広 汎 な世論 とな って い ます。 また,オ ン

ラ イ ンシス テ ム推 進 のた め に,回 線関 係 だけ で な く端 末機 の あ りか た や ソ フ

トウ ェ ア開発 につ い て も諸種 の要望 が あ りま した。

そ こで 当委 員 会は ・ これ らユ ーザ ーの声 を と もか くあ りの ま ま.に関係 方 面

に 伝 え要 請す る こ とが 必要 であ る と考 え,別 記 諸項 目に関 し,と りあ えず の

提 言 を 行な うもの で あ ります。

オ ン ライ ンシ ス テ ム をめ ぐる現 行 諸 環境 を見 直す 必 要 があ る とい うとき,

そ こ には もち ろ ん 全 く新 ら しい 構想 へ の期 待 も含 まれ ます。 しか し現 行 諸環

境 が一 夜 に して 雲 散す る もの で もな く将来 に わ た っ て全 く無用 の もの とな る

こ とは あ り得 ない と思 わ れ ます。 現 行環 境 自体 も依 然 として 見直 され るべ き

で あ り,未 知 の構 想 もすべ て が公 開 され,潤 達 な論 議 の下 に,慎 重 に,オ ン

ラ イ ン シス テ ムの 良 き将 来像 が は ぐ くまれ るべ きで あ るとす る のが 今 回 の 提

言 に際す る 当委 員会 の 基本 的態 度 で あ ります。
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1.基 本 提 言

㈲ 『情 報 処 理 設備,ソ フ トウ ェア,通 信 設 備 と,そ れ らの機 能 が統 合 され

た シス テ ム 』と して の,オ ンライ ンシス テ ムの理 解

(ロ)上 記理 解 に伴 な う関連 諸法 制 等 の整備

わが 国 にお け るオ ン ラ イ ンシ ス テ ム論 の中心は,過 去 も現在 も,通 信回 線

利 用 制度 をめ ぐる議論 で し た。 そ の論 議 の焦点 は,オ ン ラ イ ンシ ス テ ムの理

解 の しか た に あ ります 。

当委 員会 は,「 情報 処 理 設備,ソ フ トウ ェア,通 信 設備 と,そ れ らの機能

が 統合 され た,シ ス テ ム」 と して オ ン ライ ンシ ス テ ム を把 握す る こ とを 基本

的な 提 言 と し ます。 これ は また,当 委 員会 が回 線 開放 を唱 え て 十年 の間 一貫

して変らない主張であ り,回 線利 用制限 を不用 とす る理論的 根拠で もあ りま

す 。

同時 に 当委 員会 は,「 内 容 を変 更 す る こ とのな い 」 情報 の 伝達 を主 とす る

通 信 を 媒介 す る こ とは,後 述 す る例外 を 除 き,原 則 とし て独 占キ ャ リヤめ 手

に委 ね られ る点 に つ い て,異 論 を もつ もので もあ りませ ん。'

(1)オ ン ライ ンシ ス テムが,狭 義 の通 信 シス テ ム をサ ブシ ス テ ム と して 内

に持つ こ'とは 事実 です。 通 信 シ ス テ ムを規 律 す る ものは,わ が 国にお い て,

有 線電 気 通 信 法 を 中心 とし,公 衆 電気 通 信法 や 電波 法等 で 構成 され る・ い わ

ゆ る通 信法 で あ ります 。 これ ら の法 制は,そ の 制定 当 時,コ ン ピュー タや オ

ン ライ ンシ ス テ ムの 出現 を予 想 した もの では あ りませ ん。

したが って,も し,オ ン ライ ンシ ス テム を狭 義 の電 気 通 信 であ る とす るな

らぱ,昭 和46年 の公 衆電 気通 信 法改 正は高 く評 価 され ます が,そ もそ もコ

ン ピュー タ や オ ン ライ ンシ ス テ ム を予 想 しな か った 有 線 電 気通 信 法 を 中心 と

す る通 信 法 全体 の解 釈 運 用 には 限 度が あ り,新 ら しい オ ン ライ ンシ ス テム,

コ ン ピュー タ'コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー クな どが 自然 に要 請す る と ころ の

正 当な 自由 さ を包 み こむ こ とは 困 難 であ る と思わ れ ます。
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(2)け れ ど も,冒 頭 に 述べ た よ うに,現 行 回 線制度 ・料金 の 見直 しを望 む

声 は 広 い 世論 とな って い ます。 そ して そ の声は,単 に 企業 等 の利 己 を図 る私

論 では な ぐ,よ り高度 な シ ス テ ムを 求 め,よ り合理 的 な シ ス テ ム を望 む妥 当

な 根拠 に基 づ く声 で あ る こ とは,当 委 員会 が これ ま で の多 くの報 告 書で公 正

に 萌ら か に して きた とこ ろ です。

(3)そ こで,こ の 基 本 提言 の よ うに,オ ンライ ンシス テ ム を コ ン ピュー タ

出現 前 の通 信 概念 で は律 しされ な い 新 ら しい 諸設 備 ・機能 の統 合 され た シ ス

テ ム として とらえ る こ とに よ って 初め て,時 代 に即 した通 信 法 の 整 合 性 あ る

構 成が 可能 では な か ろ うか と考え ます。 この よ うな観 点 も参 照 され て,新 ら

しい 構想 も含 み な が ら,現 行 通信 法 全体 の 整備 を要 請 いた した い と思 い ます.

2.基 盤 整備

㈲ 諸標準化,互 換性等促進体制の強化

回 オンライン化促進 財税制の強化

オ ン ライ ンシ ス テ ムが 複雑 化 す る の に伴い,一 方 に おい て ユ ー ザ ー の個別

ニ ー ヅの多 様 化 に対 処 す る と共 に,他 方 にお い てオ ンラ イ ンシ ス テ ム構 成 諸'

要 素 間 の イ ンタ ー フ ェ イ ス の標 準化 や 機器 の互換 性 を はか る必要 の あ る こ と

は い うまで もあ りませ ん。 この 項 目 に対 す る要望 は ユ ーザ ーの 意 見 の 中で最

も多 い もの のひ とつ です が,標 準 化や 互換 性の促 進 には,や は り国 によ る促

進 体制 の強 化 が必要 です の で,関 係 当局 の配 慮 をお 願 い した い と思 い ます。

また,オ ン ライ ン化 に伴 な う省 資源 効果 や 中小企 業 の連 携効 果 な どの大 き

さ や意 義 を考 慮す ると き,オ ン ライ ン シス テ ム関 連 ハ ー ドウ ェ アや ソ フ トウ

ェ ア の開発,取 得 等 に関 し,国 に よ る金融支 援 措 置や 税制 面支 援 措 置 な .どが

さ らに強 化 され る よ う要 請す る もの であ ります。

一41一



3.端 末 機 設備 推 進対 策

ω 端 末 機 の 開発,製 造,流 通 に関 し,国 の積極 的 施 策 を要 望

回 端末 機 の標 準化,互 換 性 向 上 等 に関 し,メ ー カ ー の努 力 と共 にユ ーザ ー

の 協力 も要 請

わが 国 の端末 機 市場 は,以 前 か ら現在 まで,金 融機 関 用 端末 機 が 台数 的 に

も金額 的 に も半 数 も し くは半 数 を 超 え るシ ェ アを 占め て きた と推定 され ます。

したが っ て,発 注 者 は 技 術 レベ ル が 高 く資 金力 あ る金 融機 関 が 中心 であ り,

納入側 か らす れば 取 引 形 態 は リー ス,レ ンタ ル 制 よ りも買取 制 に よ る流通 が

主 体 であ っ た と老 身 られ ます駄 このた め,外 国製端 末 機 が 新 らしい技 術 ・ア

ィデ ァで先 行 した とか,一 部 の機 種 では 非 常 に廉 価 であ った とか の点 を別

す れ ば,国 内 で の端末 機 製造,流 通 は い わ ば 選ば れ た 市場 で・ 格別 の問題 が

あ った とは 考 え られ ませ ん。

しか し,オ ン ライ ン化 が 中堅 企業や 中小 企 業 に 漸次 浸 透す る に従 い,端 末

機へ の 二一 ヅは更 に多 様 化 し,取 引 形態 も変 化す る もの と考え られ ます。

こ の場 合,端 末 機 市場 全体 として 無駄 が な ぐ,円 滑 な開 発 ・ 製造 ・ 流通 が行

,われ るた め には,や は り国 と して適 切な 誘導 施 策,推 進 施策 が必要 で なか ろ

うか と思 われ ます。

また,端 末 機 の標 準化,互 換 性 向上 等 には,メ ー カー サ イ ドの努 力 も必要

で すが,ユ ー ザ ーサ イ ドと して も不 要 な独 自性 を強 調 す る こ とな く協 力す る

こ と も必要 で あ る と考 え ます。

もち ろ ん,端 末 機 の標 準化 や 互 換性 問題 は,各 種 プ ロ トコル 問題 等 と も関

連 す るだ け でな く,根 本 的 には 通 信サ イ ドで どの よ うな 機能 を どの程 度 まで

分担 す るか,情 報処 理 サ イ ドで どの よ うな 機 能 を ど の程度 まで分担 す るか と

い った多 岐 困難 な問 題 を 含 む ものです が,こ の点 は オ ン ライ ン環 境 の変 化 の

色彩 と共 に,オ ンラ イ ン シス テ ム全 体 の 問題 と して検 討 解 決 され るべ き もの

と思 わ れ ます 。
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4.ソ フ トウェ ア対策

オ ン ライ ン関 連 ソフ トウェ ア の 開発,流 通 等 につ き,さ ら に積極 的 な 施 策

を要 望

コ ン ピュ ー タ ・ソフ トウ ェ ア につ い て,そ の レベ ル 差 を経 験 年 数差 に換 算

す れ ば,わ が 国 と情報 化 先 進 国 との間 には まだ数 年 の ギャ ップ あ る とい われ

ます が,ソ フ トウェ アの開 発,流 通 等 に関 しては 既 に 国に よっ て必要 な施 策

が 講ぜ られて お ります。

しか し,わ が 国 のオ ンライ ンシ ス テ ムは 制約 が多 い ため技 術の 最尖 端 を ゆ

く設計 思 想 を取 り入 れ る こ と が困 難 な場 合 が あ り,こ のた め通 常の ソフ トウ

ェ ア ・ギ ャ ップ よ りもオ ンラ イ ン ・ソフ トウ ェア ・ギ ャ ップは む しろ増 大 し

て い る と の見方 さえ あ ります。

この よ うな事 情 も検 討 され,オ ン ライ ン環 境 の改 善 と共 に,オ ン ライ ン関

連 ソフ トウ ェ アの開発 ・流通 等 につ き,さ らに積極 的 な施 策 を要 望す る もの

で あ ります。

∵ぺ

5、 現 行 通信 回 線利 用 制 度 の転 換

(イ)基 本 的要 請:メ ッセ ー ジ通 信 を主 た る 目的 とす る場 合 を 除 き,オ ンラ イ

ンシ ス テ ム に関 し一 切 の回 線利 用 制限 を撤廃 す る こ とが,妥 当な要 望 で あ

り,オ ンライ ン化 進展 の ため 必 須 な転 換 であ る こ とを強 く提言

(ロ)早 急 に必 要 な 当 面 の措 置 につ い て の要 請

(a)共 同使 用 に関 し

(j)共 同使用 を許 す業 務関 係 範 囲 を拡 大 す るこ と

ω メ ッセ ー ジ通 信 制限 の解 除(メ ッセ ー ジ通 信 を主 た る 目的 とす る場

合 を除 ぐ)

(b)他 人 使用 に関 し

(1)昭 和51年7月 の制限 緩和(複 数 の電 子計 算機 と複 数 の 端末 機 を含
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むシステムの条件 づき認容)に おける複数 端末 の対電子計算機 接続態

様制限解 除

ω メ ッセージ通信制限 の解除(メ ッセー ジ通信 を主た る目的 とす る場

合を除 ぐ)

(c)相 互接続 に関 し

現行個別認 可制を基準認 可制へ変 更す るこ と

ω 基 本 的要 請

こ の 提言 書 の 第1項,基 本提 言 に基 づ け ば,メ ッセ ー ジ通信 を主 た る 目的

とす る場 合 を除 き,オ ンライ ンシス テ ム にお け る回 線利 用 制 限 は本来 必要 な

ぐ,制 限 のな い と き公 け のデ メ リッ トもな く,一 切 の制 限 撤廃 を望 み た い と

い うの が,ユ ーザ ー の世論 であ り,当 委 員会 と して 十年 来繰 り返 し多 くの報

告 書等 で表 明 して き た基本 的要 請 で あ ります。
レ

また,ア メ リカは その 国情 もあ りオ ン ライ ンシ ス テム につ い て特 に回 線利

用上 の 制限 は あ りませ ん。 ヨー ロ ッパ にお け るオ ン ライ ンシス テ ム と回 線利

用 条件 も,現 在 で は お おむ ね わ が 国 に比 し 自由 とな っ てい ます。

な お また,共 同 使 用 ・他 人 使用 の別 もわ が 国独 特 の もの です が,同 一 また

は類 似 のシ ス テ ム で も,率 直 にい って ユ ーザ ー に よ り場 合 に よ り,便 宜,あ

る と きは 共 同 使用 の回 線利 用 申請 がな され,あ る と きは他 人 使用 と して 申請

が な され てい るの が 実 情 であ ります。 さ ら に また,い わ ゆ る メー ル ボ ック ス

方 式 とい われ る,通 信 交換 制限 を避 け るた め の 苦 肉 の 伝送 方 式 が 散 見 され る

こと も周 知 の とお りで す。

法 は 守 られ な けれ ば な りませ ん。 上 の例 は 決 して違 法 で も脱 法 行為 で もあ

り ませ んが,あ ま りに も制度が 現 実 に適 さない た めの 歪 ん だ形 と見 るのは,

必 ず し も言 い 過 ぎ とはい え ない と思われ ます。

これ らの点 も,関 係 方 面 で十分 に検討 を願 い た い とこ ろで あ ります。

同 早 急 に 必要 な 当 面の 措 置の要 請
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上 述 した 基本 的 要 請 が,仮 に そ の実 現 に時 日を要 す る もの で あ る と き,当

面 さ しせ まっ て 必要 で あ る とのユ ーザ ーの 声 が多 ぐ,か つ 実現 が さ して 困 難

では ない と考 え られ る諸項 目 を下 に具 体 的 に掲 げ ます。

(a)共 同 使 用

「基本 意 見調査 」 に お け る多 くのユ ーザ ーの要 望 を 整理 し,現 代 の産

業組 織 ・構 造 の動 態 を顧 み る と き,第1に 共 同使 用認 可基 準 の 共同 使用

を許 す 業務 関 係 を拡 大 す べ きで あ り,そ の代表 的 な 関係 は 次 の とお りで

す。

製造 業,卸 業,小 売 業 の 各 々 と倉庫 業 お よび 運輸 業(代 理 店 等 を含

む)の 関係

同一 資本 系 列 に あ る企業 同 志 の関係

第2に,メ ッセ ー ジ通 信 を 主た る 目的 とす る場 合 を除 き,メ ッセ ー ジ

通 信 制限 の解 除が 必 要 です 。 オ ン ライ ン シス テ ムにお い て デ ー タ 伝送 以

外 にあ る程 度 のメ ッセ ー ジ通 信 が含 まれ るのは 運 用上 当然 で あ り,ま た,

メ ッセ ー ジ通 信 の定 義 も 「内容 を変 更 す る ことのな い」 情報 の 伝達 とす

る現行表 現 では 捕 捉 で きな くな ってい ます。 あ い まい な 条 件 に基 づ くシ

ス テ ム運 営 上不 自然 な 制 限 を存続 せ しめ る積極 的 な理 由 と利 益 は な ん ら .

あ りませ ん。

(b)他 人 使用

第1に,昭 和51年7月 の複 数電 子計 算機 と複数 端末 か ら成 るシ ス テ

ム の条 件 づ き認 容 を 下 図 の よ うに一 歩 進 め られ た い とい うの がジ 「基本

意 見調査 」 にお け るユ ーザ ー の強 い要 請 であ ります。

(基 本 認容 パ タ ー ン 甲)

A社 端末
X社

コ ンピュータ
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(51年7月 認容 パ タ ー ン例 乙)

A社 端末a

X社Y社
A社 端 末b

コンピュータ コンピュータ

B社 端末

XY間 お よびAB間 に共同 使用 業務 関 係 成 立 の と き可能

(本 提 案 に おけ る認容 要 請パ ター ン丙)

A社b端 末

A社 端末a

B社 端 末

口 X社

コンピュータ

Y社

コンピュータ

XY間 お よびAB間 に(本 提案 でい う拡 張 され た)共 同使 用

業 務 関係 成 立 の と き可能

パ ター ン 甲か らパ タ ー ン乙 へ の 認容 範 囲 の拡 大は,現 行 法 上 可能 な大 きな

飛 躍 で あ った と考え られ ます。 しか し,図 に お け るXY間,AB間 の共 同使

用 業務 関係 成立 を 前 提 とす る限 り,パ タ ー ン乙 も丙 も全 く閉 ざ され た シス テ

ム であ っ て,乙 と丙 の 間 の 制度 的 距離 と もい うべ き差は 甲 と乙 の 間 の制度 的

距離 よ りもは るか に近 く,共 に閉 域 シ ス テム で あ る点 で,開 か れ た私 的通 信

交 換 を 禁ず る現 行法 上 も認容 可能 な パ タ ー ンで あ る と思わ れ ます。 これ がパ

タ ー ン丙認 容 提 言 の理 由 です。

第2の メ ッセ ー ジ通 信 制限 解 除 の要 請 と理 由は 前 記 共 同 使用 での要 請,理

由 と全 く同一 で あ ります 。

(c)相 互 接続

現在,異 種 回 線 の接 続 はす べ て郵 政 大 臣の 個別 認 可が 必要 です。

相 互 接続 の態 様 は,回 線の 単独,共 同,他 人 使 用 の別,さ らに 国内,国

際 回 線 の別 な どを 組 み 合 わせ る と非常 に 複雑 で す が・ それ だ け に 申請 し

てみ な け れ ば 可 否が 全 くわか らず 時 間が か か る現 行 制 度 は 困 る とい う声

一46一



が多 い の で あ ります。 また接続 回線種 が 今 後増 加 す るわけ です が,接 続

態 様は 複 雑 とは いえ 逆 にあ らか じめ 整然 とパ タ ー ン化 され 得 る面 も も っ

て い ます。 相 互接続 を と くに厳 格 な規律 の 下 に 置 き通信 シス テ ム の安 全

等 を 目図す る趣 旨は 十分 理 解 し ます が,趣 旨を実 現 しなが ら,認 容 態 様

を 明示 し てお く基 準認 可方 式 に き りか え る こ とは,こ の場 合 十分 可能 で

あ り,な ん らの弊 害 もあ り得 ない と考 え ます。

6.デ ィジ タル 網利 用 の根本 理 念

㈲DDX,VENUSは,交 換網 であ るそ の本 質 に則 り,ま た 新 ネ ッ トワ

ー ク と して の使 命 のた め ,妥 当な 技術基 準 以 外 の,一 切 の利 用 制限 のな い

こ とを要 望

回 デ ィジタル 網 へ の ア クセ ス につ いては,方 法,条 件,料 金 等 に つ き利 用

者 の便 宜 の た め十 分 な配 慮 を要 望

㈲ 交 換 網 の本 質

交 換 網 で あ る現 行公 衆通 信 回 線 に関 し,現 行 特 定通 信 回 線 にお け る共 同

使用,他 人 使用 制限 が 準用 され てい ますが,こ の準用 規 定 自体 非常 に疑 問

で あ ります。 有限 な社 会 資産 であ る回 路網 を 「共同 で 自由に 誰 との 間 の通

信 に も」 使 い あ うた め に こそ交換 網 が存在 す る ので あ って,こ の 網 に対 し

「共 同使 用 制限 」 を加 え る こ とは交 換 網 の本 質 に矛 盾 してい ます。

また,「 他 人 使用」 の概 念 のな か には,回 線契 約者,回 線利 用 者 お よび

課 金 先(料 金 支払 者)の 関連 の問題 と,回 線 の再 販 売 に関す る問 題 が 必ず

し も整理 され て い る とは い い に くい状態 で含 ま れて い る と も解 され,さ ら

にす で に指 摘 しま した よ うに,手 続 上 ・運 用 上,他 人 使 用 と共同 使 用 の区

別 は 場合 に よ り甚 だあ い まい であ る のが 実 情 です。

し たが っ て特 定 回 線 で あ る と公 衆回 線 で あ る とを 問わ ず 「他 人使 用 」 制

限 は,当 提 言 基本 提言 の よ うに撤廃 され るか 少 くと も課 金 先 の 問題 と再 販
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売 の 問題 に整理 され るべ き こ とが らで あ る と考え られ ます。

DDX,VENUSは 交換 網 であ ります。 よっ て現行 制限 中交 換 制限 に

着 目す る と き,第1に,一 般 論 と して 疑 問の 多い 他 人 使用 制限 を課 せ られ

るべ きでは な く,第2に,交 換 網 と して の本 質上 共 同 使用 制 限 は 自己 矛盾

で あ って これ また 排 除 さ れ るべ きもの で あ ります。

つ ぎ に,DDX,VENUSは い ず れ もデ ー タ,メ ッセ ー ジ,フ ァクシ

ミ リのい ずれ の 伝送 も可能 で あ る ところ に大 きな 特 徴が あ ります。 上 記3

種 の 情報 の 境界 は 現 在 もそ して将来 も ます ます あ い まい に な ら ざ るを 得 ま

せ ん。 また デ ィジ タル 網 の一 部 が担 うと予 定 され てい るい わ ゆ る通 信処 理

と本 来 の情報 処 理 の 境界 もま た,現 在 そ して 将来 ます ます あ い まい にな ら

ざるを 得 ませ ん。

この よ うな 新 ら しい交 換 網 に,現 行 制眼 中の メ ッセ ー ジ通 信 制限 を もち

こむ こ とは 解 釈 上 運 用上 殆 ど不 可能 で あ り,ま た は 不合理,無 意味 に近 い

こ とは 明 らか であ ります。

上記 の よ うに,現 行 回 線 につ い て もそ うです が,と くに新 デ ィ ジタル 網

は利 用 制限 にな じまず,一 切利 用 制限 を加 え ら れ る こ とのな い よ う要 望 い

た し ます。

(ロ)ア ク セ ス の問題

欧 米 にお け るデ ィ ジタル 網計 画 は,す べ てサ ー ビス 開始 の時 か らダイ ヤ

ル'ア ップに よ る アク セ スが 可 能 な よ うに設 計 され てい ます 。

わ が 国の 場合,VENUSに つい ては そ のTク ラス で加入 電 話 に よ るア

ク セ スが 最 初 か ら計 画 され公 表 され てい ます 。DDXの 場 合,加 入 電 話 に

よ る アクセ ス は 将来 の こ と とされ,サ ー ビス区域 外 か らの アク セ スは 特 定

通 信 回線(専 用 線)に よ る もの と され てい る もの の よ うで あ ります。

新 ら しいデ ィ ジタ ル網 の誕 生 に際 して,技 術 の 面 で もサ ー ビスの 面 で も

国内網 と国際 網 とに整 合性 を求 め る のは利 用 者 と し て当 然で あ ります。 ま

た,特 定 回 線(専 用 線)に よ る アクセ ス で 高額 の料 金 を支 払 うこと になれ
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ば利用 者 はDDXに 近 よ りに く くな ります。 なお,仮 に ア クセ ス 回線 には

現 行 の利 用 制限 が 適用 され デ ィジ タル 網 自体 には 別 途 の利 用 条 件 が あ る と

した と き,利 用 者 は そ の複 雑 さのみ に悩 まされ る結 果 に な りか ね ません。 .

以 上 の よ うな懸 念 が 杷 憂 に終 るよ う,新 デ ィジ タル 網へ の ア クセ ス につ,

い て,方 法,条 件,料 金 等 につ き利 用 者の便 宜 の た め十分 な配 慮 を要望 す

るも ので す。

7.回 線料 金

(イ)現 行特定回線料金体系の,電 話料金体系 リンク思想からの脱却 一 遠 距

離料金軽減,料 金水準の各 国平均水準に比べ て同等 または同 等以下 の低廉

化

回 ディジタル網についての新構想による料金体系 と,料 金水 準の各 国平均

水準に比べ て同等 または同等以下への低廉化

←→ 夜 間休祝 日割引料金制,バ ルク料金制等の広汎な導入

同 料金新設改定手続 の明定化 一 実際の利用者の意見事 前聴取,取 り入れ

わが 国 の 国内特 定 回 線料 金,国 際特 定 回 線料 金が,と もに先 進 国の 水準 に

ぐらべ 異 常 に高 い こ とは 衆知 の事 実 とな っ てい ます。 この現 象 を 正 当化 す る

理 由は ない か 不 十分 で,料 金体 系 と料 金 水 準 の是 正へ の要 請は す べ ての回 線

利 用者 の声 とな っ てい ます。

第1に,本 意 見書 の基本 提言,基 本 要 請 に あ る よ うに,オ ンライ ンシ ス テ

ムは,コ ン ピュー タ の 出現 を予 想 しな か った 時代 の 電気通 信 の らち外 に あ る

新 らしい シス テム です。 したが って 当然 に,特 定 回 線料 金 体系 は電信 電 話 料

金 体系 に リンク す る必 要 は な ぐ,独 自の 体系 が構想 せ られ るべ き であ ります。

第2に,当 委 員 会が 昭 和52年12月5日 の料 金 問題 に関 す る意 見 書 で 明

らか に し てい る よ うに,特 定回 線 料金 は 公益 事業 に お け る公 共 料 金 と して,

他 の公 共 料 金 と同 じ く原価 主義 に基づ く料 金 設定 が な され るべ きであ ります。
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第3に,い わ ゆ るデ ー タ通 信 部 門 を構 成す る設備 サ ー ビス部 門 と回 線 サ ー

ビス部 門の 収支 分別 問題,内 部 充 当問題 が あ りますが,と の点 に つい て は公

共 事 業 体等 基本 問題 会 議 の 指摘 も あ り,今 後 明解 な措 置がな され,料 金 水 準

低下 の方 向へ の誘 因 とな る こ とを期待 したい と思い ます。 ・

第4に,先 進 国水 準 と比 べ て の わが 国の高 料 金は す で に各方 面 で く りか え

し指 摘 され てい る ところ です の で,こ こ に重複 して付 言 す る必 要 は な い と思

わ れ ます。 最 も早 い 機 会 に下 方 修 正 が な され る こ とを要 望 い た し ます。

第5に,料 金 設定 手続 きが 整備 され る必 要 が あ ります。 特 定 回線 料 金 は認

可料 金 であ ります が,そ の料 金規 定 の新設 改 廃 につ い て 実際 の利 用 者 の意 見

を 事 前 に聴 取す る手続 は 明定 され てい ませ ん。 他 の公 益 事業 に比 し,最 も完

全 な独 占事 業 で あ り代 替 サ ー ビス を 絶対 に他 に求 め る こ との で きな い回 線 料

金 につ き,現 行 手続 は 明 らか に不 備 で あ ります。 利 用 者 の 声 を反 映 す る制度

の樹 立 が望 ま しい と考 え ます。

以 上 の要 望 は,デ ィ ジ タ ル網 の新 料 金 体系,水 準,料 金規 定 の制 定改 廃 手

続 につ い て も全 く同様 で あ ります。

8.サ ー ビス 体 制

㈲ 夜 間,土 日祝 日回 線 保 守態 勢の 整 備

(ロ)回 線利 用 申請手 続 の簡 素化,迅 速化

㈲ 夜 間,土 日祝 日の 回線 保 守には,回 線 ダ ウ ン特 等の 常 時対 応 体 制 と,シ

ス テ ム変 更 等 の場 合 に週 日を さけ て 開通 試験 等 の実施 が 可能 な体 制 と の,

大 き く分 け て2様 の要 請 が含 まれ ます。 困 難 な 問題 もあ る とは 思 われ ます

が,わ が 国の オ ンライ ンシ ス テ ムは 特 に24時 連 続 運 営 の ケ ース が多 く・

ユ ーザ ー多 年 の 宿望 で もあ り ます の で検 討 を要望 い た し ます。

回 手 続 の 簡素 化,迅 速 化 は,す で に これ まで に要望 した よ うな 基準 認 可方

式 の充 実,蓄 積 パ タ ー ンの 明定 化等 も解 決 のた め の重要 な 因 子 と考 え られ
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ます ので,検 討 を願い た い とこ ろで あ ります 。

9.準 公衆通信事業者 制導入の検討

民間VAN業 者許容の検討

昭和49年,行 政管 理 庁 の 電 気通 信 行 政監 察結 果 に基 づ く勧 告 にお い て は,

現公 衆通 信 事 業者 とは異 な る通 信 網 運用 主 体 と して の 準公 衆 通 信事 業 者 につ

い て の 制度 的検 討 に関 し,重 要 な 示唆 が な され てい ます。

わ が 国は た しか に アメ リカ とは 国情 が ちが い ます。 しか し,ヨ ー ロ ッパ で

も アメ リカで も例 のな いキ ャ リヤ に よ る情報 処理 サ ー ビス兼 営 が わが 国 にお

い ての み行 なわ れ,常 に問 題 を含 み 議 論 の多 い こ と も事 実で す。 あ ま りに も

完 全 な回 線 網 の独 占下 に,あ ま りに も広 汎な 制度 ・料 金 批判 と,決 して 消 え

な い処 理 サ ー ビス兼 営 批判 は,仮 に 現 在の 問題 が 若干 解決 され た と して も,

将来 再 現,三 現 す る こ とは 疑 いの ない ところ です。 その よ うな不 満,批 判 が

つ づ くこ とは決 し て好 ましい こ とで は あ りませ ん。

した が っ て第1に,1種 の衡 平 政 策 として,わ が 国の経 済 ・社 会風 土 に適

した特 殊通信 事 業 者,お よび 付加 価値 通信 事 業 者(VAN)の 許容 の 検 討 を

公 正 に衆知 を集 め て 行な ってみ る必要 が あ る と思わ れ ます。

第2に,オ ンラ イ ン技術 水 準 ギ ャ ップ の問題 とし てVAN問 題 を 見 る必要

が あ ります。 わが 国に おい て 民 間オ ン ライ ン技 術 水 準が低 ぐ,た とえ ば キ ャ

リヤ の技 術 の トラ ンス フ ァー 問題 が論 ぜ られ る例 が あ ります。 技 術 トラ ン、ス

フ ァー の必要 性 や 重要 性 は 決 して 否定 で き ませ ん。 しか し,た とえ ば 最近 話

題 に上 る こ との多 い デ ータベ ース ・ネ ッ トワー ク を と りあ げ て みれ ば,こ の

場 合 明 らか に回 線 利用 制限 と民 間VAN拾 頭 を阻 止 した わが 国の 制度 が 民 間

の デ ータベ ース ・ネ ッ トワー ク関 連 ソフ トウェ ア の発達 を 阻 害 した 主 因 で あ

ります。 民 間 に も 自由 にデ ー タベ ー ス ・ネ ッ トワ ー クサ ー ビス を行 わ しめ,

そ の 一環 とし てVANを 許容 す る こと に よっ て初 め て技 術 レベ ル が 向 上 し ま
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す。

第3に 第2の 兼 営 問題 として,現 行公 衆通 信 事 業 者 が今 後 につ い て の デー

タベ ー ス ・ネ ッ トワー クを担 い,し たが っ て デ ータベ ニス ・サ ー ビス の一 部

また は 相 当部 分 を 負 うとす る とき,現 在 の よ うな処 理サ ー ビスの収 支 問題 や

競合 サ ー ビスへ の不満,批 判 の例 を く りか え さない とい う保 証 は あ りませ ん。

民 間 の創 意 に よるべ き分 野 であ り民 間VANを 必要 とす る理 由の ひ とつ であ

ります。

10.苦 情処理機構

回線提供 不認 可または付条件や,設 備サ ー ビスと民 間セ ンター競合問題等

の案件 の処理 を 目的 とす る苦情処理機構の設置

当委 員会 が 昭 和50年4月 の要 望 書 で掲 げ た 提言 です が,頭 記 の要 望 を再

び繰 り返 す 必要 が あ る と 思わ れ ます。

回 線提供 条件 につ いて は,先 に述 べ た とお り,基 準認 可規 定 の拡 大 整備 と

共 に,場 合 によ り正規 の 救済 規 定 の 整備 が苦 情処 理機 構 と併 行 し て検 討 され

る必要 が あ るか もしれ ませ ん。 競 合 問題 は,規 定 整備 の 問題 とい うよ りも字

義 通 り苦 情処 理 の た め の 第三 者機 関 が 必 要 で あ る と考 え ます。

、、.ジ 、一 ドウェ ア ・メ ーカ ー へ の 要 望

ω ハ ー ドウ ェ ア 先 行,ソ フ ト ウ ェ ア 不 満 傾 向 の 是 正

同 互 換 性 の 拡 大

臼 マ ニ ュ ア ル の 平 易 化

(ロ)の互換 性拡 大 は 簡 単 な 問題 でな ぐ,種 々関連 問題 を含 む こ とは本 提 言 第

3項 端末 機 設備 推 進対 策 の 個 所 で述べ ま した。

ネ ッ トワー ク ・アー キ テ クチ ュ アとか,分 散処理 とか ・ オ ンライ ン シス テ
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ム 関連 分野 で も言 葉 や概 念 だけ が 先走 るき らい が あ り,メ ー カー サ イ ドにお

い て も特 に ω や←寸の よ うな 基本 的 な 部分 の 向 上強化 に努 力 され る よ う要 望 い

た し ま す 。

以 上
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この座談会の背景

◇ コモ ン ・キャ リヤ=公 衆電気通信業者

わ が国では,電 電公社(NTT)と 国 際電信電話㈱(KDD)だ けが,他 人のために電気

通信の媒介をすることがで きる。両者を公衆電気通信業者 とい う。

◇ 回線 開放

昭和46年,公 衆電気通信法が改正 され,「 デ ータ通信 」の章 が新設 され,コ ンピュータ

と通信回線を接続する条件,そ の他が明定 された。

◇回線利用制限

コンピュータと通信回線を接続する場合,複 数の者 が同一回線 を使用 するときの制限(共

同使用制限),回 線使用契約者 がその回線を第三者 に使用 させ るときの制限(他 人使用制

限),異 種類 の回線を接続 するときの制限(相 互接続制限)の3種 の制限があ る。現行制

限 を不要 ・不当 とし撤廃緩和を求める声 が多い。アメ リカでは殆どこの種の制限がな く,

ヨーロッパ もおおむねわ が国よ り制限 がゆるい。

◇回線料金

'従量制の公衆通信回線料金 と
,定 額制の特 定通信回線料金(専 用線料金)と がある。いず

れ も,国 際的 にみて,近 距離では日本は安 く,中 遠距離では日本は世界最高に高い部類に

属 する。料金体系 ・水準 ともに見直 しを求 める声が多い。

◇回線利用制度,料 金 に関す る意見,要 望,提 案の主体

(要 望文 の骨子 については次項比較一覧表 を,原 文vaつ い ては第2部 資料 を参照 されたい。

要望等を提起 した各団体の性格は次の通 り。但 し,デ ータ通信会議 は,他 の団体 と性質を

異 にす る。

日本情報センタ ー協会 社団法人,情 報処理サ ービス(オ ン ラインサービスを含む)

センターの同業 団体 昭和45年 設 立
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電気通信 ユーザ ー協議会 任意団体,専 用線(特 定通信回線)利 用者の団体。

昭和53年 設 立。

EDPユ ーザー団体連合 会 機種別 コンピュータユーザ ー-8団 体 の連合会。

昭和43年 設 立。

オンライン推進委員会(財)日 本情報処理開発協会内に設置,オ ンライ ンシステムの

推進,実 態調査 が主 目的。昭和44年 組 識,

デ ー タ 通 信 会 議 昭和53年,郵 政省電気通信監理宮室 によ り臨時に設置 された

会議,同 年9月 「データ通信会議報告書(デ ータ通信の発展の

ために)」 が発表 された。本報告 は 「データ通信振興法案 」の

下敷 となっていると伝え られる。

◇用 語

オンラインシス テム

端末機(コ ンピュータである場合を含む),通 信 回線(構 内回線を除 く),コ ン ピュー

タが常時継続 して電気的 に接続 してい るシステムを さす。(同 様3者 により構成 される

が常時継続 して電気 的に接続は しない とき,オ フラインシス テムとい う)

デ ータ通信

(1}単に通信回線中のデ ータ伝送(DataTransfer)と 同義の場合がある。

(2)オンラインシステムによるデ ータ処理(RemoteDataProcessing)を い

う場合があ る。

データ通信設備サ ービス

キャリヤρ行な うオ ンライン情報(デ ータ)処 理サ ービス。

ωデータ通信設備サ ービス とい うとき,情 報 の内容が処理 されるオン ラインデ ータ(情

報)処 理 システムと,情 報の内容 が処理 され ることはないメ ッセージ交換 システム,

の両者を含む場合 があ る。(NTTの 設 備サ ービスの場合)

②デ ータ通信設備サ ービス とい うとき,オ ンラインデ ータ(情 報)処 理 シス テム,メ ッ

セージ交換 ンステムお よび,オ フラインでデ ータをも伝達 するシステ ムの3者 を含む

場合 があ る。(KDDの 設備サ ービスを含 める場合)

情 報通信
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現在での語感はデ ータ通信設備 サービスよ り広 く,オ ンライ ン情報処理,提 供の両者を

含む。

く 二{1識量li三一
◇伝え られる 「データ通信振興法案」

昭和54年3月 現在,未 公表であ るが,新 聞紙上デ ータ通信振興のための法案が準備 され

ている と伝 えられてい る。
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1.各 団 体,委 員会 の要 望,提 言 の趣 旨

田中 昭 和53年 の 後半 に,わ が 国 の通信 回 線 利用 制度 や 料 金 の あ りか たな

り,そ の周 辺 の課 題 につ い て,各 方面 か ら重 要 な要 望,提 言 な どの発 表 が あ

りま した。 いず れ も貴重 な ご意 見 で あ る と思 い ます。 そ こ で,こ のた び,関

係 首脳 者 の意 見 交 換 とい う形 で,一 般 回線利 用 者 の 方 に対 し,各 々の立 場 か

らの 問題 の所 在 を報告,説 明 して頂 き,な お ま た,そ れ ぞ れの立 場 か らの要

望 ・提言 の重 点 を 明確 に した い,と い うの が この集 りの趣 旨で ご ざい ます。

そ こで,発 表 順 とい うわ け で もあ りませ ん が,ま ず,日 本 情 報 セ ンタ ー協

会 の要望 の趣 意 を ご紹 介願 い た い と存 じます。

イ.日 本情 報 セ ン タ ー協 会 の要 望

金岡 通信 回線問題につい ては,大 き く分け ると2つ の問題が あると思い ま

す。

第1は,明 治以来の伝統的通信概念 を破 り,公 衆電気通信法 にかわ る新電

気通信立法 を行 う問題 です。 これには世論を喚起 し,国 会 を動 かす ことが必

要 でし ょう。す なわち,電 信 ・電話は国の独 占,他 の広義の通信分野は 自由

とし,民 間の活 力を利用す る とい う抜本的な通信制度 の改 正である。 電電公

社は国民 ・民間企業 に奉仕す る姿勢を根本 に据える必要 があるのではないで
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し ょうか。

第2は,現 公 衆 電気 通 信 法 内 にお いて の 運用 上 の改 善 です 。 この 中 に3点

の 問題 点 が あ る と思 い ます 。 第1点 は,情 報処 理 サ ー ビス業 が他 人 のた め に

通信 回 線 と結 合 され た コ ン ピ ュータ を運 用 す る こ とた よ り,種 々の障 害 が生

じてい るの で,法 解 釈 を拡 大 し,ま たは一 部 改 正 して ほ しい とす るもの です 。

第2点 は極 め て高 い料 金 の 問 題,第3点 は,公 社 の行 うデ ー タ通 信 サ ー ビス

が 民間 と競 合 しな い よ うに抑 制す る問 題 です 。

公 社 の行 って い るデ ー タ通 信事 業 につ い て,情 報 処 理 サ ー ビス業 は,著

しい不 満 と不信 観 を もっ てい ます。 この 事業 は,す で に 民間 が 情報処 理 事 業

を 十年 にわ た って築 き上 げた 市場 に,回 線利 用 を一 部 自由化 す る こ との取 引

の上 に立 って昭 和45年 公 社 が参 入 した もの です 。 この様 に民 間 市場 に官 が

参 入す る こ とは,他 産 業 で例 をみな い 特異 な ことで あ ったわ け です 。 また,

公社 の不 信 行 為 は デ ー タ通 信 サ ー ビス開始 にあ た り,バ ッチ 処理 お よび デ ー

タベ ー ス ・サ ー ビス を行 わ な い と明言 しなが ら,両 者 につ い て も民 間 市場 形

成 をみ なが ら参 入 して きた の です 。公 社 デ ー タ通信 サ ー ビスの大 義 名分 は,

外 資 に よ る 日本 市場 の席巻 防止 とい うこ とで あ った よ うです が,国 際感 覚 の

欠 如 を示 す もの だ と思 い ます。

現 在 の 国際化 の波 は,世 界 の趨 勢 で あ り,経 済 社 会 は,世 界は1つ で す。

この よ うな と き情 報処 理 サ ー ビス業 のみ,外 資 に つい て の 障壁 を も うけ る こ

とは 困難 だ と思 い ます。 した が って,企 業 基盤 の 弱 いわ が 国情 報 サ ー ビス業

を補 助 し育成 す る こ とは必 要 で あ るが,外 資 障壁 に よって そ れ を果 す こ とは

国益 上 得 策 では な い と思 い ます。

日本 の情報 処 理 サ ー ビス業 の発展 のた め,公 社 が回 線 の完 全 開放 を遅 らせ,

自 らデ ータ通 信 を行 って,外 資 障壁 にな ろ うとした のは本 末 の転 倒 です 。 公

社 は,回 線 を開 放 し,デ ー タ通 信 につ い て,民 間 の活 力 を信 じ,一 刻 も早 く

国 内業 者 を育 成 すべ きで あ った の では な い で し ょ うか。

また,デ ータ通 信 とい う言 葉 につい て 思 うの です が,通 産 省 では 遠隔 情報

一62一



処 理 とい い,郵 政省 は デー タ通信 とい うが,こ れ は 楯 の表 と裏 よ りみ た だ け

で あ り,実 体 は1つ であ り,言 葉 の穿 さ くは 不 毛 だ と思 い ます 。 両 者 と も コ

ン ピ ュータ と通 信 回線 を一 体 と し,情 報 処 理 ・送受 信 ・伝 送 を行 うもの です。

前 者 は コ ン ピ ュー タ に よる情 報 処 理 を 中心 と して考 え ,後 者 は通 信 概 念 を電

信 ・電話 を こえ て,広 義 の新 しい通 信 概 念 を設 定 し よ うとした もので す 。 た

だ し,公 衆 電 気 通信 法 中 に法 定 役務 と して,デ ータ通 信 とい う国 と し て認知

され た言葉 が あ る こ とには十 分 注意 す る必要 が あ り ます。 したが って,情 報

処 理 サ ー ビス業 者 が,コ ン ピュータ と通 信 回線 な らび に網 を一体 とし て生産

手 段 と した場 合,法 定 役 務 の デ ー タ通 信 とほ ぼ 同 目的 ・同行為 で あ り,デ ー

タ通信 の言 葉 を使 用 す る こ とは 妥 当 では ない で し ょ うか。

ロ.電 気 通信 ユ ーザ ー協 議 会の 要 望

田中 そ れ では,電 気 通信 ユ ーザ ー協 議 会 の要望 の骨 子 をお願 いい た し ま

す 。

志 場 電 気 通 信 ユ ーザ ー協 議 会 が で き た 直 接 の き っか け は,昨 年 ,国

内 のい わ ゆ る特 定 通 信 回 線 で 料 金 の 引 き上 げ並 び にKDDに よ る国際 線 の

4800BPS,並 び にそれ以 上 の 高 速 で 使 う回 線 の 料 金 の 引 き 上 げ が ,

あ えて 「強行 」 とい い たい ん です が,強 行 され か け た とい うこ とを踏 ま え ま

して,こ れ は 不合 理 じゃない か とい うこ とで,そ うい った回線 を利用 して い

るユ ーザ ーが,そ の問題 を契機 と して任 意 に集 ま って きたわ けで す
。 で,い

ろい ろ と郵 政 省 に も陳情 もし,何 回 か議 論 も重 ね ,ま た郵政 審 議会 の通 信 部

会 にお い て参 考 人 と して 意 見 を 述 べ る 機 会 も与 え られ ました 。 それ に も

か か わ らず 料 金 の値 上 げ が強 行 され た の で,そ れ に対 してユ ー ザ ー協 議 会 の

名 にお い て,郵 政 大 臣を相 手 と して,当 該 料 金 引 き上 げの認 可は 違法 で あ る,

違 法 な行 政 処 分 で あ る と,そ の取 り消 しを 求 め る異 議 申 し立 て を行 い ま した。

目下 係争 中 で あ り,ま だ 決定 を もら ってい な い とい う段 階で あ ります 。

今 回 の通 信 回線 を め ぐる各業 界 の提 言,要 望 とい うものは,主 として 制度,
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回線 の利用形態を中心 とした制度並びにその料金 のあ り方 とい うものが二つ

の大 きな柱 にな ってお ります。

料金引 き上 げの ときもそ うだ ったんですが,迂 遠な よ うではあ りますが,

一 つの行政 あるいは近代国家 とい うものが法律 に基い て運営 されてい る限 り,

それ ぞれの基本法を法律 に戻 って議論 しない と適当 じゃないん じゃないか と

考 えます。

昨年1料 金引 き上げが強行 された さい,引 き上げの根拠が国会の問答,説

明等 にい ろ・・ろあるが,法 的根拠 としては公衆電気通信法第一条 に 「公衆電

気通信役務を合理的な料金 であまね くかつ公平 に提供す ることをはかる こと

によって公共 の雛 を離 す る・と娼 的 とす る」 とあるのみです・われわ

れ としては,・ ・やし くも姫 を相手取 つぽ 議 を申立 て,るか ら呼 、'辻

い合 理 的 な料 金 とは なん ぞや とい う根本 を さか のぼ ってい か な けれ ぱ な らな

い 。 そ こで 公社 の事業 の中 身 を み る と,部 門別 原 価 計算 が 公 表 され てい な い。

しか し一 昨 年 です が,電 話 料 金 を引 き上 げ た ときに 国会 で盛 ん に公社 が説 明

し てい た のは,要 す る に 電 話 サ ー ビス 部 門 は 赤字 で あ る。 収 支 率 が100

%を 超 えて い る。 つ ま り収 入 に くらべ て支 出が大 きい か ら収 支 率 を70%ぐ

らい まで改 善 す る必 要 が あ る とい うこ とに な っ てい る。 と ころ が,そ れ では

特定 通 信 回線 の部 門 は ど うで あ る か とい うと;収 支 率 は去 年 の引 き上 げ強行

前 で も7・%ぐ らい で 良好 な わ け です ね.つ ま り臨 とい うものが よ うや く

そ れ まで の特 定 回線 の収支 率 に近 づ け るた め の法 律改 正 一 料金 改 正 を行 っ

たわ け です 。 と ころが 向 こ うの 方 が70%に 近 づい て きた な らば,今 度は一

般 の電 話 料 金 を何 割 上 げ た のだ か ら特定 通 信 回 線 も同 じ割 合 だ け上 げ な けれ

ば 不公 平 だ とい う議 論 が 出て,何 がな んだ か ど うもよ くわ か らな い。

つ ま り合 理 的 な料 金 とい うもの は,い った い そ れ ぞれ の サ ー ビス部 門 に沿

って ど う考 え るべ きか とい うこ とカ・弓 乍常 に都 合 の い い よ うにの み論 じ られ

る.一 般 の 電 話 の 料 金 を で き るだ け安 くす る ・ とのみ が イ ・一ル公 共 の福

祉 で あ って,そ の他 つ ま りデ ー タ通 信 を含 む ・ 企 業 が 多 く利 用す る部 分 は・
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「公 共 の福 祉 」 の 対 象 じ ゃない ん だ とい うよ うな感 じに取 れ る よ うな 議論 に

も受 け取 られ るの で あ り ます。

同様 な こ とはKDDに つ いて もい え るの で あ って,KDDは な るほ ど法 律

に よって 国際 電気 通 信 業 務 を独 占的 に行 う会 社 で あ る。 そ の こ とで非 常 な収

益 をあ げ てい るの に昨年 あ え て料 金 引 き上 げ を強行 した。 これは 独 禁 法違 反

じゃな い か とい う疑 問 を私 も持 って お ります し,さ ら に考 えた とき に,こ れ

は営業 の 自由 を保 障 した 憲 法 の精 神 に違反 す るの じ ゃな いか とす ら思 ってい

ます。 とい うことはKDDに 対 す る国家 の統 制 とか い うものは きわ め て微 弱

であ ります 。 国 際電 信 電 話 株式 会 社 法 にお いては,む しろ社 債 発行 限度 の特

例 にみ る よ うに,国 が助 成 を与 え てい る。 一 般担保,外 貨 債 務 の保 証 とい う

ふ うに商 法 よ りもは るか に優 遇 を受 け てお ります 。 と ころが その 株式 は国 は

現 在一 株 も保 有 してい ませ ん。 あ るい は監 督 におい て も事業 報 告 を求 め ると

い う程 度 で あ りま して,そ の業 務 のあ り方 自体 につ い ては規 制 は あ りませ ん。

特 典 のみ を与 え られ た独 占会 社 で あ る とい うこ とは,私 は大 きな問 題 じゃな

い か と,思 うo

今度 伝 え られ る よ うな デ ー タ通信 振 興 法 につい て も,わ れ わ れ は まだ そ の

中身 を くわ し く知 りませ ん。 とこ ろが新 聞 報道 に よ る と,郵 政 省 はす で に公

社 に意 見 を 求 め てい る とい う。 これ は本 末 転倒 して い るん じ ゃな いか と思 う

の です 。

そ うい うあ り方 につ い て,私 ど もは この さいい った い何 が 国益 で あ るの か,

何 が 日本 の産 業,経 済,国 民生 活 を考 えた 場合 に公 共 の福 祉 に な るのか とい

う原 点 に立 って,よ く考 え なが ら オ ープ ンな議 論 な り,常 識 に ピ ッタ リす る

よ うな 議論 を積 み 上 げ て い く態 度 を取 られ る よ う,お 願 い した い。 また何 か

言 った こ とへ の し っぺ返 しを恐 れ る とい うよ うな こ とでは,く どい よ うです

が,本 来 的 に公 社 を設 立 した り,公 衆 電 気通 信法 で迅 速,確 実 な 通信 役 務 を

提 供 し公 共 の福 祉 を は か る とい う法 律 の 趣 旨 が生か され ない こと にな るん じ

ゃな い か。
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コ ン ピ ュータ と回線 の結 合 に よ る技 術 の進 歩 は 日新 月歩 で あ りま し ょ うが,

当然 常識 的 に コン ピ ュー タ の能 力 を生 か す とい うよ うに,そ の法 律 の 目的 に

照 ら して時 代 に即 した こ とをや ってい け ば いい ので あ って,そ れ を む し ろ推

進 す る こ とが公 社設 立 の趣 旨 に も合 い,国 民 の公 共 の福 祉 を増 進 す る こ とに

な るん だ とい うこ と で,原 点 に戻 って もらい た い。 い まは公 社 の 利 益 と民 間

な り,・国 民福 祉 な り とい うもの とが相反 す るが ご と くとらえ られ てい るのは

は なは だ も って おか しい とい うこ とに尽 きるわ け です 。 それ を常 識 的 に正 す

べ し,こ れは 料金 も当然 で あ ります 。

先 ほ ど述 べ ま した よ うに,こ れ は 「合 理 的 な料 金 」 で あ るべ き こ とは 当然

で あ ります 。 しか も料 金 につ い て私 鉄 料 金 な り電 力 関 係料 金 とか は,監 督規

定 な り認 可 手 続 が 明 らか に規 定 され てい ます。 公 衆 電 気通 信 法 もそ れ に準 じ

て考 え るべ きだ と考 え ます。 それ を も っ と突 っ込 ん で考 え るべ き では ない の

か,国 際 的 に比 較 して も ものす ご く高 す ぎる し,遠 距 離 格 差 もそ うで あ りま

す。 い ま まで 「合 理 的 」 とは何 か,そ の点 の詰 め 方 に お い て甘 か った の では

ない か。 ひ っ き ょ うす るに郵 政省 の監理 官 制 度 に よる ところ の公 社,KDD

へ の 監督 は お か しい ん じゃな い か。 こ うい う電気 通 信 とい うもの の持 ってい

る役 割 りが きわ め て世 界 的 に も大 に な ってい る とき には,監 理 官 制 で は足 り

ない。 私 ど もユ ーザ ー協議 会 の主 張 の 中 に,電 気 通 信 の ポ リシ ーを まか な う

た め少 くと も局 とす るか,独 立 官 庁 とい うよ うな もの を設立 すべ きだ とい う

こ と も盛 りこんで お ります 。

また,郵 政省 が あ ま りに も公 社 寄 りじ ゃない か とい うこ とは,先 ほ ど申 し

ま し た ユ ー ザ 協 議 会 が 参 考 人 と し て 通 信 部 会 で 意 見 を 申 し ま し た 。 そ

の と き私 は 国亡 び て 山河 あ り,国 民亡 ん で公 社 残 る とい うこ とに な るん じ ゃ

な い か と申 し上 げ,相 当 議 論 した が一 向 に結 論 には反 映 され てお りませ ん。

こ うい うこ とは い まの郵 政 省 にお け る郵 政 審議 会,な か ん つ く通 信 部 会 とい

うよ うな 民 間の意 見 を 聞 い て。 い か にす れ ば 国 民経 済 とマ ッチ し,進 展 を促

進 し公 共 の福 祉 をは か る こ とにつ い て,い わ ゆ るポ リシ ーの取 り上 げ 方 の場
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とい うものが,い か に片寄 った もの で あ るか とい うことの1つ の現 わ れ だ と

思 った の で,あ え て提言 の 中 では,そ うい った民 間 の意 見 とい うもの を 広 く

強 く探 り入 れ るべ きで あ る とい うこ とを制度,料 金 のほか につ け加 え てい る

わ けです 。

田中 あ りが と うござ い ま した。 通 信 関係 法規 には公 衆 電 気 通信 法 だ け で

な しに有 線電 気 通信 法 や 日本 電 信 電 話 公社 法 その 他 い ろい ろ あ ります が,そ

れ らの法 の成立 当時 の立法 の趣 旨が現 在若 干 曲が ってい るの で は ない か,原

点 に戻 って議論 を積 み 重ね る必 要 が あ るので はな い か とい うの が ユ ーザ ー協

議 会 の お立 場 といい ます か,そ れ が 不 服 申 し立 て につづ い て,基 本 的 な立場

とし て今 回 の要 望 書 に もつ なが っ てい る とい う趣 旨の こ とを承 ったわ け で す。

ハ .EDPユ ーザ ー団 体連 合 会 の要 望

田中 次 に,ユ ーザ ー団 体 連合 会 か ら も要望 が 出 てい るわ け です が,そ の

中心 の武 田 さ んに ご出席願 って お ります の で一 つ お願 い し ます 。

武 田 ユ ーザ ー団 体連 合 会 の趣 旨で ござい ます が,こ れ は 冒頭 に述 べ て あ

る よ うにデ ータ通 信 会 議 の報 告 書 に対 しての意 見 です。 今 後 具 体 的 に法 案 と

して の情報 を入手 した場 合 には 再 び そ れ に対 して の意 見 を 申 し述 べ た い とい

う前 提 で,今 回 の要望 書 のベ ー ス にな るのは デ ータ通信 会 議 の 内 容 で ご ざい

ます。 第 一項 で は,い ま ま で通 信 とい う概 念 で モ ノを考 え て い たの で共 同利

用 とか,他 人 利用 とか い った苦 しま ぎれの パ ター ンで利用 を拡 大 しよ うとは

か って きた。 こ うい うや り方 では ゆ きづ ま って しま って,外 国 の例 に もあ る

よ うに電 信 電話 とは別 の考 え方 に す る とい う一 これ は デ ー タ通 信会 議 で もそ

の こ とは 明確 に述 べ られ て い るわ け で して,そ れに つ いて は賛 意 を表 してい

るわけ です。 表現 と して は,「 デ ー タ通信 」 は 「電 信電 話 と同 様の 通 信 」 と

は 「別 個 」 に ちが った もの と して考 え るべ きだ とい うこ とを 申 し述 べ てい ま

す。

次 に,「 民 間 デ ータ通 信 業 者 が 発 展 し得 る よ うな慎 重 な配 慮 」 とい うこ と,
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これは 一 つ の タ イ トル が は っ き りしない ん で,な ん か ピ ン とこな い よ うな 感

じですが,こ れは どこか ら持 ってきたか といいます と,私 どもの要望書 の第 三項 に

述べた ことですが,こ こで 「オ ン ライ ンシ ス テ ム振 興 のた め の基 盤整 備 」 とは

誰 に対 し何 を対 象 に して い る のか,デ ー タ通 信会 議 として,い った い ど うい

う対 象 に こ うい う適 用 を してい くのか とい うのが よ くわか らない 。 高水 準 な

シス テ ムが ユニ ザ ー に対 して まで要 求 され る とい うふ うな 場合 には 一番 被 害

を受 け るの は 民 間 デ ー タ通信 業 者 であ る とい うこ とです。 そ うい った 面 につ

い て よ く配 慮 し て も らいた い とい う表 現 で基 盤 整備 問 題 にふ れた わ けで す。

次 に,デ ー タ通 信 に関 す る行政 の一元 化 措 置 です が,大 体 ヨー ロ ッパ各 国

で 日本 と同 じ よ うにPTT(郵 電省)の 権 威 が非 常 に強 い とこ ろでは,通 信

とデ ー タ通信 は一 元 的 に官 庁 が握 っ てい る。 た だ し先 ほ ど国益 とい う言 葉 が

で ま した が,産 業 の発 展 とい うこ とが国 益 に直 接 につ な が るこ とは,先 進 国

として は当 然 の こ と と思 うわ け です。 日本 では産 業 発 展 の た め にそ の神 経系

統 であ るデ ー タ通 信 とい うものにつ い て,二 元 的 な規 制 が され てい る。 そ う

い らた もの に対 しての テ リ ト リー争 い に巻 き込 まれ て,使 うほ うとして は非

常 に ぐあい の悪 い面 が 出て くる。 そ うい った 点 で一 元 化措 置 が今 後 必 要 では

な い か とい う問 題意 識 でふ れ た わけ です 。

次 に これ は 一 部但 当者 の言 葉 です が,前 回 の公 衆電 気通 信法 の一部 改 正 の

ときで もそ うで した が,日 本 の官庁 とい うのは 外 国 に蚕 食 され る ことを非 常

に懸 念 して,そ れ をな ん とか法 律 の 中 に盛 り込 ん で食 い止 め よ うとす る。 そ

の結 果 わ れ わ れ 自身 の使 い 道 に も非常 に制 限 が 出 て くる。 この こ とが コ ン ピ

ュニ タ化 を は か って い く場 合 に非 常 にネ ック にな って くる とい う面 が,機 器

の使用 あ るい は シス テ ムの使 用,情 報 の使 用, ,あ らゆ る面 に 出て くる。 外国

のもので も良い ものはユ ーザ ー が 自由 に選 択 して使 っ てい くことが発 展 につ な

が って い くん だ。 外 資 対 策問 題 をス トレ ー トに国 内通信 法 な どの 中 に持 ち こ

ん で もらい た くな い。 しか しそ うは い って も,外 国 の企業 に 日本 の基 幹 産業

の情 報 を握 られ る こ とが果 た してい い こ とか ど うか とい うと,や は り握 らせ
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た くない とい う感 情 は持 ってい るの で,そ れ は 別 な 方法 で プ ロテ ク トを考 え

てほ しい と して い ます 。

あ とは 料 金 問題 です が,前 か らいい な ら され て い る よ うに,遠 距 離 格差,

あ るい は 諸 外 国 に比 して 高す ぎ る とい った こ とは,前 か ら主張 してい る こ と

とま った くか わ りませ ん。 これ は ここ には ふ れ て い ませ ん が,今 年 実 現 す る

予 定 のDDXが 実 施 され る機 会 を料 金 政 策 修 正 の一 つ のイ ンパ ク トと した い

とい うニ ュア ンス が あ る よ うに も聞 い てい ます が実 際 には ど うな ります か 一。

とに か く諸 外 国 に比 べ て も,た とえぱ 深 夜 料 金 とか,休 日料金 とか い った よ

うな き め こ まか な サ ー ビス につ い て もは るか に劣 ってい るわ け で あ って,そ

うい う面 につ い て諸 外 国 を参 考 に採 用 してほ しい とい うことを いい た い わ け

で す。

民 間 の意 見 を反 映 す る とい う機 関 につ い て です が,一 つ 一つ の事 象,将 来

を大 き く左 右 す る よ うな 変革 の時 期 に あた って,民 間 の要 望 を聞 く面 が,と

くに郵 政 関係 で は 比 較的 少 ない。デ ー タ通 信 会議 で もたび た び各 所 に述 べ ら

れ てい る よ うに,民 間 の意 見 を反 映す る機 関 とい った よ うな ものは ぜ ひ 必要

であ る と思 い ます。

最 後 に,公 社 と民間 情 報処 理業 者 との適 正 分 野 の調 整措 置 を とい い ます の

は,計 算 サ ー ビス にお い て ユ ーザ ー の立 場 か らい うと,公 社 の設備 サ ー ビス

と民 間セ ン タ ーの 競合 が,民 間 の発 展 を阻 害 す る よ うな実 例 が た くさん あ る

とい うこ とは 前 か らい い 古 され てい るの で,こ こ にふれ ま した。

田 中 武 田 さん の こ発言 で重 要 な こ とは,デ ー タ通 信会 議 の報告 書 が 前提

な ん だ とい うこ とで,そ うい う点 で これ を読 者 の 方 も見 てい た だ きた い わ け

で す。

二 .オ ン ライ ン推 進 委 員会 の 提言

田 中 次 に,オ ンライ ン推 進委 員 会 の大 野 さん か ら提言 の趣 旨を お願 い し

ます 。
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大 野 先 ほ どの志場 さんの お話 は基 本 的 な ご指 摘 と して全 く同 感 です 。

オ ンラ イ ン推進 委員 会 は 日本 情 報処 理 開発協 会 の 中で10年 ほ ど前 か ら継

続事 業 と してつ づ け られ て い る委 員 会 で あ り,稲 葉 秀 三 氏 が委 員 長 で,私 が

副委 員 長 として お手 伝 い を お お せつ か って きてお り ます。 今 度 にわ か に委 員

会 の意 見 を発 表 した とい うわ け で はな く,10年 前 か らオ ンラインの需要 調 査,

あ るい は ユ ーザ ーの意 識 調査 を継 続 的 にや ってお りま して,毎 年 度 末 に報告

と提言 を発 表 して い ます 。53年 度 も同 じ よ うな趣 旨 で作 業 を進 め てい る途

中 です 。 た また まデ ータ通信 振 興法 案 とか が準 備 され てい る とい うこ とで,

この際,少 し早 め に主 な 問 題 点 だ け を ま とめ て 中間 的 に意 見 を 発表 してお い

た方 が 良か ろ うとい う委 員 会 の 結論 で提言 を発表 した わ け です 。 い ず れ年度

末 に従 来 通 りの実 態 と動 向 の 調 査 報告,ユ ーザ ーの意 識報 告 とし て ま とめ て

出す 予 定 にな ってお ります 。 た だ し,こ の委員 会 は開 発協 会 の中 の委 員 会 で

す の で,開 発協 会 に対 して委 員 会 として答 申 をす るわけ で,ど う措置 され る

か は協 会 当 局 の方 針 に よ ります が,今 回 は オ ン ライ ン推 進委 員 会 と し て意 見

を 直 接発 表 し てい い とな った,そ んな い きさつ が あ ります 。

提言 の趣 旨は別 記 の通 りで,具 体 的 に は長 年 や って き ましたユ ーザ ーの意

識 調 査,あ るい は要 望 調 査 の結 果 をふ まえ て ユ ーザ ー の現 実 的 な要 望 の主な

もの を改 め て強調 した わけ です 。

ホ.一 般 ユ ーザ ー,情 報処 理 業者,キ ャ リヤ,行 政 の 各 々の 立 場

田 中 多 くの要望 や提 言 が 出 て きた とい うこ とへ の感想 を,セ ンタ ー業 の

お立 場 で も,全 く個 人 的 な ご感 想 で も結 構 です の で,塚 本 さんか らお願 いい

た し ます 。

塚 本 根 本 問題 が な お ざ りに され て,46年 の通 信 回 線 の 民間 の開 放 の ど

さ くさでや った こ とが 金科 玉条 の よ うに な ってい る。 時 間 が たつ に従 って 自

分 に都 合 のい い ほ うだ け を取 る とい うこ とに な る,結 局 コモ ンキ ャ リヤ で あ

りな が ら同 時 にサ ー ビス部 門 を持 っ てい る と ころ に問題 があ るん じ ゃな い か
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と思、うんで す ね。

通 信 と コン ピ ュー タ とは一体 化 して きてい るん だ とい う認 識 が まだ うす い

の では ない か。 先 程 も志 場 さん が い われ た 国 民 の福 祉 とい うよ うな問 題 は な

お ざ りに され て しま うお それ が あ る。 そ こ にわ れ わ れが い らい ら してい る気

持 ち があ る とい うこ とで し ょ うね 。

しか らば ど うす れ ば い いか とい うと,郵 政 省 の或 る人 がい うには,『 案 を

持 って来 な さい。 案 を 持 って こない で役所 同 士 で話 を しろ とい って も,そ れ

は ム シが よす ぎ るん じ ゃない か 』,そ うい う意 見 も出た。 それ故 今 度 の よ う

に各 団 体 か ら提 言 され て,な るべ く具 体 的 に,こ こは こ うだ と指 摘 され る こ

とは ぜ ひ 必 要 で はな い だ ろ うか。

も う一 つ感 じます の は,そ うか とい ってす ぐに な んで もか ん で も フ リーに

す る こ とが 国益 につ な が るか とい うこ とにつ い ては,わ れ わ れ民 間業 者 とエ

ン ド ・ユ ー ザ ー の方 々 とでは そ こ の考 え方 が 若 干 ちが うん じ ゃない か。 外 資

に相 当 席巻 され る とい う恐 れは 十 分 あ るん じゃな い か。 そ のへ ん にな る と利

用 す る側 の性 質 に よって,提 言 内容 が 若干 ちが うだ ろ うとい う気 が し ます ね 。

しか し料 金 を安 くして くれ と言 う様 な 問題 は 共 通 です がね。 全 面 的 にオ ール

フ リー とい うこ とにつ い ては若 干 問題 が 出 て くる と思い ます 。

た だ し,見 通 しと して,そ れ じ ゃい まの ま まで い い か とい うとそ うはい か

ない。 や は り時 間 の経 過 と と も に フ リー と い う形 に は 持 っ て い か ざ る

を得 な いだ ろ う。 そ うな った とき に電電 公 社 のあ り方 と国 際電 電 の あ り方 が

は じめ て真 価 を問 わ れ る。 あ るい は や り方 が まち が ってい た ので は間 に合 わ

ない恐 れ が あ る。 や るん であれ ば 長期 見 通 しに基 い た タイ ム ・ス ケ ジ ュール

に よ って緩 和 してい くん だ とい うよ うな こ とが 必 要 じゃない か とい う感 じが

し ます ね 。
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2.情 報 処理 と通 信

イ.「 デ ータ通 信 」とい う言 葉,遠 隔 情 報処 理 と通 信

田 中 本 論 を 少 し進 ませ てい た だ きた い と思 い ます 。

デ ータ通 信,オ ン ライ ン情 報 処 理 は,通 信 その もの な りや否 や とい った概

念論 議 は,ほ ん らい あ ま り意 味 が あ りませ ん。 しか し国 会 筋 で も この議論 が

な され る こ と もあ り,若 干 こ こで触 れ て頂 く必 要 が あ ろ うか と思 わ れ ます。

一 般 の 方 に は,デ ー タ通信 制度 論 のな か で もわ か りに くい議論 の ひ とつ です

の で,最 初 に 少 し解 説 をは さ ませ て 頂 きた い と思い ます 。

回 線 利 用 制 限 の必要 論 ・不 要(開 放)論 の代表 的 な もの に2系 統 が あ りま

す。

第1の 系 統 は,い わ ぽ制 度 目的 論 的 ・制限 必 要 ・不 要 論 で す。 必 要 論 の論

理 は,① 独 占公 衆通信 事業 者 の主 体 性確 立 ・維 持 は,即,公 益 の実 現 に合致

②主 体 制確 立 ・維 持 には原 則 と して私 的 通信 媒 介 の排 除 が本 義 ・不可 欠,③

従 っ て回線 利 用 制限 必 要,と い う3段 論 法 とな ります。 不 要 論 の論 法 は,①

公 衆 通信 事 業 者 の利益 と公益(国 民 の利 益)は,両 立 を理 想 とす るが,常 に

一 致 す るとは限 らな い。 ② もし不一 致 の とき,公 益 は事 業 者 の利 益 に優 先す

る,少 くと も劣後 す る こ とは 妥 当 で な い。 ③公 益 を甚 だ し く劣 後 せ し め てい
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る こ とが 明 らか な回 線利 用 制 限 は不 適 法 で あ る,と い うこ とにな ります 。 こ

の座談 会 で紹 介 され てい る電気 通 信 ユ ーザ ー協 議 会 の要望 は,ど ち らか とい

えば この系 統 の論 理 に分類 され る と も考 え られ ます 。 なお,公 共 事業 体 一 般

と公益 の関 係 の経 済 的 ・制 度 的 研 究は 数 多 く,W.Robsonの 公 企 業 論 や,

W.Friedmannの 比 較法 上 の 分析 に基 づ く公社 制 度論 な どが 有 名 です 。

第2の 系 統 は,い わ ば制 度技 術論 的 ・制 限 必要 ・不要(開 放)論 です 。 必

要 論 の論 理 は,① 通 信 は 国家 独 占 一 通信独 占原則の典 型的 内容 は㈲ メ ッセー

ジ通信(内 容不 変 更 情報 伝 達)独 占,(ロ)通 信 交換(送 信端 と受 信 端 が異 な る

情 報伝 達)独 占,② デ ータ通 信(オ ンラ イ ン情 報処 理)は 通 信,③ よ ってデ

ー タ通 信 には ,私 的メ ッセ ー ジ通信 制 限,私 的通 信 交 換制限 が必 要,例 外 的

に許容 す る場 合 は あ る,と す る論法 とな ります。

も し制 限 に反 対 す るな らば,① の国 家独 占原 則 そ の もの を攻 撃 す るか,②

の 「オ ンラ イ ン情報 処 理 イ コール通 信 」 論 を 否 認 し,そ の成 立 しな い こ とを

論 証 しな けれ ば な りませ ん。 ① は 全面 否 定 しに くい面 があ ります 。 とす る と,

②の認 識 を め ぐる攻防 が,回 線 利 用制 限 必 要 ・不 要 論 の核心 とな ります 。 通

信 概念 論 が,昭 和46年 以来 執 拗 に くりか え され るゆえん な の です。

この 座談 会 に も 出てい るオ ン ライ ン推 進 委 員 会 の 提言の論 理 は,こ の 系統

の議論 の代 表 的 な もので す。

ほ か に もい ろい ろな 論拠 に基 づ く制 限 要 ・不要 論 があ ります が,そ の一,

一 の ご紹介 は 省 略 した い と思 い ます。

なお,ア メ リカで も1966年 頃 か ら現 在 まで 情報 処理 と通 信 をめ ぐる論

議 が継 続 して行 わ れ て い ます が(第 一 次,第 二 次 コ ンピ ュー タ ・イ ン ク ワイ

ア リと して知 られ る もの です),こ の大 議 論 は 独 占禁止 法 の ア メ リカ式 伝統

を背 景 と した,情 報処 理 業,通 信業 の境 界 策 定 が主 目的 で,概 念 論 も前 面 に

出 ては い ます が議 論 の政 策 目的 が 日本 とは 異 な ります(も ち ろん重 要 な参 考

には な ります)。

この よ うな わけ です が,通 信 と処 理 の問 題 につ い て,コ メ ン トを 頂 け ませ
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ん で し ょ うか。

塚 本 最 初 にデ ー タ通 信 の概 念 とい う言 葉 が 出てい るん です が,デ ー タ通

信 とか 遠 隔情 報処 理 とか い った言 葉 の関係 は,ど う考 えれ ばい い ん です かね 。

田中 いまいろい ろ使われ てお りますから,場 合 に よ って並 列す る こ とはい か

が で あ ろ うと思 っ てお ります 。 また 場 合 に よ ってあ ん ま りい ち い ち並列 す る

こ と も く どい 点 が ござい ます か ら,あ るい は ネ ッ トワー ク とい うよ うな言 葉

で逃 げ て し ま うか とい うよ うな こ と もあろ うか と思います。 情報 処 理 とい った

言 葉 にお きか え るの もな にか とい う気 もい た します し,少 しや ってい た だ き

ま して,結 果 と しては最 後 の ところ は 大体 どのへ ん を併用 す るか,ど っち の

言 葉 を使 うか は改 め て ご意 見 の交換 を願 えれ ば と思 って は い たわ け です 。

大 野 デ ー タ通 信 とい う言 葉 に こだ わ るわけ で は あ りませ んが,私 どもは

通 常 オ ン ライ ン情報 処 理 とか,遠 隔 情 報処 理 とか ネ ッ トワー ク情 報処 理 とい

う言 葉 を 使 ってい て,通 信 で は ない とい う意 識 を持 ってい る。 しか し,通 信

もオ ン ライ ンの重 要 な要 素 です か ら,オ ン ライ ン委 員会 は,「 情 報処 理 設備,

ソラ トゥエ ア,通 信 設備 とそ れ らの機 能 が統 合 さ れた シ ス テ ム」 とい う現 実

的 な立 場 を と ったわ け です 。

武 田 そ こ まで深 くは 考 え ない です ね 。 要 す るに異 質次 元 とい う明確 ない

い 方,こ れ は み ん な一致 して ます ね。 が,基 礎 にあ るとい うこ とは 同 じだ と

思 い ます 。

い まの お話 の 中 には 出なか っ た んで す が,言 葉 と してデ ー タ通 信 とい う言

葉 を 使 い ます と,メ ッセ ー ジ通 信 と,こ の 区別 が きち ん として いれ ば い いん

だ とい う考 え方 で 使 った とい うこ とは た しか なん で すね 。

塚 本 です か ら議論 を進 め る とき に も本 格 的 な非 常 に広 い 範 囲 で デー タ通

信 とい う言 葉 を是 認 してい くと,あ る立 場 に立 つ よ うにみ られ,オ ンライ ン

情 報 処 理 とか を頭 に入 れ てや る と別 の立 場 に立 つ よ うに み られ る。 な んか お

か しい じ ゃない か とい うこ と です ね。

武 田 そ れ を逆 にい えば,要 望 や 提言 の捉 え方 に よって言 葉 が 変 る。
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塚 本 です か ら,こ こ に書 い てい られ る よ うに,行 政へ の一 元 化措 置 とい

うのは こ こへ くるわ け です ね。 が,な かな か そ こ まで こな い。 わ れ わ れ がふ

り回 され てい い決 め 手 が な い。 それ で結 局 谷間 に置 い て け ぼ りを くって い る

よ うな こ とです ね 。 へ ん な もの が 出て も し ょ うがな い か ら表 現 の歯 止 め とし

て ここ までや って お こ うか とい うこ とが提言 にな って くるわ け です ね。 だか

ら このへ ん の ま とめ方 は むず か しい と思 い ます よ。

田中 これ が議 題 にあ げ られ た 理 由は,概 念論 とし て どっち が い い か ど う

か とい うこ とでは な くて,通 信 とい って おか ない と,27年 の コン ピュータ

も何 もない と きに で きた通 信 法 の中 に,い わ ゆ るオ ンライ ン,も し くはデ 三

夕通 信,処 理 と一 体 とな った もの をひ っぱ り込 む こ とが で きな い とい う感 覚

だ け の問題 であ る と,私 は その よ うに解釈 してお ります。

いず れ に して もこの問 題 は 一 般 の 方 に理解 しに くい か も知 れ ませ ん が,こ

れ はい っぺ ん や っ てお く必 要 が あ るのか とい う程 度 で ござい ま し てね 。

ロ.統 合された情 報行政 の必要

河野 結 局,ほ か の方 は遠 慮 し てお っし ゃらない ん です が,コ ン ピ ュータ

サ イ ドに立 って,コ ン ピ ュー タの使 い方 とし ての リモ ー ト ・バ ッジ,あ るい

は=オン ライ ン情 報処 理 と考 え てオ ン ライ ン とい う言 葉 を使 って い るのが 通産

省 です。 これ を と くに通 信 を重 視 して デ ータ通信 とい う言 葉 を,あ るいは 情

報 通 信 とい う言 葉 を使 うのが 郵 政 省 なん です 。

先 ほ どい ろい ろ公 社 や 郵 政 省 の あ り方 につ い て申 し ました が,経 済 界,産

業 界 あ るいは 民 間 に おけ る こ うい った デー タ通信業 務 に対 す る と ら まえ方,

問 題意 識 とい うものが 従 来 は 希 薄 だ った と思 うん です 。 そ こ に民 間側 に も大

きな 問題 が あ る。

と思 うのは,い ろい ろ新 聞 な どでは 今後 のいわ ゆ る デー タ通 信,デ ー タ処

理 の 分野 が,ア メ リカの 例 を み ま して も,今 後 の産 業 分野 に おい て非 常 に大

きな分 野 とし て成 長 が期 待 され る。 つ ま り将来 の成 長産 業 の最 右 翼 にあ る も
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のだ とい う記事 も 出て い ます 。 と ころが 日本 の場 合,新 聞 で は経 団 連 も,今

後 の産 業 構 造 上 の あ るべ き姿,あ るい は ビジ ョン とい うべ きか を い ろい ろ勉

強 して い こ うとい うこ とが 出てい ます が,従 来 で も産業 構 造審 議 会 が あ った。

そ うい うもの を み て今 後 の各産 業 分 野 の10年 後,20年 後 の あ り方 をみ て,

それ に即 応 し てい ろ い ろ と政 府 も必 要 な助 成 とか,指 導 とい うもの を行 って

い く,そ の た め に一 つ の 青写 真,見 通 しが なけ れ ば な らな い とい うこ とで産

業 構 造審 議 会 とい うもの が で きた。 その 中 に お い て大 きな位置 づ けを一 日も

早 く行 うべ き じ ゃない か 。 これは 民 間側 として も大 い に努 力 していか な けれ

ば,'こ れ は通 信 は郵 政省 の こ と,公 社 の こ とって な こ とで は産 業 分野 と して

はい つ まで も弱 小 分 野 の まま にな って しま う。 これは 民 間 側 に問 題 があ る。

志 場 も う一 つ は ね。 外 資の 問題 が 出 まし たけ れ ど も,外 資対 策 は小 手 先

でや るべ きで な い と思 うん です ね。 国際 化 をは か り,自 由化 をはか る とい う

国全 体 の動 きの 中 で,し か も国際 的 に合 理 的 で あ り,し か しこれ は 国会 の場

で論 じた もの で こ うこ うです よ,皆 さん 国際 的 な観 点 か ら批 判 し て下 さい と

い うもの を もって,規 定 す る腹 が まえ で望 む べ きだ と思 うん です 。 のみ な ら

ず,こ れ は あ るい い 意 味 にお け る競 争条 件 の促 進,ひ い ては 国 民経 済全 体 の

た めの発 展 とい うもの との 関係 で問 題 が あ る と思 い ます。 私 は ま った く野放

しに し よ う とい って い るんで は ござい ませ ん。 や るな らば特 別 立法 の条 件 と

い うもの につ い て,合 理 的 に国 際的 に通 る ものは どん な もの が で き るのか,

独 立 の法 律 をつ くっ て ご らん。 も し,ど うし て も自信 が ない とい うん な らい

さぎ よ くや め ち ゃ うとい う くらい の腹 で も って のぞ まな けれ ば な らな い。 一

片 の条 文 の 中 で は さ み込 ん で お くとい うこ とに つ い ては,私 は 大 い に問 題 が

あ る と思 うん です 。

塚 本 です か ら,そ の問 題 が 出 る と,い つ も建 前 の答 弁 にな って し まい ま

してね,が っ くりす るんです。 しか しわ れ われ 自身そ れ に対 応 して き たか とい

うと,余 りや って ない 。 自分 の こ とを タナ に あげ ての 議論 にな るが,こ の問

題 根 が深 い で し ょ う。 た しか に通 産省 は い ま情 報 処 理 振 興 を大 い に言 ってい
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るが,過 去 に は そ れ程 一 貫 して力 を入 れ て来 な か った様 に思 う。 ど うして も

い ま までは ハ ー ドメ ー カ ー偏 重 です よ。 最 近 ソフ ト,ソ フ トといい 出 し てい

るけ れ ども,ま だ,助 成 とか に対 して手 の打 ち 方 が お そ くな ってい るわ け で

す ね。 だ か ら,ほ ん と うに われ わ れ もア ピー ル し,政 府が そ の気 で育 成 しな

け れ ば な らん とい う気 持 ち にな って も ら うこ とだ と思 う。46年 の開 放 の と

きに,ち ょっ と待 った,電 電公社 さんが や られ た ら,そ れ は情 報処 理 の問 題

.にな って くる と,そ の と きで も明確 な態 度 が あ っ て よか った わ けな ん です ね。

そ れ がそ の ま まス ー ツ と通 してい るもの です か ら,い まにな る と,電 電 公 社

が役 務 を や って い る こ とが既 成事 実 にな ってい る の で,よ ほ ど知 恵 を 出さな

い と,こ の問 題 は デ ッ ドロック に乗 り上 げ る と思 うんです。

志場 そ の 前 に私 のい いた い のは,産 業 界 にお きま して産 業 構造 審 議 会 を

受けて通商産業行政が ビジ ョンの うえに進 むのが 遅 す ぎた,民 間側 で もそ うい っ

た場 にお い て デ ー タ処 理 とい うか,通 信 とい うか,そ うい う情 報処 理産 業 の

位 置 づ け,定 義 づ け を含 め て,日 本 経 済,産 業 構 造 全体 の 中 で こ うあ るべ き

な んだ とい うこ とで,経 団連 で も経済 同 友会 で も け っ こ うな んです が,そ う

い うもの が押 し出 され て くれ ば,こ れ にふ さわ しい行 政は ど こで ど うや るか

とい うこ とが 出 て くるん で,こ れ が な くて単 に役 所 相手 の お願 い や陳 情 でや

ってい る と,ど うもへ ん な ことにな る と思 うん で す 。 ですか ら民 間 側 とい う

か,産 業 界 に も まず 問題 はあ る と思 っ てい ます 。

大 野 そ の点 は た しか に業 界 は 怠 慢 とい うか,消 極的 で した ね。

塚 本 だか ら,み ん な尻 に火 が つ い て気 がつ い て み ると,が ん じが らめに

な っ てい て二 進 も三進 もいか な くな っ てい る。

大野 そ うな ん です 。 だか ら私 は,業 界 もあちら こちらと顔 色 をみることば

か りしない で,も っ と業 者 の 自主 性,主 体性 を 考 え な ければ い け ない とい っ

てい るんで す。

河野 お話 に も出 ました けれ ど も,い わ ゆ る情報 処 理業 界 だ け の問 題 では

な くて,通 信 回線 の数 か らい って も95%は 一 般 企 業 が使 ってい る し企業 全
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体 の問 題 です ね。 や は り全 体 で考 え な けれ ば い けな い。 と ころが 情 報業 界 で

も一 般 企 業 で も決 め られ た こ とだ か ら し よ うが ない と,料 金 で も制 度 に して

もね。 しか し,現 実 に 自分 た ちが プ ロ ジ ェク トをつ くる時 にな っ ては じめ て,

非 常 にあ っち こ っちへ ぶつ か る。 計 画 して何 年 もか か る とい う不 合 理 さがわ

か って くる わけ です 。 ユ ーザ ー協 議 会 は一 般 の ユ ーザ ー の集 ま りです の で,

あ あい う提言 を発 表 す る と同時 に,会 員以 外 に も呼 びか け て,現 在30社 く

らい。 な るべ く早 く一 般 企業100社 ぐらい 連 名 して,経 団 連,国 会 に も提

言 し てい きた い と思 ってお ります 。

志 場 資本 自由化 をや った ころ は 内閣 とい うか,政 府 とい うか,ほ ん と う

に 国民 全 体 だ とい う意 識 が あ って,官 民 あ げ てい ろい ろ議 論 され ま したね。

ほん と うは そ の程 度 の取 り上 げ方 が 盛 りあが らない とい か ん くらい の 問題 だ

と思 うん です け れ ど もね 。

河 野28年 の議 事 録 を 見 ま した ら,野 党 を 含 めて ほ ん と うにその こ ろは

日本 は も っ とま じめ だ った な と,つ くづ く思 うよ うな議 論 を して い るん です
`
ね6そ れ か ら45,6年 も稲 葉先 生 を中心 に激 しい情熱 的 な展 開 が あ った と

思 うんで す が,そ れ だけ のエ ネ ル ギ ー を今後 民 間 が持 つ か ど うか です ね 。

大 野 立場 が 多 少 ちが うの で 見解 の相 違 が あ るか も知 れ ませ ん が,塚 本 さ

ん が さ っきいわ れた よ うに,外 資企 業 に比べ て,日 本 の情 報 処 理 業者 は まだ

まだ 弱 い ので,国 内回線 の開 放 につい ては 全然 異論 がな い が,外 資 に対 し て

は な ん らか の歯止 めが な い と困 るので は な いか 。TS業 者 とか,デ ー タ バ ン

ク業 務 を や ると ころは非 常 に心配 してい る よ うで す。

志場 です か らね,先 ほ どいい ま した よう に,資 本 自由化 の とき もそ うで

した が,第 一 次,・第 二 次,第 三 次 と含 め て,大 体 年 次 目標 が あ って,そ れ で

コン ピ ュー タ とかが 残 りまし た が,そ の よ うに い ま す ぐ100%自 由 に し

て し まえ とい うこ とは 申 し上 げ て ない ん で,も うち ょっ と レベ ルの 広 い と こ

ろか ら問題 をは っき りと ら まえ て,こ れ は こ うだか ら,こ れ は 何年 の ち まで

ど うす るん だ とい う議 論 を オ ープ ンに きち っ とす べ き じ ゃな い か とい う気 が
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す るんです 。 そ うしない といた ず らに外 国 に対 して もフラ ス トレー シ ョンを

起 こさせ る,日 本 に おい て 問題意 識 が は っ き り自覚 されな い とい うこ とで ね 。
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3.現 行回線利用制度見直 しの必要

田中 制度 の と ころで,要 望 対 照 表 の7番 目 の と ころ に一 ここで デ ィ

ジタル もい っ し ょに論 じて い い か ど うかわ か りませ ん が,こ れ に対 して要 す

る に現 行 制 度は 見 直す 必 要 が あ る とい うことで いえ ぱ ほ とん ど同 じです 。

それ で,回 線 利用 制限 の見 直 しが必 要 で あ る とい う点 では,議 論 の必 要 も

ない とい うこ とで,省 略 させ て頂 きた い と思 い ます 。
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4.デ ィ ジ タル網 の 運営 者

田中 デ ー タ通信 会 議 で は デ ィジ タ ル網 に関 し て独 占事 業 者 だ け で ニ ーズ

を充 足 で き るか ど うか とい う意 味合 い の こ とが あ ります が,ち ょっ と意 味 が

わ か らな か っ たの で,事 務 局 か ら公 表 資 料 に基 づ い てフ ォ ロー され てい るデ

ータ通 信 会 議 の議 論 の あ ら ま しを披 露 し て下 さい。
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〔事務局注 〕

デ ィジタル回線網サ ービスの運用者は,は たして誰であるか とい う設問 に対 して,『 デー

タ.通信会議報告書 』では,つ ぎのよ うな指摘 がな されている。

「デ ータ通信サ ービスの導入 にあたっては,多 様 な利用者の要望 に対 して既存通信業者だ

けでは応 ずることがで きぬため,独 占を廃 し,一 般の企業(民 間)に よるデータ通信サ ービ

スの提供を も認めることになった。新 しい(デ ィジタル)通 信網においても,デ ータ通信の

多様性 に対応 して種 々の機能を提供 すべきもの と考え られ ることから,こ れに従来の通信 事

業者(電 電公社,国 際電電)だ けで対応で きるか(あ るいは,こ の分野においても,一 般の

民間企業の参入を認めるか)ど うか問題 がある。例えば…米国でも,デ ータ通信のための通

信網は…同一地区 に複数の業者を認めてい る。 」(同 報告書42ペ ージ,カ ッコ内は,事 務

局 による注)

文 言の上 では,断 定的な表現を とっていないため もあって,こ の くだ りは,報 告書中でも

意味のわか りに くい箇所 だ とい う批判がある。

しか し,会 議関係者 によると,会 議 の過程 におけ る各 メンバーの発言の趣旨は,こ の報告

書 に反映 された もの より,は るか に鮮明だ った。

会議 の正式 メンバ ー全体の意見は,あ きらかにデ ィジタル通信回線網サ ービスの分野 につ

いては,い わゆ る附加価値通信事業者(VAN)の 存 在を認 めるべきだとい う点で一致 して

いた。

この部分の論議 の発端は,ま ず,「 電電公社や国際電電が,近 く実施 しよ うと しているD

DXあ るいはVENUS業 務 が,軌 道に乗 り,あ る段階 まで普及 して しまえば,デ ィジタル通

信はすべて,こ のよ うな公衆通信事業者の提供す るサービスで用が足 りるはずである,特 定

回線の必要性 も終極的にはな くなる一 とい う意見 があ るが,ど うか 」とい う設問か ら口火

が切 られた。

これ に対 して,委 員は一様 に「ノー 」と答えた。その論拠 は,お おむね,つ ぎのよ うであ

った。

まず,第 一 に,公 衆通信事業者(公 社,国 際電電)の 行 う附加価値サ ービスには,当 然,

附加機能のレベル にっいて一定限度 の制約,自 制があるべ きだ とい う主張 が強調 された。

公衆通信事業者の一般的任務は,法 制上 もは っきりしているよ うに,広 範囲の利用者 に対

して「あまね く,か つ公平に 」サービスを提供 するのがその主眼である。一方,デ ィジタル
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通信,交 換 に必要な附加機能は,個 々の利用者 ごとにきわめて多様であ り,中 には特殊 な人

たちの特殊なニーズに対応するものがあろ う。

このよ うな多様で底 の深いニ ーズ に対 して,単 一のサービス ・ンステムで,そ のすべてを,

いつ,ど こでも,満 足 させ ようとしたら,そ の システムの建設 や運用には,非 常 にムダな費

用がかかるのは当然 である。 もし,こ のよ うな,特 殊 ニーズ にも応えられるように,ン ステ

ム全体 の附加価値レベルを高めるためにカネを使 い,そ の コス トを,利 用者全部 に割 り当て

るよ うなことになった とすれば,こ れはあきらかに 「一部の利益のために全体 の負担を強い

る」わけであって,公 衆サ ービスの本 旨に反す る。

したがって,公 社 などの行 う,デ ータ通信網サ ービス の附加機能領域は,一 定の限度 で抑

えるのが正 しい。それ以上の特殊なニーズについては,ユ ーザー側 が,公 社 の行 うデ ィジタ

ル網サ ービスや,あ るいは従来 どお りの専用線の上 に,自 分 自身の手で機能附加を行 って利

用す るのが建て前であろ う。

さらに,そ のよ うなユーザーの需要に応 じて,公 社 から回線 を借 り,こ れ に必要な価値附

加を行 ってサー ビスの再提供を行お うとする事業者 が出た ら,こ れは認 めるべ きだ。 これが,

第一の論拠であった。

第二 の論拠 としては,多 彩な技術革新の発展を保証せ よとい う立場からの議論があった。

デ ィジタル通信 ・交換網 におけ る一般的効率ア ップや多様 な価値 の附加について,こ れ らを.

すべて公衆通信事業者(日 本では完全独 占事業者でもある)の 技術力にだけ依存 させると,

独 占の立場の陥 りやすい画一 性 に災 され て,そ の全面的開花 にブレーキをかけ る恐れがあ

る。電信 ・電話 のよ うに,全 域 にわたって一様な技術的整合が要求 されるものとは違い,デ

ータ通信 においては ,多 くの技術方式が,並 存,競 合 することに も積極的 なプラスがある一

とい う立場か らの議論であり,こ れ も結論 としては,公 衆通信事業者以外 にも,利 用者ない

し民間専門業者 にょる,自 由な附加価値サービスの展開を是 としたものである。
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田中 それ は こ うい うふ うに考 え るわ け です。 技 術的 な角 度 か らの い ろい

ろな議 論 だ った と思 うの で す。 制 度 的 に考 え る と,次 の よ うな問 題 が 提起 さ

れ てい るの か ど うか とい うこ とを お尋 ね した い。 デ ィジタ ル網 の担 い 手 とし

て コモ ンキ ャ リヤだ け では 足 りな い とし ます と,そ れ は行 政管 理 庁 の言 葉 で

い えば"準 公 衆通 信 事 業 者"一 そ うい う制度 の妥 当制,必 要 性 を正 面 切 っ

て提起 され てい るの か ど うか 。 要 す るに 日本 で電 電公 社 あ るい はKDD以 外

に,ま った くの コモ ンキ ャ リヤ では な い けれ ど も,特 殊 な通 信事 業 者 を認 め

よ うとい うところ まで の ご意 見 を含 ん で い るの か … 。

事 務 局 次 の よ うな ニ ュア ンス だ とい わ れ ます 。

〔事務局注 〕

報告書では,あ えて 「附加価値通信事業者 」ない しVANと い う表現の使用を避けている。

これは,米 国のFCCも 指 摘 しているよ うに,こ の用語のアイマイ さか らくる,無 用な議論

上の誤解,混 乱を封ず る配慮か らだったが,一 面では,こ の結果,デ ータ通信会議 の主張 が

'や や鮮明 さを欠いて一般に受け とられたことは否定で きない
。

ところで,デ ータ通信会議は,こ のよ うに一 般電気通信 サービス(電 信 ・電話)と は別に,

附 加価値機能サービス分野 においては民間事業者の自由な参入を是 とす る見解(や や もって

まわ った表現ながら)を 明 らか にしたが,こ れを さらに進めて,附 加価値 の有無 にあえてこ

だわ らず,た とえば米国の回線 「再販売 」業者の ような ものまで含 めた,い わゆる「準通信

事業者 」まで,そ のワクを広げ ようとい う結論か とい うと,そ のへ んの論 旨はかならず しも

明確でない。

ただ,こ れも,会 議関係者の話 によれ ば,委 員の中には 「準通信 事業者 」を一般 的に認め

るぺ きだとい う意見 が,か な りあった とい う。

報告書の表面上の記述 では,① 従来の ように,ほ んのわずかでもメッセージ ・ス イッチン

グの行われ る可能性の あるデ ータ通信 ンステ ムはいっさい禁止 しよ う,と す る態度への全面

否定,② いわゆ る「ク リーム ・スキ ミング 」論への反ば く一 等 の主張を通 じて これ まで絶

対不可侵 とされ ていた,公 衆電気通信業務の公社,国 際電電 による完全独 占とい う「聖域 」

に,あ えて一歩 を踏み こんでい る。
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しか し,結 論 としては 「専用電信 ・電話的な使用を 目的 としない 」システムについては…

民間に回線 の自由な利用,そ れ による自由なシステ ム設計を認めと一 とい う表現 にまとめ

　

られてお り,い ったい「電信 ・電話 」あるいは 「…的 」とい う表現が,ど こまでの範囲を定

義 しているのか,か ならず しも明確でない結果 になっている。

公社 の行 う独 占業務の範囲 と,民 間業者 の参入を是とする分野とを,区 分す る境界線をど

こに引 くか について,「 報告書 」は,「 どのよ うなサービスを公社 が提供 し,ど のよ うなサ

ービス を民間にゆだね ることが適切 かの基本的方針 について
,サ ービスの計画段階 において

国民的 コンセンサスを得 るよ うにすることが望 ましい。これ}‡,公 社 のサ ービス提 供領域を

明 らかにすることによって,事 実上,公 社 がどんどんそのサービス提供分野を広げて しま う

ことを抑制 し,民 間情報通信業者のサ ービス提供分野を確保す るため に効果的 であ ると考え

られる。 」と述べ ている。

データ通信会議 では,あ えて,こ の段階では結論を出さず,国 民の コンセンサ ンス を得 ら

れるよ うな討議の場(官 庁,民 間業者,学 識経験者,消 費者などによる「審議会 」を明 らか

に想定 してい る)K,そ の検討 と決定を@だ ねた形 になったのである。

田中 このデ ィジタル 網 の 運営 者 を め ぐ り,い ま承 った よ うに デ ー タ通 信

会 議 で は,正 面 切 って準 公 衆通 信事 業 者 が 必要 だ とお っ し ゃ って るわ け で は

な い の です が,論 理 的 には そ うい うこ と にな るん じゃな いか 。 ところ で準公

衆通 信 事 業 者 とい って もい ろい ろな意 味合 いが あ るよ うです 。 た だ い まの お

話 は,コ モ ンキ ャ リヤか ら借 りた 回線 に特 別 な附 加価 値 をつ け た サ ー ビス を

行 うもの として の準公 衆 通 信 事業 者 －VANと もいわれ る もの,に つ い て

だ った と思 い ます 。河 野 さ んが,昨 年 ご指 摘 にな ってお られ ます よ うに,ア

メ リカで は 回 線 の再販 売 が 自由 です が,附 加価 値 を つけ る,つ け な いは 別 と

して,回 線 も 自由 に再 販 売 で き るサ ー ビス といい ますか,制 度 とい い ます か,

日本 で の必 要 性 は ど うな のか,こ のへ ん につい て の ご見 解 も承 りた い と思 い

ます。

河野 事 務 局 的 に解 説 申 し ます と,協 議 会 と しては一般 ユ ーザ ーの集 合 体
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な ん です が,た また ま幹 事 お三 方 が情 報 通信 業 出身な ん で,意 識 的 に情報 処

理 業 の立 場 を抑 えて い るわけ で す が,そ うい う トー ンを説 明 した ら,一 般ユ

ー ザ ーか らはVANま で主 張 す べ き じゃ ない か,そ うい うデ ー タ回線 サ ー

ス を専 門 とす る業 種 が で き るこ とが 電 電 公社 の 回線料 金 を引 き下 げ る こ とに

もな る し,基 本 的 にユ ーザ ー全 体 の利 益 に もつ な が る。 現 実 に ア メ リカ の例

をみ て もデ ー タ通 信 に使 う電話 専 用 線 あ るい は 電話 料 そ の もの も 日本 の数 分

の1で す ね。 そ こへ それ を利 用 して の米 国 の通 信業 者 は さら に安 い値 で売 っ

て い る。 それ に対 す る対 抗策 とし てATTも ほ か の専 用 料金 以 外 にデ ー タ通

信 専用 回線 料 を さ らに安 くしてい る。 そ の結 果 現 在現 実 にデ ー タ通 信 に使 わ

れ てい る回線 料 金 は 日本 の十 分 の一 とい って もい い と思い ます 。

しか し,共 同使 用,他 人使 用 とい うものを全 面 的 に 自由化 す れ ば同 じ よ う

な効 果 が生 まれ るん じ ゃない か とい うこ とで,提 言 の段 階 では ああい うふ う

に な ってい る。

た だ し,こ の次 に,ユ ーザ ー 自体 が 体 験 して い るこ とか ら第2段 階 の 提案

を しよ う,時 期 的 に 「振 興法 」 が 出 て くる と きに なれ ば,そ れ に対 す る具体

的 な発 言 とい うこ とに もな る であ ろ うと思 い ます 。2段 階 で提 案 して い こ う

とい うこ とにな って お ります 。 その と きにVANと い った こ とが一 般 ユ ーザ

ー か ら逆 に 出 て くるか も知 れ ませ ん。

志 場 その とき に私 はい つ も思 うんで す が,こ の こ とで ど うして公 社 は反

対 す るの か,そ こが ど うもわ か らな いん です 。

も う一 つ は 「なぜ 」 とい う議 論 が よ くわか ら ん こ と と,そ れか らテ レ ビで

は 多重 放 送 を 認 め て い ますね 。 余 っ てい る と ころが あ れば い い じ ゃな い か,

や るべ きだ と。 これ は省 資源 問題 もか らむ わ け です ね。 つ ま り回線 を24時

間 通 じて効 率 的 に使 お うとい うこ とで す ね。 これ は国 益 とか で当然 で あ って,

公 社 もそ うだ し,そ れ で ペイ す れ ぱ も うい い んです ね 。 なぜ 回 線 能 力 の間 げ

きをぬ っ て こ まめ に利用 し て ゆ こ うとい うこ とが,な ぜ 公社 の利 益 と反 す る

の か,す る と公 社 は な んのた め に で きてい るのか とい うこと に戻 っ てい くん
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です が,何 故 公社 が 当 然反 対 す る ので し ょうか,そ こ が非 常 に疑 問 な ん です

よ。 公社 が競 争 関 係 に立 つ私 企業 の意 識 で もの を考 え れば それ は い ろい ろあ

るで し ょ う。 が,私 企業 じ ゃない んです ね。 国鉄 で もお客 の少 な い ローカ ル

線 が高 けれ ば 民間 の バ ス が 出 て くる,自 営 の トラ ックが 出 て くる の は あた り

まえ で す ね。 そ こで 自 ら競 争 条 件 が あ って 国鉄 は そ の 線が い るの かい らない

のか とい うこ とにな る。 と ころが い まの 場合 は公 社 は ペ イ した うえで の話 な

んで す ね。 だ か らな ぜ反 対 す るの かわ か らな い 。 ほ ん と うは そ うい うこ との

・問 い か け を ま じめ な意 味 でや って いか な い と物 事 が まちが った 方 にい く。

塚 本 簡単 に考 え る とそ うです が,モ ノ ポ リー の方 が商 売 しやす いか らで

す よ。

志 場 しか し,だ れ の た めの商 売 です か。

塚本 だ か ら根本 的 にちが ってい るんで す よ。 ちが った もの を わ か ろ うと

す るか らむず か し くな る。

志 場 しか し,い まの場 合 は も うけ を取 ろ うとして い るん じ ゃない ん です

ね。

塚 本 も うけ るん で な くて も,い ま赤 字 を補 て んす るの に一 生 懸命 で し ょ

う。 そ して沢 山人 間 を かか えてい るで し ょ う。

志 場 だが,線 に関 す る限 りは収支 率 は6割 ぐらい なん だ し,そ れ を再 販

したか ら とて東 京 一 大 阪 間 の料 金 は取 る ものは取 っ てい る。

塚 本 独 占的 に採 算 を度 外視 して もや って,一 方 で は人 間 を た くさん か か

え てい るで し ょ う。

志 場 公 社 は公 社 の立 場 か ら東 京 一 大 阪間 は 全 体 のた め に あ る料 金 でや

ってい る,そ れ で しめ た とば か り,た とえ ば民 間 業 者 もバ カ に高 い料 金 を設

定 して うん と利 潤 を得 てい る とい うこ とで あれ ば,そ れ を規 制 す る とい うこ

ともわ か る。 しか し公 社 が 回線 能 力 をわ ざわ ざ無 駄 に使 え とい うのは ど うし

て もわ か らな い ん です 。
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5.ヨ ー ロ ッパ の 回 線 利 用 制 度

田中 制 度 につ い て従 来 は ア メ リカは別 とし て ヨー ロ ッパ で は 日本 よ りも

きび しい とい うこ とが,開 放 の意 見へ の反対 意 見 と してい わ れ て い たの で す

が,昨 年 に武 田 さん も ご参 加 に な った視 察 団 が,ヨ ー ロ ッパ に行 か れ て見 て

い ら っ しゃ り,ど うや らそ うで もな い とい うこ とだ った よ うな ん で す が,そ

の点 ち ょっ と武 田 さ んか ら ご紹介 願 え ませ んで し ょ うか。

武 田 ユニザー を大 別 して 一 般大 衆 と産 業 界 とい うこ とで,一 般大 衆 は電

話 電信,産 業 界 には デ ータ通 信 とい った もの に対 し て,設 備 か ら法律 を改正

し て ま で別 扱 い に し て ネ ッ トワ ー ク を新 しい もの を どん どんつ くってい

る 。 し か も電 話 と電 信 と 自 由 に 接 続 さ せ る。 そ し て料 金 で は そ れ ぞ れ

の と こ ろ で そ れ ぞ れ の 料 金 を 取 り,利 用 した い 人 は 得 だ と思 え ば 使 い

な さい とい うとこ ろが み え る よ うで す。 従 って メ ッセ ー ジ ス イ ッチ ン グが5

0%以 上 い け ない ん だ とい うこ とは ドイ ツ も フ ラ ンス もは っ き りと認 可 の と

き に 制 限 と し て い る が,フ ラ ン ス な らば そ れ を業 とす るに は損 す る よ

うに ネ ッ ト ワ ー クの 料 金 を安 く し て い る。 そ れ か ら産 業 界 の た め に は

た とえ ば 専 用 回 線 に し ろ,使 え ば 使 うほ ど安 くな る とい う デ ィ ス カ ウ.

ン ト制 度 が は っ き り し て い る。 土 曜,日 曜 な ん て時 間 を は ず れ る と2

0%ぐ らい 。 そ うで ない 時 間 は60%ぐ らい とい う,使 った 人 には リベ ー ト
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を 出す とい う考 え方 が あ って,産 業 界 を 育 成 し よ うとい う姿勢 が み え てい る。

従 って,い まの一 般 大衆 に有 利 にす る とい う見 方 は 少 しち が うん じゃ ない か。

国益 のた め に は産 業 の発 展 に資 す るた めの 設備 な り制度 な りを考 え て い る と

い う面 が ち が うん で,そ うい うこ とで ヨー ロ ッパ はPTTは ガ ン とし て独 占

的 な こ とは や っ てい る とい われ て きた が,中 身 は そ うじゃ ない ん じ ゃない か 。

だ か ら 日本 が も し まね を す るのな らば 少 くとも ヨー ・ッパ の程 度 の まね を し

た っ ていい じゃ ないか とい う考 え方 を もっ と強 調 したい と思 い ます 。

大野 私 は 一 昨年 ヨー ロ ッパ の同 業 界 を 回 って きたが,制 度 の 問題 は ほ と

ん ど 出なか った で すね。 どこで も出 た のは 料 金 が 高 い とい うこ とで した。 高

い か らオ ン ラ イ ンを積極 的 にや れ ない とい うこ とを あ っち こ っち で 聞 き ま し

た ね 。

武 田 それ は 知 りませ ん が,私 は そ うい う印 象 で したね 。 日本 と比 較 して

高 い の か,安 い のかは,現 在 資料 を 勉強 中 なん で す が。

河 野 イ ギ リスは アメ リカ よ り安 い し,ド イ ツは見 方 に よ って ど うか とい

うとこ ろです が,別 に規 制 とかは な い です ね 。

武 田 これはPTT側 か ら しか聞 い てな い ん で わか らな い ん です が,要 す

るに利 益 の あ が った分は デ ィス カ ウ ン トの ほ うに 回す とい うこ と一 ど こま

で ほ ん と うか わ か りませ んが ね。

河野 料 金 が 日本 並 み の ドイ ツは コン ピ ュータ を含め て遅 れ てい ます ね 。

武 田 そ うい う感 じは し ます ね。 た とえ ば メ ッセ ージス イ ソチ ン グの 問題

で,や る な らば や ってみ ろ,た だ し公衆 網 を セ ッ トしてや るか ら,自 営 か公

衆 網 か,公 衆 網 が 得 だ とい う 施 策 は 意 識 的 に や っ て い る の は み えま す

ね。

河 野PTT自 体 が売 り手 として収 入 増 加 の テ ク ニ ックを使 っ てい る とい

うこ とは 当然 あ る と思 うん です 。 同時 にユ ーザ ーサ イ ドもINTUG(国 際 電

気 通信 ユ ーザ ー ・グル ー プ)の よ うな 国際 的 な団 体 によ り,ユ ーザ ー の利 益

を卒 直 に述 べ てい く。 それ をECと か 国連 もむ し ろ歓迎 して奨 励 してい る。
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日本 の場 合 はい ま までや られ放 しで きた が,企 業悪 論 に負 け ず に,真 の国益

は 何 かを 考 え,ま た オ ンライ ンか,デ ー タ ー通 信 か,用 語 は 別 として,そ の

発 展 は国 民 に と りほ ん とに プ ラス にな るん だ とい うこ とを 遠慮 せ ず にい う団

体 が 必要 だ ろ うと思 う。 ほか は 遠慮 な さっ てい る とい うんで は あ りませ んが,

そ うい うこ とで純粋 にユ ー ザ ーだ け の結 集 団 体 で あ る よ うにユ ーザ ー協 はつ

とめ てい るわけ です 。

一90一



6.回 線 料 金

田中 回 線 料 金 問題 につ い てお話 し願 う前 に,ち ょっと数 字 だ け報 告 申 し

上 げ ます 。 ご案 内 の よ うに,公 社 の 「デ ータ通 信 収 支 」 は,ほ ん らい 「デ ー

タ通信 設 備 サ ー ビス収 支 」-DRESS,DEMOS,各 種 シ ステ ムな ど情 報

処 理 サ ー ビス に関 す る収 支 一 と,「 デ ータ通 信 回 線 サ ー ビス収 支 」 一 特

定 通信 回線 の 純 粋 な 回線 賃 貸料 収支 一 か ら成 り立 ってい ます が,そ の内訳

は 過去 に2回 だ け しか発 表 され てい ませ ん。48年 と52年 度。48年 度 で

す が,い わ ゆ る設備 サ ー ビスの収入 が186億 円,回 線 サ ー ビス収 入 が15

6億 円で す。 以後 これ が こ っち ゃ にな っ て,52年 度 が 昨年 発表 にな って設

備 サ …一ビス収 入 が616億 ・回線 サ ー ビス収 入 が426億 です 。損 益 では設 備

サー ビスは48年 がマイナス293億,52年 が503億 の赤です。回 線 サー ビスは

48年 が50億 の黒,52年142億 の黒です。 この142億 の黒は一 回線 サ ー ビ

ス の収 支 率 と して67%で48年 の68%と ほ とん どか わっていな い。 た だ し

この収支 率 は53年 度 には53年4月 か ら約32%の 料 金 値上 のため52%強

とものす ごくよ くな ります。いわば人 件 費 か ら償 却 費全 部 除い て も48%残 ると

い う勘定 にな るわけです。料金 その他 で武 田 さんか ら ご発言 が ございますれば。

武 田 私 とし ては,と にか くも うか った もの は 還付 すべ きだ とい うこ とで

す 。 こ うい う考 え 方 は しか られ るか も知 れ ませ ん が,産 業 とい うもの が一般
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大 衆 に還 元 してい く,そ うい う部 分 に一 部 使 うこ とは 目を つ ぶ ろ うと,た と

えば赤 字 を一 部 埋 め る よ うな こ とが あ っ て も多少 は い い じ ゃな い か。 しか し,

自分 自身 のほ うに もも うか った分 につ い て は料金 の デ ィス カ ウ ン ト,つ ま り

最 初 の設備 とい うものは あ る規 模 に決 ま っ てい なが ら,最 初 の頃 は 利用 者 が

少 な く,だ んだ ん ふ え てい く。 当然 利 潤 は 大 き くな っ てい るはず です か ら,

あ る時点 か らは料 金 の 引 さ下 げ をす るか っ こ うは 当 然 では ない だ ろ うか,そ

んな こ とを考 え てい ます 。

田中 大野 さん,料 金 の 点 で ござい ませ んか。

大 野 ユ ーザ ー協 議 会 に全 面 的 に同 意 します。
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7.回 線料金の新設変更手続

田 中 さ っ き大 体 いい尽 くされ て ます が,志 場 さんに お願 い した い のは,

回 線料 金 の 新 設変 更手 続 の問 題 が あ ります 。 現在,特 定通 信 回線(専 用 線)

は郵 政 大 臣 の認 可料 金 で すが,認 可 料 金 制 は 認 め るとし て も,一 般 の公 共 料

金 とい うもの が公 聴 会 とかい ろい ろ手 続 きが きち ん とし てい ます。 そ れ が形

が い化 して い るか ど うか の議 論 は別 と して,少 な くとも関係 者 の意 見 も必 ず

き く手 順 を経 た 手 続 が 明示 され てい る とい うこ とは重 要 だ と思 い ます が,そ

の点 を一 言 お願 い で きた ら と思 い ます 。

志 場 そ の点 は 非常 にい ま までむ りだ っ た とい うか,い ま まで の料 金 は一

般 電話 料 金 が90何%の 関心 事 であ って,そ れ が 国会 で議 論 され る。 そ れ に

くらべ て認 可料 金 とい うものは 実際 が大 きな 問題 にな って きた にか か わ らず,

手 続 き的 に きわ め て不 備 で あ った といわ ざ るを得 ない。 だ か らこれ を法 定 に

すべ し とい うこ とは 必 ず しも こだわ らな い が,む しろ逆 に国鉄 料 金 や タ バ コ

の値 段 を い ま まで 国会議 決事 項 だ った の が主務 大 臣 の認可 とか い うもの に し

て弾 力性 を持 たせ よ うとい う方法 も あ るわ け です か ら,そ れ 自体 は だか ら法

定 にあ げ う とい うこ とには な ら ない で し ょ うが,し か し,そ の よ うに認 可料

金 の高 さ とい うもの よ りも,持 つ 影響 度 の重 要 性 が 国民経 済 的 に影 響 が 深刻

か つ広 範 に及 ぶ 問題 にな って き てい るこ と に即応 した手続 きにす べ きだ とい
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う感 じが します。 従 っ て,そ れ は い ろい ろ関 係 の各 官 庁 が 出 て くるん です か

ら,そ こを政 府 と してい ろんな 立 場 か らの議 論 を され るべ きで あ る し,ま た

そ の過 程 におい て一 般 の ユ ー ザ ー の議論 もすべ きで あ りま し ょう。 そ の前 提

として,こ の ところい ろ い ろ議 論 が 出 て きた の で,や む を得 ず とい う形 で,

いわ ゆ る公 社 の経理 の区 分 です ね 。 サ ー ビス部 門 ご との区分,あ るい は計算

の 内訳 とい う もの が ポ ツ ポ ツ出 る よ うに な ったが,こ れ す らい ま まで まるで

ダ ン ゴに して1本 で あ った 自体,ま た,値 上 げ に都 合 のい い ときだ け,あ る

部 分 の収支 を示 す とい うや り方 はは なは だ お か しい の で あ って,も う少 し経

理 を オ ー プ ンに し て,合 理 的 な料 金 とい うか らには,そ の コス トの中 身 が十

分 に審 議,批 判,理 解 に耐 え る よ うな もの に まず す る とい うと ころか らは じ

め ない と,た だ,ユ ーザ ーが安 くして くれ とい ってみ るだ け で,い っ て もつ

ま らん とい うよ うな こ とに結 び つ い て くるの で,そ うい うこ とを もっ と公 社

に義 務 づ け て,一 般 の批 判 が で きやす い 材 料 を オ ープ ンに提供 す る。 それ に

基 い て一 般 が議 論 す る場 をつ く り,ま た 政 府 は政 府 な りに全 体 と して議論 し

て,合 理 的 な料 金 にす る こ とは,い まさ ら とい うよ りは,こ れ は 当然 の こ と

な ん で し ょ うが,い ま まで の郵 政 省 の認 可 料 金 に関 す る限 りは,他 の一 般 の

公 共料 金 に くらべ て遅 れ てい た とい うこ とだ った と思 い ます。
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8.世 論 反映 の場

田 中 各 団体 の 要望 を拝 見 します と,デ ー タ ー通 信 問 題 に関 して,世 論 あ

るいは 関係 者 の声 を反 映 す る場,将 来 計 画 を審 議 す る場,な どにつ い て,少

しつつ ニ ュア ンス の ちが った ご要 請 が あ るよ うに思 われ ます 。 新 しい審 議会

を必要 とす る ご意 見 もあ ります し,む しろ非 公 式 な苦 情処 理 機 関 を望 む ご意

見 もあ ります。 ここ では 見 うけ られ ませ んが,現 在 の審議 会 の活 用 で よい,

とい う意見 もあ り うるか も しれ ませ ん。 このへ ん につ い て一 寸補 足願 い たい

と思 い ます 。

志場 先 ほ ど 申 した 中 に 郵 政 審 議 会 の 中 の 通 信 部会 で参 考 人 とし て意

見 を述 べ る機 会 を得 た とい うこ とを 申 しま した。 同時 に その こ とが全 く問題

に もされ なか った とい うこ とを合 わ せ て 申 し上 げ た わ けです が,形 は い まま

で の郵 政 審 議 会 あ るいは通 信部 会 とい う古 い皮袋 に酒 を盛 って もい いん です

が,一 般 の 問題 意 識 とし ては,従 来 の袋 の 中に は新 しい 酒は 盛 れ な い の では

ない か とい う気 が し ます 。
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9.不 公正競争問題

田中 い わ ゆ る不 公 正 競 争 問 題 とは,回 線 提 供業 者 で あ る公 社 は 自ら情報

処 理 サ ー ビス もな さ って い ら っし ゃ る,民 間 で も情報 処 理 業 者 が営 業 を行 っ

てい て公社 か ら回 線 を お借 りす る場合 が あ り,そ の 場合 は公 社 の審 査 を受 け

る,こ れは 少 しお か しい のでは ない か,公 正 を欠 くの で は ない か,と い う問

題 であ ります。

そ こで問 題 に立 ち入 る前 に,回 線 を用 い た 情報 処 理 サ ー ビス,い わ ゆ る情

報 通信 サ ー ビス(デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス)ま たは オ ン ラ イ ン情 報処 理 サ ー

ビス お よびオ ン ライ ン情 報 提供 サ ー ビス の規模 を報 告 申 し上 げ て お きた い と

思い ます 。

通 信 白書 に よれ ぱ,昭 和51年 度 末 の公 社 の情 報通 信 サ ー ビス端 末 数 は,

10,143,52年 度 末 で11,240,民 間 の情 報 通 信 サ ー ビス端 末 数 は51年 度

末11,343,売 上 げ は公 社 ・KDDの 情報 通 信 サ ー ビス(KDDの オ ー トメ

ックス を含 め て)が51年 度480億 円,52年 度616億 円(KDD分 を 除 く)

民 間 の それ が51年 度360億 円 とい わ れ ます 。 民間 の数 値 は一 寸 多 い よ うで

す が,完 全 な子 会 社 で親 会社 の仕 事 の ほか 何 もし てい な い とい う銀行 系 な ど

の企 業 な ども全 部 含 んで い るの で,そ ん な もの か とい う気 も し ます 。

で,こ こで ご意 見 を いた だ きたい 点 は,不 公 正 だ とい う点 が い ろい ろい わ
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れ ます が,先 ほ ど 申 し上 げた よ うに 自 ら情報 処 理 サ ー ビス を行 う公 社 は,民

間 の情 報 処 理業 者 と競 争 関係 に あ る こ とは事 実 で す 。 そ うす る と,競 争 相手

が相 手 の設備 投 資 を認 可 とか審 査 してい る,要 す る に新 日鉄 が他 の製 鉄会 社

の設 備 投 資 を審 査 す る よ うな もの だ,と い う'一点 が あ るわけ です 。'.

そ のほ か に も,た とえば 直営 端末(公 社 が提供 す る端 末 機 うの使 用 に 際 し,

あ るい は 回線 の使 用 契 約 に際 し,債 券 購入 を強 制 され る とい うこ とは,民 間

業 者 では お 客 が絶 対 に聞 い て くれ るは ず はな い か ら,公 社 と して資 金上 非 常

に有 利 にな る とい う点 も不 公 正 では な い か,こ ん な 問題 もあ るわ け です 。 そ

れ に対 して,い ろ い ろ解 決 策 とい うか,公 社 は 回線 提供 に徹 して情報 通 信

(デ ー タ通 信 設備)サ ー ビスを全 廃 せ よ とい う声 か ら,ナ シ ョナル プ ロジ ェ

ク トに限 定 せ よ とか,い ろい ろ な意 見 が あ るので す が,そ のへ ん につ い て ご

意見 を た まわ りた い と思 い ます 。

要 す る に官 民 の競 合 問 題 に つい て ど うすれ ば い い か とい うこ とにつ い て,

こ こでは 基礎 的 な考 え方 が 提示 され てい るの です が,こ れ も一 言 つ つ コメ ン

トを願 え れ ば と思 うわ けです 。'・

塚 本 私 の とこ ろはあ ま り大 きい 意 味 で競合 して い ない ん です よ。 ただ,

建築 関係 が ぶつ か っ てい るの で,こ っちは 逃 げ て ます が ね6だ か ら私 は電 電

公 社 に対 して の基 本 姿勢 は,公 社 のや る もの はや らない。 電電 公社 のや っ て

い ない こ とをや っ てい くん だ とい うこ とに徹 して い ます よ。 あ んな マ ンモ ス

と,ま とも に競 争 を して も勝 て るわ け がな い。

志場 向 こ うが広 が っ て くれ ば,こ っち がす る こ とが な くな っち ま う … 。

塚 本 です か ら,ソ フ トを売 って くれ とい っ て も,向 こ うの 買い た い とい

うものは 売 りませ ん。50年 に も らった公 社 内 の資 料 です が 。 これ には デ ー

タ バ ンク には 出 てい って は い けない と禁止 事 項 にな ってい た と思 い ます 。 し

か しだ ん だ ん ゆ る んで来 る。 や は り46年 の 開放 当 時 の原 点 に戻 れ とい うこ

とで す。 競 合 問 題 も常 に原 点 に返 っ て問題 を 議論 しない とね。 現 時点 で話 し

を してい る とナ ー ナ ー に な っち ゃ うと思 うん です よ。 は っ き り書 い てい るん
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です か らね。

志 場 電 電公 社 が あれ だ け のス タ ッフ,民 間で は かか え に くい よ うな 多 く

の人数 を全体 のふ と ころ とい うか,図 体 の中 でか か え て,そ の技 術 屋 が,ど

うして も軍 備が 備 わ って くれ ば戦 争 を しか けた くな る よ うに,進 ん だ技 術 を

民 間へ どん どん開 放 し てい って とい うこ と じゃな くて,自 分 で プ ロジ ェク ト

と して進 めた くな っ て くる。 そ して,だ ん だ ん試験 研 究 用,テ ス ト用 とい う

投 資 が 出 て くる。 それ が 独 占だ か ら どん どん料 金 で取 れ ば い い とい うこ とで

い くと,民 間な らば収 益 が 期 待 で きな い よ うな設備 投 資 で も どん どん進行 す

るお それ が あ る と思 うんで す 。 そ こへ も って きて も う一 つい け な い のは,公

社 とい え ども収支 償 うべ き だ とい う国鉄 式 議論 です よ。

公 社 は い ま までの技 術 陣 で どん どん戦争 の仕 方 を進 めて きた。 飛行 機 を,

大砲 を,ミ サ イル を とな って きた,そ れ を収 支 償 わ な けれ ば いか ん とな る と,

そ こで商 売 の道 をみ つ け,そ の部 門 の独 立採 算 性 を保 と うとす る こ とにな る。

そ うい うこ とをい まの い ろ んな 分 野 にジ リジ リと進 め てい る ところ が あ る。

だか ら塚 本 さんが い まお っ し ゃった よ うに,原 点 に返 って,技 術 陣 は技 術 と

して研 究 し,そ れ を 民 間 にそ の分 は 適正 価 格 で国 の内 外 を問 わ ず 有 料 で売 っ

て もい い で し ょ う。

も う一 つ の面は,設 備 投 資 とい うもの を ほ ん と うに押 し てい か ない と,や

が て は 戦 争 に な る 。 だ か ら,そ こ を 抑 え な い と。 そ うい う開 発 的 設 備

投 資 は 原 価 に 入 れ るべ き で な い し,そ れ は そ れ 自体 と して民 間 に売 っ て,

広 く開放 して い くよ うなね 。 かつ て通産 省 が コ ン ピ ュータ 関係 の共 同研 究 の

た め に補 助 金 や奨励 金 の予 算 措 置 を講 じたが,今 度 は 民 間業 者 の 力は 小 さ く

十 分 に技 術 者 を集 め られ な い と きには 国 家 の プ ロジ ェク トで技 術 開発 もいい

が,今 度 はそ の 分は コス トだ け で も うけ ない で売 ってい く,民 間 に直 接 補助

金 はつ け ない が,技 術 を流 してい くとい うこ とをす る とか し てい か な い と,

その根 っ子 をい まの ま まに おい てて,情 報業 に 出 て くるの はや め てほ し い,

しか も部 門 ご とに独 立 採 算 性 を取 るべ きだ な ん てい う ことが重 な って くる と,
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だ んだ ん恐 ろ しい こ とに な る と思 う。 そ こを確 認 す る と同時 に,や り方 を公

社 自体 で方 向 を か え て もら わな い と,こ の問題 は絶 え ず 出 て くるん じ ゃな い

で し ょ うか 。

塚 本 です か ら,さ っき の赤字 の原 因 が ど こに あ るか とい うと きに,先 行

投 資 した 設備 の償 却 だ け が原 因 な らば赤 字 で も公 共 的事 業 だか らや らざ るを

得 な い。 しか し各 種 サ ー ビスな どをや るため もあ って 人 間 を何 千 人 もか か え

,込 んでい る上 に,独 立 採 算 で や るん だ とい うこ とが まち がい で ね。 切 るべ き

もの は切 って い か なけ れ ば い け ない 。 だか ら出 るほ うを止 め な い で,入 るほ

うが足 りな い まま でや っ てい た ら,赤 字 国債 発 行 と同 じです か らね 。原 点 は

四原 則 の と ころ には っ き り書 い てい る。 ω独 立 採算 性 堅 持,② 先 導 的技 術 開

発 の推 進,(3)公 共 福 祉 型 の プ ロジ ェク トの展 開,(4}デ ー タバ ンク業 務 の禁 止

とね。 この通 り守 って い れ ば問 題 な いわ け な んです 。 わ れ わ れは これ を聞 い

た か ら安心 してい た ん です よ。 だ か ら部 門別独 立 採 算 の筈 が公 社 全 体 の採算

に置 きか え られ 電 話料 金 を 上 げ て,そ れ で デ ータ通 信 の ほ うの赤 字 を補 って

い るか っこ うは お か しい じ ゃな い か。 電電 公社 の経 営 委員 会 が 開 か れ て も,

『 ドンブ リ勘 定 で,わ か らな い,わ か らない 』と3年 ぐらい 前 は 押 し通 して

い た と聞 い てい る。・実 際 は48年 ぐらい のデ ータ を持 ってい るん で す。 その

へ ん につ い て どこで,ど うい えぱ いい か とい うこ とを 考 えね ば な らない と思

うんです ね 。

田中 あ りが と うござ い ま した。 通信 回線 の利 用 を め ぐり,ユ ーザ ー には

ユ ーザ ーの 立 場,キ ャ リヤ には キ ャ リヤ の立場,監 督 官 庁 には そ れ な りの立

場 があ りま し て,目 前 の諸 問題 をみ れ ばな か なか解 決 が 困難 に見 え る もの も

多い の です が,わ が 国 にお け る情 報 ネ ッ トワー クの必 要 性 や意 義 につ い て,

それ ほ ど異 見 は ない もの と信 じます 。今 回 の各 界 の要 望 が十 分 理 解 され,採

るべ き と ころ は採 られ て,高 度 な デー タ通 信,オ ンラ イ ンシ ス テ ム の建設,

発展 の基 礎 のひ とつ にな る こ とを期 待 した い と思 い ます 。
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1.は じ め に

2.基 本 的視点

(1)デ ータ通 信 の位 置づ け

ア.デ ー タ通 信 とは どの よ うな もの か

電 気通 信は,従 来,送 受 者 間に 一方 的 に情報 が 伝 わ る放 送 形 式 と・

利 用者 が双 方 向 に 情報 交 換 す る形 式(電 信,電 話etc)に 止 ま って

お り,前 者 は 多 くの業 者 に よ る多 元 的 運営 が,後 者は 公社 ・会社 に よ

り運 営 され てい る。

デ ータ通 信 とは,距 離 的 に離 れ た コ ン ピュー タ本 体,回 線,入 出力

装 置 な どの 伝送 媒 体を 使 用 した デ ー タの送 信,伝 送,受 信 及び そ の過

程 で行 われ る処理 を一 体 と し て とらえ た概 念 で あ る。

イ.電 気 通 信サ ー ビス に お け るデー タ通 信サ ー ビスの位 置づ け

情報 通 信手 段 を分 類 す る と,情 報 疎通 サ ー ビス,情 報 管 理 制御サ ー

ビス,情 報 応 答 サ ー ビス,情 報配 布サ ー ビス に分 類 し得 る。 デ ー タ通

信 の範 ち ゅ うに は,こ れ ら各 種 サ ー ビス にわ た る種 々 の もの が含 まれ

る。 個 々 の デ ー タ通 信 シス テ ム ご とにそ の機 能 を把 握 し・ そ の 機 能 ご

と に現 在 の秩 序 と の 整合 性 を 考慮 す る こ とが 必要。

② デ ー タ通 信 の発 展 とそ の 重要 性

ア.我 が 国デ ー タ通 信 の現 状

昭和51年 度末 にお け るシ ス テ ム数 は約2,000で あ り,ま た,公

社'会 社 ・民間 情 通 業 者 の 提供 す るサ ー ビスは,昭 和51年 度 末 にお

い て140シ ス テ ム であ る。

イ.デ ー タ通信 の将 来 の発 展 の方 向

企 業 ・産 業分 野 にお い ては,今 後 と も製造 業,金 融 業 の利 用 が大 き

い。 また官 公 庁,サ ー ビス業 の需要 が高 くな る と予 想 され る。 そ の利

用 形 態 につ い て も,単 一 機 能 シ ス テムか ら総 合 シ ス テ ムへ 発 展 す る と

み られ る。 デ ータ 通 信 の利 用 技 術 の面か らす る と,従 来 の閉 鎖 的 シ ス
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テ ムか ら複 数 の コ ン ピュ ー タ を結 合 し,ハ ー ド ・ソ フ ト ・デ ータベ ー

ス等 を共同 で利 用 で き る よ うな コ ン ピュータネ ッ トワー ク を形 成 して

い くもの と思わ れ る.

ヴ デ ータ通 信 の 重要 性,

デ ー タ通 信 は,企 業 ・社 会 活 動 の効率 化 ・高 度化 ・科 学 文 化 の向 上

国民生 活 の利 便 の 向 上 に極 め て大 きな役 割を 果 してお り,ま た コン ピ

ュー タ産 業,通 信 関 連産 業,ソ フ トウェ ア業 等 広範 な 分 野 の 上 に立 つ

高度 な もの で あ り,付 加 価 値 性 の 高い もの であ る。

③ 施 策 の 必要 性

ア デ 一 夕通 信 の 秩序

デー タ通 信 の役 割 の 重要 性,多 種 多様 な 需要 に応 ず るた め 多彩 な 開

発 を促 す こ との 必要 性,技 術 開発 ・資本 参加 の両 面か ら民間 企業 の創

意 工夫 の 活用 の必要,公 社 ・会社 の長年 にわた る技 術 の蓄 積 の活用 の

必要 等 の ため,46・ 年 の公 衆法改 正 では,公 社 ・会社 の他 に 民 間 企業

の 参入 を も認め た。

公 社 ・会社 の既 存 のサ ー ビス の独 占を 守 る規 定 が,デ ー タ通 信 に も

反射 的 に適 用 され て きた こ とは 問題 であ る。 これは従 来 の規 定 が シス

・ テ ムの一 部分 につ い てな され ,シ ステ ムの全 体 の機 能 に つ い て行 われ

てい な か った こ とに よ る もので あ る。

現在 「通信 」 と 「処 理 」 は ます ます 融合 の度 を強 くし シス テム 全体

として 一つ の 機 能 を果 たす に至 ってい る。

イ.施 策 の必 要 性

第1に デ ー タ通信 技術 の高 度 化 を計・る必要 が あ る。 こ のた め には 技

術者 の 養成,国 家 標 準 の 整備,デ ー タ保 護及 びそ の 責任 体 制 につ い て

の 合意 を得 るこ とが 必要,第2に,民 間 のデ ー タ通信 業 の基 盤 整備が

必要,第3に 通信 回 線 の利 用 制 度 及 び料 金 につい て の 施策 で あ る。 こ

れ らの施 策 は 国家 的 な 見 地 か ら行 われ るべ きで あ り,国 民的 合 意 の下
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に そ の基本 方 針 を 設 定す る機 関 を設 け て 推進す べ き であ る。

3.問 題 点 の分 析 と評 価

(1)技 術上 の 問題 点

ア.技 術 開発

胡 コ ン ピュー タ ネ ッ トワー ク構築 に関 す る技 術

分 散処 理 技 術 ・異 機 種 コン ピ ュー タ結 合 技 術等 につい ては 十分 な

開発 が な され て い な い。

これ らの技 術 の 中 には 多額 の資 金 や 高 度 の技 術 力 を要 す る もの が

少 な くな く国 の助 成 策 が望 まれ る と と も に国家 的 レベ ル の 開発 や 開

発 計 画 の策 定 な どが望 まれ る。

㈲ デ ー タベ ー ス に関 す る技術

現 在,分 散 配 置 された デ ー タベ ー ス の利 用 技 術は 存 在 しな い が,

そ の 開発 に 当 た って は分 散す るデ ー タ に 自由 に アク セ スす る技 術,

デ ー タ の完 全性 の 確 保等 の問題 があ り専用 デ ー タベ ー スマ シ ン の 開

発 が 必 要 とな っ てい るが.前 項 同様 の 理 由 か ら国家 的見 地 に 立 つた

開発 ・助 成 が 必要 。

(ウ)日 本 語情 報 処理 技 術の 開発

現 在,個 人 生 活 レベル で のデ ータ 通信 の 出現 等 に伴 い,漢 字 等 の 、

利用 の技 術 を早 急 に開発 す る必 要 が あ り,端 末 で な くセ ンタ に漢 字

フ ァイ ル を 持 たせ る技 術 の開発 等 の施 策 が 必要。

イ.標 準 化

今 後 の ネ ッ トワー ク を健 全 に進 め るた め には,標 準化 が 必要 で ある。

標 準化 推進 体 制が しっか りす る必 要 が あ る。(現 在 必ず し も うま くい

っ て い ない 。)標 準化 に当 た っては,長 期 的 視野 と技 術革 新 の ブイ ー ド

バ ック,既 存 シ ス テ ムへ の配 慮,国 際 的 動 向へ の配 慮 が 必要。

ウ.デ ー タ通 信 技 術者 の育 成

総 合 的 な 技 術力 を もった 技術 者 の量 的 ・質 的 不足 とい う現 状が あ る。
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技術 偏 在 の あ る現 状 では 自社内 教 育 に よる 育成 には 限界 があ る。 そ の

た めデ ー タ通 信 技 術者 の特 性 を よ く踏 まえた 専 門 の養 成機 関 の設 立,

大 学 教 育 の充 実,デ ータ通 信 技 術 士 の認定 ・資格 制 度 につ い て検 討 す

る必要 が あ る。

エ.技 術 の移 転

我 が 国 は技 術 の移 転 が 活発 でな い。 我 が 国 の風土 を考 え,人 的移 動

を 伴 わな い技 術 の移 転,例 えば 開発 技 術の公 開 ・国家 的 プ ロジ ェ ク ト

へ の 民間人 の参加 な ど を図 る必 要 があ る。

② 社 会的 問題 点

ア.デ ータ保 護 等

切 デ ー タ保 護 の 意 義 及び 必要 性

デ ー タ通 信 シ ス テ ム の機 能 の 重要 性 は,障 害時 の被 害 の大 き さに

結 びつ く もの であ り,健 全な 普 及のた め には,信 頼 性 の 向上 が 要 請

され る。 今 後,プ ライバ シー の保 護を も含 め て,一 般 の コンセ ンサ

ス を得 られ る よ うデ ー タ保 護 対策 につ い て検討 すべ き で あ る。

(イ)デ ー タ保 護 の た め に講 ずべ き対策

技 術上 考 察す べ き方 法 と して,シ ス テ ムの分 散化 ・階 層 化,暗 号

化/解 読 法 な どあ げ られ るが,対 策 も,実 際上 は経 済 性 との兼 ねあ

い か ら画 一 的 な もの とは な りえない。 した が って,発 展途 上 の デ ー

タ通 信 と しては,一 律 的 な規 律 よ り現 実的 な対処 が望 まれ る。 マ ニ

ュ アル の作 成 頒 布。 運 営 当事 者 の 自己規律 の向上 が肝 要。

イ。 責 任

デ ー タ通 信 シス テ ム にお い て障 害が発 生 した 場 合,そ の原 因 の究 明

が 困難 で あ り,早 期復 旧 のた め には 明確 な 責任 分界 を設 け る必要 があ

る。 また,障 害 時 に発生 す る損 害 を補 償す るル ール を 明確 化す る必要

が あ る。

ウ.監 査,牽 制体 制
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デ ー タ通 信 の 普 及 に伴 い,信 頼 性 の保 証 を どの よ うな形 で実現 す る

か,認 定 され た 監査 人 によ る評 価,運 営 当事 者 内 にお け るシス テ ム監

査 体 制 の 整備 ・充 実 な どのほ か,今 後 は,マ ニ ュ アル 作成,監 査 ツー

ル の 開発 な どの課題 の 検討 が 必要。

(3)デ ー一夕ベ ー ス の 開発 ・普 及

デ ー タ通 信 の 普及 高 度 化 のた あ に は デ 一夕 ノミン ク及 び デ ー タベ ー ス の

開 発 が必 要 で あ り,デ ー タベ ー スゐ 自由且 っ 潤 沢な利 用 が要 請 され る。

デ ー タベ ー ス の利 用 に つい ては 日米 間格 差 は 極 め て大 きい。 この格 差

を埋 め るため 二 つ の 方 向 が あ る.

第1は,海 外 デ ー タベ ー スへ め 自由 に アクセ ス し うる よ'うな手 段 を利

用 者 に提 供す る こ と。 この た め には,安 価 かつ 高速 の 国際 回線 の提 供 が

前提 とな る。

第2は,我 が 国に お け るデ ー タベ ー ス の 構築 で あ る。 これ には 米 国 の

とっ て き た方 針 が 参 考 にな る。 まず,政 府 が もつ 統 計 資料 の コ ン ピュー

タ可読 型 媒体 に よ る積極 的公 開○ 次 に,政 府 自体 の,デ ータベース形成 に

対 す る投 資。 更 に 民 間機 関 の デー メベ ー ス作 成 に対 す る助 成が あ る。

(4)'回 線 利 用 制 度 の問 題 点

"ア
.回 線 開放 まで の経 緯

旬 現 在 まで の経 緯

昭 和4'6年 の公 衆法 改 正以 前は,公 衆電 気 通 信 網 に電 子計 算機 を

接続 して行 うデ ー タ通 信 は禁 止 され てお り',ま だ,専 用 線 を用 い る

場 合 に も,他 人 の需 要 に応 じて デ ー タ通 信 サ ー ビス を提供 す る こ と

は 認 め られ ず,企 業 グル ー プ等 が 行 うデ ー タ通 信 も極 め て限 定 され

た もの で あ った。

(d)46年 法律 改 正の 考 え方

デ ー タ通 信 を 新 しい タ イ プの 電気 通 信 と して公 衆法 に位 置 づ け,

公 衆 電 気通 信 役 務 の独 占とい う電気 通 信 秩 序 どデ ー タ通信の 発 展 と
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の 調和 を図 る とい う理 念 の も とに,回 線利用 制度 が 制定 され た。 一

の電子 計算 機 と一 の入 出 力装 置 との間 に終始 す るデ ー タ通 信(行 っ

て帰 って来 い)に つ い て,電 信 電話 に支 障 が ない 限 度 で の公 衆 電気

通信 網 の 開 放。 専用 タ イ プ につ い て,特 定通 信 回 線 を 設け,共 同 使

用 の範 囲 を拡 大 した(メ ッセ ー ジ交 換は 禁 止)。

(ウ)当 時 の 世論 の評 価

デ ータ通 信 を行 お うとす る産 業各界 の要望 をお お むね 満 た す もの。

国 そ の後 の動 き

技 術 革新 と コ ン ピ ュー タネ ッ トワー ク化 形 成 の動 きが み られ,メ

ッセ ー ジ交 換 の 禁 止や 共 同使 用 ・他人 使用 の制 限 の緩 和 ・撤 廃,相

互 接続 の 自由化 等 の要 望 が 起 ってい る。 これ に対 し,51年,他 人

使用 基 準 の緩和 の改 正 を行 った。

しか し,個 別 シ ス テ ムか ら総 合オ ゾ ライ ン化 ・一 貫 オ ン ライ ン化

の動 きや,端 末 の イ ンテ リジ ェ ン ト化,集 中処理 と分 散 処理 の機 能

的 併 合 に よ る効率 化 指 向 等 を反 映 して,現 在 の 回 線利 用 制 度 上 の制

限 の 緩和 や,メ ッセ ー ジ交 換 のみ を 目的 とす るシス テム 以外 は 全 ぐ

自由 にす べ きで あ る とい う意 見 も出てい る。

㈲ 最 近 の世 論

・昭49 、9行 政管 理 庁 の勧 告

特殊 な地域,通 信 形 態,特 殊分野 にお いて,公 社 ・会社 以 外 の通

話 事 業者 が他 人 の通 信 を 媒介 してい るが,こ れ らの 運用 主 体 を ど う

考 え るか,独 占 的 に実 施 す る業 務 の範 囲 の再 検討,ま た,公 社 ・会

社 の デ ータ通 信 サ ー ビス の 対象 分 野 の 明確化,デ ー タ通 信 回 線利 用

制 度 の見直 し を 内容 とす る。

・昭50.4ユ ーザ 団 体 等 の要 望 書

オ ンライ ン ・シ ス テ ム の概 念 整理 と回線 利 用制 度 の緩 和 の要 望。

・昭 『3.6公 企体基 本 問題 会 議 の意 見書
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公 社 が積 極 的 にデ ー タ通 信 サ ー ビス を行 う理 由 に乏 しい が,技 術

革 新,将 来 の発 展,資 源 の有効 利 用 に資す る面 か ら総 合 的 に考 察 し

て,公 社 が 行 うこ とは適 当。 しか し,民 間 との 公 正競 争 関係 を実 現

す る こ とは 不 可欠。

・そ の他

日本 情報 処理 開発 協会 の 調査 ・報 告書 な どで も,回 線利 用 制度 の

緩和 の要 請 が あ る。

また,回 線利 用 制 度 のタ ブー化(公 衆 電気 通 信 事 業 者 に対す る利

用 者 や シ ス テ ム 設計 者 の立 場が 弱 い た め)と 利 用者 の シ ス テ ム設 計

思 想 の 自己規 律(現 行 制度 の枠 内 で シス テ ム を構築 す る)が 働 い て

お り,公 開 の場 で議 論す る機 会が 不 充 分 であ った。

イ.現 状 の分 析

回線 制 度 上 の 不平 ・不満 の背景 と しては,第1に,現 行 の 回 線利

用 制 度が デ ー タ通 信 シス テ ムの発 展 状 況 に十分 対 応 で きな い 制 度 で

あ る こ とで あ る。 そ れは,現 行 制 度 は,デ ー タ 通信 シス テ ム を回 線

の利 用 の側 面 と電 子計 算 機 の本 体 とい うハ ー ド的 な側 面 とか ら しか

と らえ て いな い こ とに よる。 第2に,競 争 の一 方 当事 者 が 回線 の利

用 につ き一 次的 審 査権 を持 ってい る こ との不 公 平 で あ り,公 正競 争

の制 度 的保 障 を欠 くこ とに よる。

FCCは,デ ー タ処理 やそ の他 の コ ン ピ ュー タサ ー ビス につ い て,

「コン ピュー タ/通 信 調査 」 を行 い,関 係 各 界 の意 見 を求 め た。

1971年 の 裁 定 でデ ー タ通 信 の定 義 を定 め,そ の公 正競 争 を確 保

した。FCCは,更 に,政 策決 定手 続 面 の公 正 さを保 障す るた め,

第 三者 機 関 的役 割 を果 た した。

ウ.回 線利 用 制 度 を論ず る今 日的 意 義

第1に,デ 第一タ通 信 の よ うに,技 術 の革 新 に よっ て高 度化,効 率

化 す る余地 の大 き な分 野 につい ては,一 般 の創 意 ・努 力 の促 進,自
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由な 設計 思想 の発 露 が な され る よ うな体 制 を築 く必要 が あ る。

第2に,デ ー タ通 信 は,多 面 的 機 能 を もち広 い領域 の電 気通 信 を包

括 した もの であ る。 したが って,回 線利 用 制 度 につい ては,電 信 ・電

話 に ひ きず られた形 で デ ー タ通 信 を一 律 に規 制す べ きで は な ぐ,そ れ

ぞれ の タイ プ,公 益 性 の程 度 に応 じて現 行 制 度 との整 合 性 を求 め る こ

とが 必要。

「通 信 」 と 「処理 」 が 融 合 した ものが デ ー タ通 信 であ り,そ の 「通

信 」 の機 能 を分 離 して ク リー ム ス キ ミン グを論 ず るこ とは 誤 りで あ る

(メ ッセ ー ジ交換 の禁 止 につ いて も同様)。

エ。 今後 の あ り方

デ ータ通 信 につ い ては,シ ス テ ムの機 能 の ご と く一 部 分 を とら え る

の では な ぐ・ シス テ ム全体 の 把 握 を行 う必 要 が あ る。 また,公 正競 争

の確 保 とい う理念 か ら,一 方 の 競争 相 手 の 回 線利 用 の審査 に関 与 す る

制 度は 排 除 し,電 気 通信 秩 序 の 確 立は 行 政 庁 が 国民 に 責任 を持 つ 制 度

を と るべ き であ る。

以 上 の 条件 を 整備 す るた め に は,公 衆 法 とは 別 な法 制 で秩 序確 立 を

図 るべ き であ り,そ こでは,デ ー タ通 信分 野 にお け る公社 ・会社 の位

置づ け,未 発 達 な デ ータ通 信 シ ス テ ムの 育 成 等 の基本 的 問題 を 論 議す

る第三 者 機 関 の審 議 を経 て,誤 りな い基 本 方 針 を樹立す べ きで あ る。

オ.料 金 制度 上 の問題 点 ・'

(ア)問 題 点 の指 摘

デ ー タ通 信 の発展 の ため には,現 行 の料 金 体系(遠 距離 の場 合,

諸外 国 に比 して も格段 に高 い)を 見 直 す必 要 が ある。

㈲ 現 状分 析

現 在 の特定 通 信 回 線料 金 体系 は,電 話 料 金 を元 に して 決 定 され て

い る(近 距 離は 安 く遠 距離 は 高 い)。

デ ィジタル 通 信技 術 の 発達 は,ア ナ ログ と比較 して,極 めて安 ぐ
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情 報 を提供 す る こ とを可 能 に した。

(ウ)施 策 の方 向

デ ータ通 信 の振 興 の立 場 か ら,デ ィジ タル 技 術 に よ る設備 構 築 を

電話 の料 金 体系 か ら切 り離 して,別 体系 とす るこ とが 望 ましい(デ

ィジ タル 設 備 につ い ては,国 が 財 政援 助 をす る こ とに よっ て,電 話

加 入 者 の利 益 との調 整 を 図 る必要 があ る)。

(5)新 しい デ ィジタ ル回 線 網

ア。 現 状

各 国 にお い て新 しい 通 信 網 を建 設 し よ うとす る動 きが現 れ て きた。

我 が 国に おい て も新 しい 通 信 網 の建 設 に着 手 した(国 内網 とし てDD

X,国 際 網 と してVENUS)。

イ.問 題 点 とそ の分 析

胡 既 存 サ ー ビス との関 係

新サ ー ビス が全 国に普 及 す る まで,長 期 にわ た っ て既 存サ ー ビス

と共存 す る こ とを考 慮 す る と,既 存 サ ー ビス と の調 整が 必 要。、

㈲ サ ー ビス 提供 主 体

多 種 ・多 様 の ニ ーズ を 充足 す るた め,新 デ ータ 網 につ い て も,独

占事 業者 だ けで ニ ーズ を充足 で き るか ど うかは 問題 で あ る。

(ウ)機 能分 担 の 問題

新 しい通 信 網 と利 用 者 の電 子計 算 機 の 間 で,通 信 に関 す る機 能 を

どの よ うに分 担 す るか 明 らか にす る必 要 が あ る。

ウ.評 価

新 しいサ ー ビス であ り,利 用 者 や メ ー カな どに意 見 を述 べ る機 会を

与 え て,国 と しての方 向 づ け を誤 らな い よ うに しな けれ ば な らな い。

(6)情 報 通信 業 の基盤 整備

「情報 通信 業 」 とは他人 の 需要 に応 じ,業 としてデ ー タ通 信 を提 供 す

る事 業 で あ る。 現在,公 社 ・会社 の他70社 ほ どの 民間 企業 が この事 業
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に従 事 して い るが,米 国 な どに比 し情適 業 の発 展は 非常 に立 ち遅 れ てい

る。

今 後解 決 を 迫 られ る問題 点 と してs第1に,、 情 適業 に基 盤 を置 く企業

は 少 な ぐ,採 算 が合 わ な い た φ外 資 に席 捲され る恐れ が あ る こ と。

第・2に・公 社 の 市場 占有 率 が 高 く・,民 間業 者の 伸 び悩 み'(偏{ま な供 給体

制)が あ り,情 報 通 信利 用 の多彩 ・多様 な発 展 が遅 れ て い る ζ と。

ア。 独 立事 業 者 と して の地位 の確 立.』9∵:・.

情適 業 の 発展 を阻 害 す る要 因は,デ ー タ通 信一般 の 問題 と共通 であ

る。 これ らの阻 害 要 因 につ いて ・方 策 の早 急 な現 実 化 炉望 まれ る。

残 され た課 題 は,第1に,日 米 事業 者 間格差 の解 消,第2に,.情 通

業 者 の社 会 的地 位 の 確 立 強 化が あ る。 第1の 点 に対 す る施 策 と して,

技 術 面で の キ ャ ッチ7ッ プ,・経 営 基盤 の確 立 が必 要 で あ る。 具 体 的 に

は,技 術 面 につ い て は,公 社 ・会社 に集 約 化 され た 技 術 の 民間移 転の

促 進 や外 国技 術 の 導 入 な.どが考 えら れ る6経 営基 盤 の 面 に つい ては,

先 行投 資 を 可能 にす る,よ うな 体質へ の転 換 や,,そ の た め の環 境 整備,

行 政 的誘導 策(税 制 面,、財 政援 助等)な どで あ る。 有 限 資 源 と し ての

回 線の 開 放 につ い て は,一 定 の能 力 と資格(プ ライ バ シー,デ ー タ保

護 等 の条 件 も当然 は い る。)を もった事業 者 が限 定 され る べ きで あろ

う。 この よ うな 選定 と陶 汰の 中・か ら,こ の事 業分 野 に合 理 的 な 秩 序 の

形成 も考 え られ る6そ れ に よっ て 中核 的事 業 者群 の創 設 を促 し,こ れ

らの グル ー プ と公社 な どがダ 協調 と共 存 関係 の中 で切瑳 琢 磨 す る こ と

が,国 際 資本 に対 す る最 も健 全 な対 応策 で あ る。 ・:・_一

イ.公 正競 争 条 件 の確 保

公社 の ガ リバ ー型 寡 占 に問題 が あ るが,調 和 の と'れた 情 適 業 の発 展

の 中で,公 社 が どの よ うな積 極 的 役割 を果 し うるか を検 討 す べ きで あ

る。 第1に,独 立 採 算 制 の確 保 であ る。、第2に,公 社 のサ ー ビス 提供

領域 につ い ては,基 本 的方 針 につ いて一 般 の戸 ンセ ンサ 入を え る ご と。
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これ は,公 社 が どん どんそ のサ ー ビス提 供分 野 を拡大 す る こ とを抑 制

し,民 間 情通 業 者 の サ ー ビス提 供分 野 を確保 す るた め 効 果的 で あ る。

第3に,公 社 に集 約 され た技術 力 と技 術 蓄 積 の 成果 を効率 的速 か に移

転 させ る こ と。 第4に,営 業 面,事 業経 営 面 で も,民 間 事業 者 との 間

に積極 的 な協 調,協 同 関係 を確 立 す る こ と。 具体 的 にはDEMOSと

の相 互 乗 り入 れ,「 卸 し→ 小売 」 の関係 な ど であ る。

4.具 体 的施 策

(1)回 線利 用 制 度 の見 直 し

回 線利 用 制 度 は,デ ー タ通 信 の発 展 の た め 重要 な 要因 であ る。 デ ー タ

通 信 は広 い 領域 を含 む もので あ り,一 律 的規 律 でな く,そ れ ぞれ の通信

の タ イ プ に よ っ て規 律 され るべ きで あ る。 また,ネ ッ トワーク化 の要 請

が強 い こ とか ら も,回 線利 用 制度 の 見直 しが 必要 とされ る。 この場 合,

そ の シ ス テ ムの 機 能 の一 部 を とらえ るの では な く,シ ス テム全 体 を把 握

し,専 ら電 信 電 話 的 な利 用 を 目的 とす る もの以外 は 可能 な限 り 自由 にす

る必要 が あ る。 基 本 的 には,公 衆 法 とは別 法 制 の も とに,学 識経 験 者 の

意 見 も と り入 れ,国 民的 コ ンセ ンサ ス を得 て,体 制 の 整備 を図 る必要 が

あ る。

(2)回 線料 金 の見 直 し

電 信 ・電話 料 金 とは別 個 に,デ ィ ジタ ル 伝送 のた め に,コ ス ト主 義 に

基 づ き,技 術 革 新 の成 果 を と り入 れ た料 金 の 設定 をす べ き であ るρ そ の

た め必要 な 資 金は 国が 援 助 す る必要 が あ る。

(3)技 術 面 及 び社 会 的影 響 の側 面につ い て

ア.技 術 開発 に つ い て

デ ー タ 通 信 の発 展 のた め には,国 産 技 術 の 開発 が 当面 の重 要 な課 題

で あ る。 当面,① ネ ッ トワー ク化 技 術 ② デ ー タベ ー ス に関 す る技術

③ 日本 語情報 処 理 技 術 の 開発 が必 要 と され る。 これ ら の技 術の 中に は

多額 の 資 金 が必 要 と され る もの もあ るが,こ れ につい ては,国 家 的 見
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地 か ら国の助 成 開発 が 必要 であ る。

イ。 標 準 化

標 準化 の 推進 体 制 の 整 備 が必 要 であ る。

ウ.デ ータ通 信 技 術 士

デ ータ通 信 技 術 者 の 地位 の 向 上 とデー タ通 信技 術 の普 及,高 度化 を

図 るた め,デ ー タ 通信 技 術 者 に つ い て資格 制 度 を検 討す べ き であ る。

エ.社 会 面

デ ータ保 護 につ い て の 自己 規 律 の促進,誘 導 策 や認 識 の レベ ル ア ッ

プ な ど,制 度 ・体 制 的施 策 を 進 め るほ か,シ ス テム監 査 につ い て も,

マ ニ ュ アル の作 成,ソ ール の 開発,研 修 制 度 な どの検 討 に取 り くむべ

きであ る。

(4)情 報 通 信業 の 基 盤 整備

ア.事 業者 性 の確 立

情報 通信 業 の社 会 的信 用 力の 確 立が 必要。

イ.運 営基 盤 の確 立

財 政的基 盤 につ い て は,業 者 の 自動 努力 と先行 投 資 意欲 を促 進す る

税 制 ・金 融 措 置等 の関係 制度 の整 備が 必要 で あ る。 技術 的 基 盤 につ い

ては,技 術移 転 の促進,デ ー タ通信 技 術 者の養 成が 必要 で あ る。

ウ.事 業 性 の確 立

情 適 業 の発 展 の た め には,需 給 のバ ラ ンス の とれ た 市場 形 成 を始 め

とす る事業 性 の 確 立 が不 可 欠。

θ 需 要の喚 起,市 場 の拡 大

多種 ・多 様 な ニ ーズ に応 え るだ け でな ぐ,潜 在 的需 要 を も喚起 し,

市 場 の拡大 を 図 る 事業 体 質 を もつ 必要 性。 回 線利 用 制 度 の 緩和 に よ

り,新 サ ー ビス の経 済 的 提供 が 可能 にな る。 デ ー タベ ー ス の 開発 普

及 に よ り,新 需要 を生 み 出 す こ とが 可能 とな る。

ω 公 正 競争 の確 保
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民 間 デ ー タ通 信 業 者 の健 全な 発展 のた め には,公 社 ・会社 との公

正 な 競争 関係 の醸 成 が必 要。 公社 ・会 社 の デ ー タ通 信 サ ー ビス 部 門

の経 理 の 明確 化,及 び そ の提 供す べ きサ ー ビス の範 囲 につい て の 国

民的 コ ンセ ンサ ス。

(ウ)周 辺 環 境 の整 備..‥.、

・技 術基 準,設 備 の信 頼 性 の基 準 設 定 に よ っ て 企業 の信用 力 を 高 め

る他,デ ー タ保 護 等 の た め の安 全 基 準 の確 立 や モ ラル の向上 を図 る

必 要 性6 .自 己 規律 の促 進,研 修 制 度・ 事 故 の 際 り 責任 の所 在や 範 囲

の 明確 化 な ど社 会 的法 律 関係 の整備。 ・、

(5)第 三 の・セ=グタ ー の設 立

デ ー タ通 信 発 展 のた め に技 術 の 開発 普及,更 に情 報 通信 業 の基 盤 整備

を 図 るた め,国 ・民 間 の資金 の総 合力 と官 民一 致 の 協力 体 制 と して の強

力 な 第三 セ クタ ー の 設 置 の必 要が あ る。 、

(6)国 の長 期的 計 画 の 策 定

技 術 開発,設 備 投 資 の効 率 化 等 のた め,長 期 的 総 合 的 視野に 立 った ガ

イ .ドラィ ンを策 定す る必要 があ る。 こ の ガ イ ドライ・ン作 成 に 当 っては,

民:間の ユ ご ザ ・メ ー カ ーの意 見 を と.り入 れ る必 要 が ある。 公 社 ●会社 の

新サ ーぜ ス計 画 は!.早 期 に計画 を公表 し・ 広 ζユ ニ ザ の意 見を と りいれ

る こ とが で き る よ うにす べ きで あ る。

・(7)・デTタ 通 信 に対 す る意 見交換 の場 の設 定

政 府 ・公 社 ・会 社,情 通 業者,メ ー.カ.,ユ ≡;プ㍉ 学識経 験 者 等 関 係各

機 関 の合 意 と協 力 を得 るた め の機 関 の必 要 性。 この機 関 で は・ 制 度 面・

技 術面'、社 会 面 の各 施策 の 審議,デ ー タ通 信 に関 す る長期 計 画 の策 定 及

び利 害 の調 整な どに 当 る。
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(社)日 本 情 報 セ ンター 協会 の 要 望 書

昭和53年11月
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郵 政 大 臣

服 部 安 司 殿

昭和53年11月
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政

社

デ ー タ 通 信 振 興 の 要 望

常 々,情 報 処理 サ ー ビス 業界 のた め ご高配 をい ただ き厚 くお礼 申 し上 げ ま

す。

さ て,デ ー タ通 信 業務 は,技 術的 に も需要 形 態 面 で も極 め て 変革 のは げ し

い 分 野 であ ります が,当 業 界 とい た し ま しては,一 層 の努 力 を 致 し,国 際 的

レベ ル に達 す る所 存 であ ります。

つ き ま しては,貴 省 に おか れ ま して,デ ータ 通信 振 興 と弊 業 界 の 地位 向上

に つ き,下 記 の 点 をふ くめ,格 別 の ご配 慮 を賜 ります よ う,お 願 い 申 し上 げ

ます。

記

1.デ ー タ通 信 振 興策 の 推 進

2.通 信 回線 利 用 制度 の改 善

3.通 信 回 線 使用 料 金 の引下 げ

4.日 本 電 信 電話 公 社 と民間 業 者 の競合 調 整

以 上
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(別 紙)

Lデ ータ 通 信 振興 政 策 の推 進

わが 国のデータ通信 市場は,今 後急激 に拡大す るものと予測 されてい ま

す。 情 報 処 理サ ー ビス 業 の経 営 基盤 ・技 術 蓄積 は,日 本 電信 電 話公 社(以

下 「公社 」 とい う)や 巨大外 資 系 企業 に比 べ 極 め て貧 弱 であ り将 来 を 憂 慮

いた して お ります。 業務 の性格 上,国 内資 本 に よ る情報 通信 業 者 の 育 成 が

急 務 と考 え られ てお ります か ら,強 力 なデ ー タ通 信 振興 策 を 推進 して い た

だ き た くお 願 い いた し ます。

2.通 信 回 線利用 制度 の改 善

わが 国 情報化 の促 進 には 民 間 の創 意 工夫 に よ る様 々 な形 態 のデ ータ通 信

サ ー ビス 提供 が 不 可欠 であ ります。 しか し なが ら民 間 に よる情報 通 信 事 業

発 展は,通 信 回 線利 用 制度の 欠 陥 に よって 大 きな 障害 に直 面 して い ます 。

つ き ま し ては 民間 情報 通信 業 者 が よ り高度 なデ ー タ通信 を行 な え ます よ う,

回 線利 用 制度 の改 善 を強 ぐ要 望 いた し ます。

3.通 信 回 線 使 用料 の引下 げ

わ が 国 の回 線料 金 は 国際 的 に も極 め て高 い 水 準 にあ ります。 通信 技 術 の

発 展 に よ り回 線 原価 は 低 ぐな りつ ふあ る現 状 か ら,回 線 料 金 の引 下 げ につ

き公 社 を ご指導 下さい ます よ うお 願い い た し ます。

4.公 社 と民 間業 者 の競 合調 整

公 社 の設 備 サ ー ビスは 民間 情報 通 信 業者 のサ ー ビス と直 接 競 合 し てお り

ます。 し か も不 合理 な使用 料 金 と投 資 に よ る 巨額 な赤字 は 電 話 な らび に回

線 料 金 の 黒字 で埋 め られ てい る と伺 っ てお ります。 公社 ・民 間 業者 が競 合

す る こ とは あ っては な らない こ とで あ り,民 間 を優 先助 成 し,そ の活 力 を

利 用 す る こ とが 自由社 会の あ るべ き姿 であ ります。 この よ うな現 状 を ご理

解 い た だ き公 社 の業務 態様 につ き ご指導 下 さい ます ようお願 い い た し ます。

以 上
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EDPユ ー ザ ー 団 体 連 合 会 の 要 望 書

昭和53年12月
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昭和53年12月22日

郵 政 大 臣

白 浜 仁 吉 殿

EDPユ ーザー団体連合会

会 長 下 佐 喬

参 加 団 体(ア 、レフ'.ぺ 。,順)

バ ロース研究会

会 長 有 賀 慎 一郎

FACOMフ ァミリ会

会 長 藤 井 修

HITACユ ーザ研究会

会 長 田 中 勇

全国IBMユ ーザー協議会

委 員長 坂 生 昂 三

MELCOM研 究会

会 長 炭 谷 昂
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全NEACユ ーザ ー会

会 長 下 佐

TOSBAC研 究会

会 長 瀬 野

ユ ニパ ック研究会

幹 事長 長 井

喬

松代千

寿隆
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デ ー タ 通 信 振 興 に 関 す る要 望 書

世界 にお け る コ ン ピ ュー タ技 術 の進歩 に よ り,産 業,科 学 の分 野 にお い て

欧 米 先進 国の 国際 間 及 び 国 内 にお け るデ ータ通 信 は近 年 急 激 に進み コ ン ピ ュ

ー タネ ッ トワー クは 各 々の 国 内は お ろ か 国際 間 に発展 して き ま した
。

我 が 国にお い て もデ ー タ通 信 は,昭 和46年 の法 改 正 以来,郵 政 省,日 本

電信 電話公 社(以 下 公 社 とい う),国 際 電信 電 話株 式会社(以 下会社 とい う)

メーカー,ユ ーザーの努力 ・工 夫 に よ り着 々 と発 展 し,近 年 頼 み に普 及 し て き

ま した。

しか しなが ら,基 本 的制約 を もつ 現 制 度 の下 では そ の進 歩 は外 国 の利 用 と

比較 して高 度 の運 用 には 限界 が 見え た とい え ます。

そ もそ も資源 の少 ない我 が 国 にお い て,資 源加 工型 の産 業 よ り も省 資 源 型

の知 識 集約産 業 の振 興 が急 務 で あ ります。 そ の意 味 で情 報産 業は ,日 本 国民

の 素 質 ・勤勉 さ等 の特 質 を生 か し 国民生 活 向上 の為 に も最 適 な産 業 で あ り,

国 と し て もそ の振 興 に積 極 的 な 施 策 を講 ず るべ き であ ります。

情報 産 業を 振 興す る為 には,現 在 のデ ー タ通信 に加 え られ て い る諸 制約 を

撤 廃 す るこ とが まず 必要 で あ ります。

この 度 「デ ー タ通 信 会 議報 告 書」 が 公表 され た こ とは,時 宜 を得 た もの と

賛 意 を表 す る とこ ろ であ ります が,ユ ー ザー の立 場か ら率 直 ・具 体 的 な 要望

を下 記 の通 り列 挙 し,そ の実 現 につ い て強 ぐ要 望す る もの で あ ります。

な お,具 体 的 な法 案要 綱 が示 され た 時点 にお き ま して,更 に個 々の項 目に

つ い て の要望 書 を 提 出す る予 定 で あ ります
。

己三－P

1.「 主 と して電 信 電 話 的 に 使用 す る場 合」 を除 き,ユ ーザ ー が創 意 ・工夫

に よって シ ス テ ム を 自由 に構 築 し使用 で きる よ うデー タ通 信 を 「電信 電話
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と同様 の通 信」 とい う概 念 か ら切 り離iし,.処 理 と通 信 とは 一 体 とい う考 え

の も とに新 しい 制度 と して取 扱 うよ う要 望 致 し ます 。

た だ し,通 信 施 設 は公 社 ・会 社 が 提供 すべ き もの で あ り ます。

2.デ ィ ジ タル 技 術 に よ っ てデ ー タ通 信 を提 供す る場 合 には,デ ータ通 信 の

高度 発展 の為 に も諸外 国 に比 して も廉価 な 料 金 を要 望 致 し ます。

な お,現 行 の電 話 回 線 を利 用 して のデ ー タ通 信は,諸 外 国に 比 して 遠距

離 料金 におい て 非常 に高額 な るが 故 に,デ ー タ通 信 の発 展 を甚 だ し く阻害

してい るの で,遠 距 離 格 差 の 圧縮 を要 望 致 し ます。

3.標 準化,技 術者 養 成,安 全対 策 基 準,財 政 面 の援 助 等 に つ いて は,こ れ

らの施 策が,民 間 デ ー タ通 信 業 者 の発 展 を支 援 し得 る よ う慎 重 な配 慮 を要

望 致 し ます。

4.ユ ーザ ーが デ ー タ通 信 を 自由 に使用 で きる とした 場 合,情 報 処理 産 業 が

外 資 に蚕 食 され る こ とを懸 念す るな らぱ,新 制 度以 外 の防 禦手 段 によ るべ

き であ り,ユ ーザ ー の 選択 に不 自由 を与 え る とか 制限 条 項 に よ り,些 か も

発 展 阻 害 しな い よ う要 望 致 し ます。

ま た,国 内 に おい て は,公 社 計算 サ ー ビス の例 に もあ る よ うに公 社 と民

間 情報 処 理 業 者 との 適 正な 業務 分 野 の調 整 措 置 を 講ず る こ とを要 望 致 し ま

す。

5,デ ー タ通 信 に関す る国 の各 種 施策 及 び長 期 計 画 の 策 定 には,従 来 ユ ーザ

ー の意 見が取 り入 れ られ て いな い 趣が あ りま した が,今 後 ユ ー ザ ー の意 見

を反 映 させ る機 関 を設 け る よ う要 望 致 し ます。

しか しなが ら,こ の機 関 設 置 の 前提 として,

A。 データ通信 に関す る行政(郵 政省,通 商産業省両省)の 一元化 の措置が実現 さ

れてい ること。

B.現 行法の大 巾な 制限緩和が方 向付け られてお り,公 社 ・会社 とユーザー等がデ

ータ通信部門におい て相互補完 と公 正競争が機能す るよ う措置 されていること。

の二点が必要 と考えます。 以 上
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昭 和53年12月11日

電気 通 信ユ ーザ ー 協議 会

デ ー タ 通 信 振 興 に 関 す る 提 言

通信 技 術 と結 合 して の 電 子計 算 機機 能 の 高度 化,効 率 化,ま た 逆 に電 子計

算 機技 術 を応 用 して の通 信機 能 の高 度化 ・効 率 化 の 現 状は,昭 和46年 にお

け るいわ ゆ る 「回 線 開放 時 」 に予 想 された域 を は るか に こえ る もの が あ り,

さ らに今 後 に お い て こそ一 層 の 展 開 が期待 され る状 況 で あ り ます。 しか る に

46年 の公 衆 電 気 通 信 法改 正 を根底 とす る ま まの現 行 の法 制は,か か る発 展

を著 し く拘 束 す る もの で あ っ て,経 済活 動 をは じめ とす る我 国社会 各般 の 活

動 にお け る電 子計 算 機 の 高 度利 用 をは なは だ し く阻 害す る に至 ってお ります。

そ もそ も我 国経 済 の伸 張 とそ の必 然 的帰結 であ る 国際化 に と もな っ て,企

業 の 内外 にお け る競争 もます ます 激化す る一方,我 国 全体 と して産 業 構造 も

改 革 脱皮 を迫 られ て い る とき,今 後我 国の 指向 す る高度 に知 識集 約 的 な 諸 活

動 を基礎 か ら さ さえ るべ き電算 機 ・通 信 シ ス テ ム に対 す る 国の 政策 もまた 当

然 に 先導 的 で あ る を要 し,か つ 民間 の 自主 的 な創 意 工 夫 を活 発 化 させ る よ う

に開放 的 で あ るべ きで あ りま し ょ う。

それ は また経 済 ・産 業 活 動 ば か りで な ぐ,学 術 ・文 化 をふ くめ 国民生 活 の

向上発 展 に まで大 きな 影響 を もつ もの であ ります 。

電気 通 信 ユ ー ザ ー 協 議 会は,以 上 を 日常 業務 を 通 じ痛感 しつつ あ る実務 家

・企業人 を 中心 に我 国 オ ン ライ ンの発 展 を め ざ し て昨 秋 設立 され た もの で あ

り,先 に 国際 ・国内 回 線料 金値 上 げ認 可 に対 して行 な っ た異 議 申立 て もか か

る認 識 に立つ もの で あ りますが,こ こに 国際 お よび 国内 通信 に対 す る法 規 制

の改革 につ き,以 下 の提 言 を 行 な い,国 会,郵 政 大 臣 をは じめ 関 係官 庁お よ

び 経 団連,そ の他 関係 団体 にそ の早 期 実現 につ き,直 接 間接 の 御理 解 御努 力
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をた まわ り ます よ う懇 請 申上 げ る もの で あ ります。

1.利 用 態様 の 自由 化

通 信回 線 と電 算 機 の結 合 態 様 につ い て,電 子 計 算機 の 時分 割 使 用,換 言

す れ ば高 価 な 電 子 計算 機 を 多 数 で共 同利 用 しよ うとい う使 い方 の み を限 定

的 に認 め る こ とを 基 調 とす る現在 の法規 制 か ら脱 皮 し,進 行 しつ つ あ る技

術 革新 の成 果 が,企 業 経営 シ ステ ム並 び に社 会 的 シス テ ム 全般 に急 速 適 切

に反 映 され る よ う,共 同 使用,他 人 使 用 につ い て の制約 を全 面 的 に排除 さ

れ る こ とを要 望 し ます 。

即 ち 回 線,通 信機 器 お よび 電 子計 算機 等 の組 合 せ,接 続 態 様 を原 則 的 に

自由化 して公 衆通 信 業 者 の回 線 提供 を 実質 的 に義 務 づけ,現 在 の 如 く回 線

認 可に事 実 上一,二 年 を要 す る よ うな ことのな い よ うに され た い の で あ り

ます。

また メ ッセ ー ジ ・ス イ ッチ ング につい て も,そ の定義 を 明確 に しな い ま

ま聖域 と して 厳 禁 して い ます が,情 報 を瞬 時 に一 斉 また は 限 定 的 に リアル

タイ ム で 伝達す る こ とは 電 信 電話 の な し得な い と ころで あ り,む しろ電 算

機応 用 の特 徴 的 成果 とい うべ きで あ ります。 現 状 は まさ に科 学 の利 便 を社

会 が享受 す る こ とを 否定 す る逆 行的方 針 であ って,不 特 定 多 数 間 の不 特 定

内容 を対 象 とす る ものは 別 と して も,欧 米 の水 準 に まで 自由化す る必要 が

あ ります。

電 話 を もって郵 便 の 敵 とみ なす 考 え方 は存在 し ませ ん。 しか し毎 秒 数 千

乃 至数 万 の信 号 を送 受 し,か つ 瞬時 に これ を読 取 り,分 類 し,計 算 し,記

憶 し,検 索す るデ ー タ通 信乃 至 オ ン ライ ン情報 処理 は,そ の応 用 にお いて

電 信 電話 と全 く異 質 異 次 元 の もの であ り,こ れ を 電信 電 話 の 思想 を もっ て

規律 す る こ とは,あ た か も郵便 制度 を もっ て電 話 の発 展 を 抑 圧 し,算 盤 の

認識 を も って電 算 機 の 発 展 を 制す るにひ と しい愚 をお か す もの とい うべ き

で あ ります。 今 や 速 か に新 持代 に対 応 す る思想 に も とつ い て 法 制度 の 転換
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を行 な うべ き時 で あ ります。

2料 金 水準 の 引 上 げ

我 国 の回 線料 金 は,他 の先 進 国 と比 較 して きわ め て高 ぐ・ 米 国と比す れ

ば 実 に数倍 以 上 の高 水 準 にあ る こ とは今 や公 知 の事 実 で あ り,遠 近格 差 も

また他 に例 をみ ぬ極 端 な もの が あ ります。

そ もそ も通 信 に お け る伝送 路 コス トは キ ャ リヤ ー 自身 も認 め るが 如 く,

技 術革 新 に よ り急 激 に低 下 しつ つ あ ります が,電 電 公社 の こ の分野 にお け

る世界 最 高 と伝 え られ る研 究 及 び技 術は,そ の成 果 を利 用者 国 民 に具体 的

に料 金 制度 上 に結 実 させ て こそ は じめ て意 義 が あ ります。

よっ て,通 信分 野 にお け る技 術革 新 の成 果 を 正当 に反 映 す る低廉 な回 線

料 金が 設定 され る よ う切 望す る もの であ ります。

また 民間 の創 意 工夫 が 自由か つ 積極 的 に発 揮 で きる よ う,い わ ゆ る公 社

直 営 回線 とD-1を 中 心 とす るユ ーザ ー 自営 回 線 との 間 に何 等 の差 別 的扱

いが な い よ う,特 に留 意 さ れ る よ う付 言 いた し ます。

こ とに 国際 通 信 は 衛 星 ・ケ ー ブル通 信 共 に 業者 間 料 金 は 急激 に低下 し,

米 国等 では これ が利 用 者 料 金 に反 映 しつ つ あ る 現 状 であ ります。 我 国 に お

い ては 料 金 水 準 も著 し ぐ高 い 上 に,利 用 態 様 にお い て も依 然 と して 「1の

電 子 計 算機 と1の 端末 機 に 終始 す る通 信」 以 外 を認 めず,公 衆 網 の 開放 す

らな され てい な い 有 様 で あ ります。 我 国は オ ンラ イ ン情報 の分 野 にお い て

世 界 的 に孤 立 して い る とい わ ざ るを得 ませ ん。 速 か に国 内 にお け る 自由化

とあ わ せ 是 正す べ き であ ります。

3.公 衆通 信 業者 と 民間 情報 通 信 業 者 と の公 正 な競 争 基盤 の設 定

公 衆 通 信業 者 が直 接 情報 処理 サ ー ビス を行 な うこ とにつ い ては ・ 根本 的

に問題 が あ りま す が,公 企体 基 本 問題 会 議 にお い て も基 本 的 に容認 され た

今 日この分 野 にお い て 官 業 が 民業 をい さ さか な りと圧 迫す るが如 きこ との

な い よ う,公 社 ・国際 電 電 の な し うる情報 処理 サ ー ビスの範 囲 の 明確 な規

定,デ ータ 回線 収入 に よ る 自己 の デー タ処 理サ ー ビス の 赤字 補填 等 の 禁止 ・
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過大 な設 備 投 資 の禁 止 と事 業 計画 の 公 開,そ の他 公 正な 慣 行 の 確 立 ・維 持

のた め 必要 な監督 ・規 制 を 厳 重 に行 なわ れ るこ とを要 望 し ます 。

公社 の 情報 処 理 サ ー ビス な く して我 国 に情報 処理 産 業 な し との 昔 日の 主

張 は,そ の 根拠 を実 績 に お い て全 く失 って お ります 。 公社 ・国際 電電 は,

あ くまで も社 会の基 盤 であ る回 線 提 供 を使 命 とす る公 共 事 業 体 の 精 神 に徹

す べ きで あ りま し ょ う。

4.先 導 的電 気 通 信 行 政 の確 立

デ ータ 通信 は,我 国全 体 の 発展 を支え る もの で あ り,電 気 通 信 政 策 は 国

の最 高 政 策 の一 つ であ るはず であ ります。 電 電公 社 ・国際 電 電が,技 術 的

に も,経 営的 に も 国際 最 高 水 準 の事 業体 に まで成 長 した現 在 では,専 らこ

れ を保 護 育 成す る とい う従 来 のあ り方 か ら脱却 し,広 く我 国産 業 ・社 会 の

将来 を展 望 しつ つ利 用 者 国 民の 利 益 を増進 す る立 場 にた っ て,総 合 的 な 電

気通 信 政 策 の立 案 に 当 る官 庁 を必要 とす るで あ りま し ょ う。

また,厳 しい経 済 情 勢 と国際 環 境下 に合 理 化 に努 力 してい る 民 間 企業 と

しては,完 全独 占 ・無 競争 の特権 を付与 され てい る公社 ・国際 電 電 に対 し

ては,そ の料 金 がす ぐな くと も国際 水準な み であ る よ う切望 す る もの で あ

り,監 督 官 庁 にそ の よ うに強 力 に指導 され る よ う要 請す る もので あ ります。

以 上 のた め には現 在 の郵 政 省 電 気通 信監 理 官 制 では ま こ とに不 十分 であ

り,す ぐな くと も これ を 局 とす るか,望 む ら くは独 立 の官 庁 とす る こ とを

含 め,適 切 に強 化充 実 され る こ とを要望 い た します。

また 国 の情報 化 な ら び にデ ー タ通 信 につ き識 見を 有す る委 員 を もっ て構

成す る審 議 会 が郵 政 審 議 会 と別 に設置 され,民 間 の 意欲 が 公 正 か つ 民主 的

に国 の政 策 に反 映 さ れ る よ う併 せ て要望 い た し ます。

以上 回 線 ユ ーザ ーが 望 む と ころ は,格 別 の 育成 策 で も,ま して 恩 恵 的 な施

策 で もな ぐ,利 用 態 様 にせ よ料 金 水準 にせ よ,要 す るに 「せ め て外 国な み に

して もらい た い」 の 一 語 につ き る ものであ ります。 早急 に実現 さ れ る こと を
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上以

期待 し,御 協力 を 重ね てお 願 い 申上 げ る も ので あ ります。
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1注 記 の理 由

第1章 で報 告 した よ うに,「 デ ー タ通 信 振 興法 案 」 が準備 され てい る とい

うこ とが,昭 和53年8月 以 来,新 聞 紙 上 で 繰返 し伝 えられ るが,そ の 内容

は54年3月 現 在 公 表 され てい るわ けで は な い 。

本 来,正 式 に公 表 され て い ない,流 動 的 で あ るか もしれ な い法 案 を対 象 に

注 を 加 え る こ とは,適 切 では ない し,好 ま しい ことでは ない 。

しか し,こ こであ え て紙 上伝 え られ る法 案 内容 の要点 と問題 点 の一 部 を 注

とし て付 記す る理 由は次 の とお りであ る。

伝 え られ る法 案 は,オ ンライ ンユ ーザ ー の シス テ ム運用体 制,経 済 的得 失,

将来 計 画 な どのす べ て に多大 の影 響 を及 ぼ す と考 え られ る。 したが って,オ

ンライ ンユ ーザ ーは 少 しで も早 く法案 といわ れ る ものの要 点 と問 題 点 を知 り

たい と願 ってい るのは 事実 で あ る。

一 般 に ,政 策 形 成 や立法 の過 程 で,そ の 内容 が どの程度 公表 され るべ きか

され るべ きで ない か,直 接 利 害 関係 者 の意 見 が どの程度徴 され るべ きか 必 要

が ない か な どは,非 常 に難 解 な 問題 で あ り,本 報 告 は この点 に触 れ る場 では

ない 。

ただ,上 記 の よ うにオ ン ライ ンユ ーザ ー の希望 には あ る程 度 応 え る必要 が

あ る と考 え られ る。 もと よ り,資 料 は末 尾 掲 載 の新 聞記事 のみ で あ り,本 注

記 が結 果 と して的 を脱 れ てい た り,ま たは 誤 りであ りうる点 につ き,あ らか

じめ関 係 方面,ユ ー ザ ー の宥 恕 を願 って お きたい 。

2新 聞報 道 に よる 「デ ー タ通 信 振 興 法 案」 の 骨子

伝 え られ る法 案 の骨子 は,新 聞 報 道 に よれ ば次 の とお りで あ る(一 部 推 定

を含 む)。

い ま仮 に,オ ンラ イ ンシ ス テ ムの安 全 性 や 品 質 あ るいはデ ー タ保 護 の 水準

な どにつ い てな ん らか の 基準 が 考 え られ,そ の基 準 を満足す る シス テ ムを指
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定 シス テ ム と考 え る こ とにす る。

法 案 は

ω 指定 シ ス テ ム につ い ては,現 行 回 線 利用 制 限 を おお むね 除 く。

(2い 非 指定 シ ステ ムにつ い ては,現 行 回線 利用 制 限 に近 い制 限 を残 す。

(3)ど の よ うな条 件 に よって あ るシス テム を指 定 シ ス テ ム とす るか とい う

基 準 は,別 に定 め られ るデ ー タ通 信 高度 化計 画 の大 枠 に従 い,細 目は命

令 に委任 され る。

(4)ネ ッ トワー ク技 術 の開発 を促 進 す る。

⑤ 指 定 シス テ ム推進,ネ ッ トワー ク技 術 開発 等 の た め の財税 制 措 置 を講

ず る。

な どの諸 点 を 骨子 とし てい ると伝 え ら れ る。

な お,

⑥ デ ー タ通 信 技 術 士 資格 制 度 の創設

(7)デ ー タ通 信 振 興 機 関 の設 置

も伝 え られ た が,予 算 や 類似 制 度 との 関 連 そ の他 で この2項 目が 最終 的 に ど

の よ うな形 にな るか ど うか は,昭 和54年3月 現在 わか らな い。

3新 聞報道 による 「データ通信振興法案」 の問題点

伝え られ る法案の最大の問題点は,そ の指定 システム構想 にある。

伝え られ る指定システムの構想

指 定 シス テ ム構 想 を比 喩的 に解 説 す れ ぱ 図 の とお りで あ る。

〔高度なオンラインンステム群 〕

⇒

/①
必ず しも高度 で

は ないオ ンライ

ンシス テム群

⇒

情報通信業者のシステム

⑤1指 定ンステム1

回線使用制限解除

財税制優遇措置

④指定システム基準

⑥1非指定システム1

回線使用制限残存
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(図 の説 明 図 中 の番 号 順)

① 高度 な オ ンラ イ ンシ ス テ ムの数 は 相 対 的 に少 な く,必 ず し も高 度 で は な

い オ ン ライ ンシ ス テム の数 の ほ うが 相対 的 には 多 いで あろ う。 した が って,

下 部 に必ず し も高 度 では な い シ ステ ム群 を配 し,上 部 に高 度 な シ ス テ ム群

を配 す れば,シ ステ ムの数 の分 布 を模 式 的 に示 す と き図の よ うな ピラ ミ ソ

ド型 とな るで あ ろ う。

② 一 般 企業 の オ ン ライ ンシ ス テム数 は昭 和53年3月 で2,592シ ス テ ム

③ 情 報通 信 業(オ ンライ ン情報 処 理,同 情 報 提供 サ ー ビス業 を含 む)の シ

ステ ム数 は 昭和53年3月 現在97シ ス テ ム とな ってい る(通 信 白 書 に よ

る)

④ 指 定 シス テ ム基準 を境 と して

⑤ 指 定 シス テム は 回線使 用 制 限 を お おむ ね 解 除 され

⑥ 非 指定 シ ス テム には ほ ぼ現行 回線 使 用 制 限 が残 る

⑦ お そ ら く一 般 企 業 に対 す る指 定 シス テム基 準 レベ ルは ゆ る く

⑧ しか し公 共的 性 格 を含 む シ ステ ム につ い て の指 定 シス テ ム基準 レベル は

や や高 く

⑨ 他 人 の デ ー タを扱 う情 報通 信 業 につ い て の指 定 シ ステ ム基 準 レベ ル は比

較 的 きび しい で あ ろ う

問 題

新 聞報 道 に基 づ く上記 の法案 の 骨子 につ い て 多 くの 感想 が あ るが,代 表 的

な もの を紹 介 す る。

◇ これ ほ ど回 線 使用 制 限 撤廃 要 請 の 声 が多 い の に,な ぜ ,無 条 件 の制 限撤

廃,緩 和 が 実現 で きな い のカ㍉ 理 由 が わか らな い。

シス テ ム高 度 化 は,独 立別 個 の施 策 に よ るべ きだ。

◇ 伝 え られ る法 案 は,回 線使 用 制 限解 除 とシ ス テ ム高度 化 誘 導 策 を ミ ック

ス した巧 妙 な 案 と して評 価 す る。

◇ わ が 国 の よ うな回 線サ ー ビス完 全 独 占下 に あ って は,回 線 サ ー ビス は 誰
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に対 して も等 し くあ まね く提 供 され るべ きで あ っ て,差 別 的 な サ ー ビスの

提 供 は どの よ うな 理 由 にせ よ問題 で あ る。

◇ 指 定 シス テ ム の基準 作 成 が 果 し て可 能 であ ろ うか。

課 題

昭和54年 初 頭 におい て,ユ ーザ ー の感触 を総 括 すれ ば,次 の よ うな もの

であ る。

「指 定 シ ステ ム とい う考 えか た,方 法 論 には 相 当問題 があ る と感 ず る。 し

か し,わ が国 で は今 回の よ うな 時 期 を お い て 回線 使用 制限 緩 和 の機 会 は ない

で あろ うと も感 ず る。 細 目内容 の わか らな い現 段 階 では 明解 な態 度 を表 明 し

に くい 。」

今 後,デ ータ通 信 振 興法 案 が明 らか となる ときは,よ り良い 案 とな って 多 く

の ユ ー ザ ーの 要望 が かな え ら れ るこ とを 期 待 した い。

5'参 照 した新 聞 報 道

参 照 した新 聞記 事 は 次 の とお りで あ る。

月

昭和53年

〃

〃

〃

日

3.7

6.10

7.25

8.26

〃10.2

〃10,6

業産経口

日 経

〃

〃11.29日 経 産 業

〃12.1 〃

見 出

「機情法 」積み残した当惑一 情報処理業界

情報サービス振興一 打つ手に悩む 「政策金融 」

機情法ABC

郵政省,54年 度概算要求決める,デ ータ通信の振

興,実 用衛星へ法人を設立

データ通信業界初の育成策

データ通信発展の提言「データ通信会議 」が報告書,

「回線制度 」見直 しを,第 三セクターの設置も

電電公社との競合調整訴え,デ ータ通信振興で要望

書,民 間業者育成等求める。情報センター協会

回線の開放,値 下げを,ユ ーザー協議会,デ ータ通
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月

昭和53年12.21

〃

〃

〃

〃

昭和54年

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

日

日 経

12.21日 経 産 業

12.23〃

12.27朝 日

12.29日 経

1.8期 目

1.11日 経 産 業

1.17〃

2.1〃

2.9〃

3.15〃

3.24〃

5.5朝 日

見 出

信で提言

通信回線,規 制緩和へ,「 データ通信法 」郵政育成

原案,ン ステム指定,自 由な利用促す

郵政省,「 データ通信法 」原案まとまる,電 電公社

と話 し合い.規 制緩和の要望に応じる

EDPユ ーザ団体連合会,回 線開放 ・料金値下げを,

データ通信振興で要望書

通信回線の自由化図れ,産 業界が改善要望,制 約や

高料金困る,情 報効率化 ・技術提携にも妨げ

通信回線開放求め事業者懇談会,情 報処理サービス

七社が発起人会

通信回線開放を 各団体の要望書,電 算機の高度利

用訴え

データ通信.予 算化で大きく前進,「 通信法」も進

展期待,郵 政省振興施策認知で自信?

回線利用制限撤廃,オ ンライン推進委が提言,ソ フ

ト問題などt1項 目

通信回線開放で協議会,計 算センター大手六社

署名百十三社に,デ ータ通信の開放要求企業,ユ ー

ザー協逓進委などに陳情

今国会提出を断念,郵 政省,デ ータ通信振興法案

郵政省などを告発,電 気通信ユーザー協が白書,通

信回線利用の不満訴え

データ通信回線制度,見 直 しへ経団連本腰,懇 談会

を近 く発足
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